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論文要旨 
１．論文の目的と構成 
 パラダイム転換期とも言うべき大きな社会変動の中で、日本再生の試みが続けられてい

る。その試みの一つである三位一体改革による地方行財政改革の進行は、地方経営の在り

方をこれまでの中央依存型から自立型へ転換することを求めている。 
 地方自立化の基盤は、産業活性化による地方経済の自立に他ならない。 
 研究の目的は、日本が直面する一つの、しかし、避けて通ることの出来ない社会的課題

解決について考察することである。具体的には、「なぜ、これまで地方自立化が出来なかっ

たか」の分析に基づく、地方自立化の実現方法に関する考察である。これを別の角度から

見れば、地方保有資源を前提にした、地方産業・経済自立化を可能にする企業経営と行政

経営の連携モデルの発見ということになる。 
この研究目的を果たす為の研究内容は、次の 3 点である。① 地方産業活性化による経

済の自立化を実現する普遍的モデルを提唱、② このモデルを特定の地方産業に応用して

地方経済活性化が可能な応用モデルを構想、③ この応用モデルが地方産業・経済を活性

化し、地方の自立化に貢献する可能性について実証的に検討すること、である。  
研究の意義は、研究成果に基づき、高知県と同様に自立化を迫られている多くの地方に

対して、自立化への具体的方法を提供することにある。 
 こうした目的と意義を達成する為に論文の構成は、図表 1のとおりとした。 
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論文題目： パラダイム転換期の日本に於ける地方産業・経済自立化に関する研究
― 高知県木材産業を事例とした起業工学概念からの考察 ―

図表１ 論文の構成
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２． 第 1章 序論 
序論では、研究の目的と意義、及び「社会的課題を扱う場合の方法」について述べる。

目的、意義は上記 1に述べたが、「方法」に関しては次のとおりである。 
 本研究は、人間の営みである社会的課題の現実的解決を目指している。その際、起業工

学の枠組を利用している。起業工学は、これまで、自然科学と社会科学を糾合した知見に

よって課題設定と解決を図ってきた。この研究では、それに加えて、特に社会的課題に関

する時代分析、課題分析、課題解決モデル構築に有効な「パラダイム論」と「社会科学方

法論」を研究推進の知見として付加し、それらの活用を試みている。 
また、社会的課題は自由意志を持つ人間の営みを対象とするため、社会的課題解決に当

たっては、不確実性への対処が求められ、また、現実の社会に於ける試行錯誤の重要性を

強調している。こうした観点から第 3章で課題解決モデルの実践的検証を行っている。 

9

図表２ 起業工学とは －目的と構造－

人類が直面する様々な課題に対して、
様々な知見を総合的に活用し、
新しい価値を創生することを通して、
課題形成とその解決を図る。
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方法論

経済学 経営学 工 学

課題解決モデルの実践的検証

課題解決モデル構築

課題分析（認識）

目 的

構 造

行動
科学

時代分析（認識）

ＩＥＥＥ

映像情報メディア学会

自然科学と社会科学の

総合的活用

パラダイム論

 

（参考文献：2004－8 Vol.58 マルチメディア アントレプレナー エンジニアリング誌 加納剛太、倉重光宏、富澤

治／Sept. 2005 IEEE International Engineering Management Conference at St．John’s Canada, Osamu 

Tomisawa,Gota Kano） 

 
３．第２章 パラダイム転換期の日本に於ける課題認識 

―― 地方産業・経済自立化への状況認識 ――   
 

 パラダイムとは、Ｔ.Ｓ.クーンが科学の発展過程を説明する際に用いた概念で、「判例」「代
表例」を意味する。パラダイム論は、社会の枠組みが大きく変わりつつある現在において、

「時代認識の構築」、つまり、社会的課題の発生基盤であるこの時代が、他の時代と比較し
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て如何に特徴づけられるかを明らかにする際に、援用可能な概念である。それによって鮮

明な社会的課題認識が可能となる。 
 現在における日本の時代認識（時代的パラダイム）の特徴は、「人口減少と構造改革の進

展を前提としながら、グローバリゼーションと知価経済の進展にどう対応するかが問われ

ている」と要言出来よう。 
 現在の日本における「時代的パラダイム」の特徴は、多角的な現状分析から抽象される

ものであるが、その抽象された視点からもう一度、現在の状況を再検討することのよって、

より鮮明な社会認識（課題設定と解決策構築の母胎）が可能になる。そうした意味をこめ

て、グローバリゼーションと知価経済の進展の只中にある日本の中央と地方の人口、産業、

財政に関して検討し、現状認識と課題認識の明確化をおこなう。その際、地方の状況認識

をより鮮明に、具体的に行うために、日本の地方が直面する課題を色濃く共有する高知県

に焦点を絞り、地方の状況分析の深化を図る。 
その検討結果に基づき、地方産業・経済の衰退メカニズムを明らかにする。つまり、「地

方産業・経済の衰退が、プラザ合意以降の円高の継続的進展とバブル崩壊後のデフレ経済

の中で、グローバリゼーションに対応した経営システム構築を怠った結果もたらされたも

のである」とのメカニズムを明らかにする。 
 

４． 第 3章 地方産業・経済自立化モデルの構築・実践・検証  
―― 高知県木材産業による実証的検証 ―― 

過去に於いて試みられた地方産業・経済活性化が旨くいかなかった理由を６つ挙げ、そ

の考察を行い、６つの理由を解消する方法を、一つ一つ解明していく。 
 旨くいかなかった６つの理由を解消する方法の中で、基幹となるのは、地方産業活性化・

経済自立化を実現するための新モデルの構築である。 
新モデルの内容は、次の①,②の通りである。① 特定地方に存在する優位性ある立地因

子（資源）を再発見し、それを利用して収益計上可能な経営システムを創造のうえ適用し、

この「資源」、「経営」と「産業政策」とが協働する方式（これを「内部経済活性化型 資

源・経営・産業政策統合モデル」と呼ぶ）である。又、② ここで言う「経営」の内容は、

特定事業のバリューチェーンの短縮・一貫化による効率化と製造原価の合理化による削減

の同時展開による地方産業活性化であり、これを「水平・垂直最適化モデル」と呼ぶ。 
地方経済の自立化を実現するには、それを達成できる量的影響力を持った資源・産業の

再発見と選定、及びそれを活用する産業振興策の具体的な提唱・展開・実現が必要である。 
 日本木材産業は、不振を極めているが、国内市場は外材に占有（占有率約 80％）されて
はいるものの極めて安定した規模を有する市場であり、この市場は国内材の占有率拡大が

可能な有望市場である。また、全国レベルで森林蓄積量が充実してきており、地方の経済

規模から見ると、木材産業の活性化が地方経済に与える影響力は少なくない。一方、高知

県木材産業産出量は、現在、全国の減少率を更に下回り、不振を極めているが、全国８位
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の森林蓄積量を誇り、地方経済自立の為の経営資源として量的影響力を有し、素材生産、

製材、建築等、産業としての裾野が広く、全県域にわたる雇用拡大の可能性が高いため、

地方経済自立化を実現する産業としての資格を有している。こうした背景から、高知県木

材産業を事例として地方産業・経済自立化モデルの構築・実証を行うこととした。 
 そこで、かつて隆盛を極めた日本の木材産業が、何故、衰退したのか。木材産業の衰退

メカニズムを考察し、次いで、戦後６０年の歴史を４期に分け、夫々の期について、①経

済・社会的環境 ②経営資源の動向 ③公的産業政策・行政施策の状況、そして、①～③

を前提にした、④事業モデルを明らかにし、戦後から 1973年に至る国内材産業成功期の事
業モデルである旧モデルが1974年以降、凋落した失敗要因を分析し、⑤その結果に基づき、
新成功モデルの理論的構築を行なった。 
 新成功モデルの理論的構築の後に、現在及び近い将来の外部環境を前提にして国内市場

に本格再参入するために、外材に対して競争力ある事業構築の具体策を考察した。 
木材産業活性化の具体策の根幹は、次のとおりである。 
第一に、木材産業のサプライチェーン（ＳＣ）の中流に位置する製材業の強化。具体的

には、ＳＣの短縮一貫化・機能効率化と製造原価の合理化による価格競争力を獲得し、収

益力を強化。 
第二に、この収益力を背景に、山元への資金配分力を強めるとともに、立・原木等の素

材調達ルートの多様化、直接伐採部隊の設立等により素材の安定・大量確保体制の構築。 
第三に、顧客に対して競争可能価格による安定大量供給態勢を構築。 
第四に、木材関連Ｒ＆Ｄ投資による差別化と木材利用率の高度化を継続的に展開。 
第五に、第一から第四の施策が相俟って国内市場占有率を上げる好循環の形成。 

 次に、課題解決モデルの実践的検証を行うため、高知県木材産業の活性化に向けて、新

成功モデルを、既存の製材所に具体的に適用した。それと平行してその他の製材所へ新成

功モデルの適用拡大をとおして、今後、高知県産業・経済活性化と地方自立化を志向する。 
 高知県木材産業活性化の可能性確認に続いて、それが高知県経済活性化・自立化にどの

ように、またどの程度、貢献するか、について考察する。 
まず、高知県木材産業は新成功モデルの適用により損益分岐点が改善する。そのマクロ

経済的効果として木材供給曲線の引き下げにつながり、全国市場において競争力が強化さ

れ、市場占有率を引き上げる（図表３）。その結果、山元の素材供給力(永続的再生林として
の)と対応する素材生産量増とそれに見合う製材・乾燥生産量が増加し、この双方に関連す
る雇用と売上高の増加が直接的に見込まれる。これらの増産による波及効果により、雇用

で 6,000人(就業者総数の 1.5％)程度、ＧＤＰで 900億円(ＧＤＰ比 3.5％。なお、素材生産
分は製材の投入として調整)程度の増加が見込まれる。 
この様に、新成功モデルの考え方に基づき、高知県の地方保有資源である森林資源を活

用し、資源を生かす経営を導入した民間の経営努力と、適切な公的産業政策の協働により、

高知県経済は長年の懸案事項である失業問題、中山間問題、税収問題への対処が飛躍的に
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促進され、自立的発展の契機をつかむ可能性がある。 

47

物価水準･価格

産出量･所得

国内需要線

現状の国内材供給線

外材供給線

国内製材企業の総費用線

国内製材企業の総費用線
を一貫化･合理化で引下げ

改善後の
国内材
供給線

外材
市場占有率
＝８０％

国内材市場占有率
上昇＝４６％（概算値）

国内材市場占有率
＝２０％

価格

決定

図表３ 国内材木材産業競争力強化
による国内材市場占有率の拡大

 

５．第４章結論 
 本論文の結論は、次の通りである。 
（１）地方産業活性化への新モデルとして「RMP INTEGRATION AND V&H 

OPTIMIZATION MODEL」（図表４）を提唱し、資源、経営、産業政策の連携によ
る内部経済活性化型の地方自立化に向けた「普遍的モデル」を構築した。 

76

図表4 地方産業活性化への産業活性化経営モデル
ＲＭＰ INTEGRATION ＡＮＤ Ｈ＆Ｖ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ ＭＯＤＥＬ

地方産業活性化 地方経済自立化
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Ｖ
Ｅ
Ｒ
Ｔ
Ｉ
Ｃ
Ａ

Ｌ

ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ

Ｈ

Ｖ

ＤＩSINTEGRATＥＤ SUPPLY ＣＨＡＩＮ
― ＨＯＲＩＺＯＮＴＡＬ ―

ＲＭＰ INTEGRATIONＨ＆Ｖ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ ＋

川
上

製
品
生
産

部
品
生
産

素
材
生
産

原
材
料
生
産

消
費
川
下

流
通
・
物
流

M
経営

P
産業
政策

R
資源

内部経済活性化型
地方産業活性化ＲＭＰ ＩＮＴＥＧＲＡＴＩＯＮ

ＶＥＲＴＩＣＡＬ ＆ ＨＯＲＩＺＯＮＴＡＬ
ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ
ＭＯＤＥＬ
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（２）「普遍的モデル」を木材産業に適用（図表５）した応用モデルとして、木材産業の新

成功モデル(好循環モデル：図表６)を提唱した。 

61

図表５ 地方産業活性化経営モデルの木材産業活性化への適用
Ｖ＆Ｈ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ ＭＯＤＥＬ

ＶＨ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ

ＩＮＴＥＧＲＡＴＥＤ ＳＵＰＰＬＹ ＣＨＡＩＮ

ＣＯＳＴ

VERTI

－CAL

ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ

Ｈ

Ｖ

ＤＩＳＩＮＴＥＧＲＡＴＥＤ ＳＵＰＰＬＹ ＣＨＡＩＮ
― ＨＯＲＩＺＯＮＴＡＬ ―
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木材利用率向上

品質管理活動

顧客ニーズに即応した
原木調達

原木調達ルート
の多様化と大口化

品質差別化・副産物
の事業化･
製造方式革新

のためのR＆D展開
損益管理･生産管理

の高度化

物流の合理化

安全操業の徹底

収益力向上による地方産業活性化
原価に関する
競争力強化

40

顧客が求めていること
（成功モデルの条件）
外材との競争要件

コスト競争力

納期競争力

安定供給力

大量供給力

品質競争力

商品競争力
（例：難燃木材）
商品差別化

図表６ 木材産業の新成功(好循環）モデル
木材産業の新成功モデル
（好循環モデル）

１．製材業の
生産流通一貫化・合理化による原価低減

→価格競争力獲得→利益形成
＝製材業の革新が出発点

２．素材の安定・
大量確保
体制の構築

２－１．利益の山元への
配分余力構築による

山元の木材産出意欲形成

２－３．直接伐採部隊の構築

２－２．立･原木等素材調達
ルートの多様化

４．工場生産性の
継続的改善

７．製材製品に於ける
市場占有率の拡大
（外材市場への浸透）

５．量産効果による
製材･乾燥･物流単価

の低減

６．顧客（工務店等）への
競争可能価格による

高品質･安定･大量供給体制構築

８．好循環による
木材事業会社・木材産業の活性化
→ 地方経済自立化への展望

３．木材関連Ｒ＆Ｄ投資
による差別化

品質･生産性向上・
副産物高付加価値化・
木材利用率改善
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（３) （１）、（２）のモデルを高知県の地方木材産業に適用することにより国内木材産業
の競争力が強化され、国内材の供給曲線の引き下げ(図表 3)が可能となり、市場占有
率を上げることにより地方経済の自立化に貢献する可能性について、実証的検討を

おこなった。 
（４)  以上の検討を通して、本研究が提示した地方自立化モデルは、わが国に於ける長

年の政策課題である地方の自立化に貢献する新たな可能性を提示した。              

                                 以上 
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第1章 序論―社会的課題考察に際しての基礎研究― 
 
1－1 起業工学論から見た本研究の位置づけ 

 
研究の課題は次のとおりである。 

 
パラダイム転換期の日本に於ける 
地方産業・経済自立化に 

関する研究 
― 高知県木材産業を事例とした 

    起業工学概念からの考察 ― 
 
 起業家コースにおける学位論文は、執筆者が自らの社会的活動拠点に立脚しつつ、その

価値観・歴史観・感受性・知識に基づいて、社会的に有意義な課題を選定するところから

始まる。そして、その課題に関して実践的・具体的な解決策を示すものでなくてはならな

い。 
課題設定行動は、一般的に図表 1-1の①から⑤の過程を経て実行される。 
 

図表１－１：課題設定過程
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 社会的課題を実践的に解決するという観点に立つとき、起業工学は、強力な武器となる。

それは、起業工学が、人類の直面する様々な課題に対して、自然科学及び社会科学的な知

見を総合的に活用し、新しい価値を創生すことを通して、課題形成とその解決を実践的に

図ることをその目的としており、現代が直面する困難な社会的課題を検討し解決を試みる

に際して、極めて有効な枠組みとなるからである。 
 社会的課題の形成とその解決策を検討するに当たっては、起業工学の課題処理「構造」

を再確認のうえ、これまでの工学・経営学等の知見を活用するのに加えて、時代分析・課

題分析・課題解決モデル構築に際しては「社会科学方法論」を、又、時代分析・課題分析

に際してはＴ．Ｓ．クーンの「パラダイム論」を援用することの有効性について考察し、

それ故、今後、起業工学の構造の中に「社会科学方法論」と「パラダイム論」組み入れる

ことを主張した。 
 
1－２ 研究目的と目的設定の背景 
 
 研究目的は、地方自立化の実現方法に関する考察である。  
地方の自立化は、我が国における長年の政策課題である。 
地方の自立化は、地方産業の活性化とこれを支える適正な行政経営なくしては達成でき

ない。つまり、地方産業経営と地方行政経営は地方自立化の前後輪といってよい。だが、

現状を見る限り、「取り残された地方」（その概念の説明は頁 51,52 を参照）に於ける、地
方行政経営と地方産業経営の適正化達成への道は見えておらず、地方の自立化は今後ます

ます困難なものとなると考えられる。こうした状況を図表 1—3に従って分析する。 

9 

図表 1-２ 起業 工学 とは 目的と構造 － 

人類が直面する様々な課題に対して、 
様々な知見を総合的に活用し、 

新しい価値を創生することを通して、 
課題形成とその解決を図る。 

起業工学 

社会科学 
方法論 

経済学 経営学 工 学 

課題解決モデルの実践的検証 

課題解決モデル構築 

課題分析（認識） 

目 的 

構 造 

行動 
科学 

時代分析（認識） 

自然科学と社会科学の総合的活用 

 
 

パラダイム論 

－ 



 12

地方の自立化という政策課題に関するこれまでの取り組みは、主に行政から産業への公

的財政支援という形で行われて来た。この結果、地方産業は市場経済環境下に於ける競争

力強化へのインセンティブが働かず、その経営体質は次第に公的財政支援というカンフル

剤なくして存続できないものとなってきた。 
もちろん、地方産業も自立の道を目指し努力を重ねてきた。だが、1985年のプラザ合意

と 1990年のバブル崩壊後は、急速な円高進行とデフレ経済化で、大きく衰退した。 
公的財政支援は、行財政改革進行のなかで削減され、今後、継続を期待することは難し

い。つまり、行政が公的財政支援を用いて地方産業を支援するというこれまでの形態は、

存続できないということである。又、グローバルコンペディションの進行の中で、地方産

業活性化の方法として有効であった、いわゆる企業誘致（外部経済導入）方式も多くの産

業が生産拠点を海外に移している現在、最早期待することはできない。 
こうした現状を勘案すると、地方自立化の実現は、公的財政支援や外部経済導入に頼ら

ない、内部経済活性化による地方産業の自立的活性化の道を探る以外にはないということ

になる。 

6

地方自立化政策内容
産業への公的財政支援
企業誘致・外部経済導入

‘８５年：プラザ合意：円高進行・バブル崩壊：デフレ経済化・途上国への生産拠点移転

三位一体政策 公的財政支援削減

地方経済は公的財政支援・外部経済導入方式からの脱却が必要
→ 内部経済活性化の必要性

事業発展・持続的経営施策内容
公的財政支援依存の経営体質
競争力強化への意欲の低下

地方産業の企業経営地方自治体（行政）の経営

内部経済活性化
地方に内在する資源を生かす

戦略資源の発掘
公的支援や外部経
済導入施策で光が
当てられなかった
地域資源の見直し

行政の公的人材･
情報・財政を適切
活用
公的政策の見出し
戦略資源を生かす
企業経営支援

戦略資源を生かす経営モデル策定
研究事例：高知県の木材産業

地方自立化に必要な新しいモデルの構築
地方自治体の経営と地方産業の企業経営の連携

策定活性化策の具体的実証：木材企業でのトライアル
マクロ経済的効果を試算／公的産業政策としての有効性検証起業家工学的

アプローチ

図表１－３

研究の

背景

 
本研究は、地方の自立化・活性化に必要な新しいモデルの構築を目指したものであり、

高知県の林業を研究事例とし、内部経済活性化による地方産業の自立的活性化方策につい

て探求したものである。 
内部経済活性化には、地方に内在する資源を前提に、それを生かす経営が不可欠である。

このために、公的財政支援や外部経済導入といった視点からはこれまで光を当てられてい

なかった地方保有資源を地方産業活性化のための経営資源として見出すことが必要となる。

更に、地方行政機関が有する公的人材･情報・財政を駆使した公的産業政策を構築し、それ
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を戦略資源を生かす経営に連携させることが、地方の自立的活性化実現に不可欠な条件と

なる。 
従って、内部経済活性化型の地方産業活性化を実現するためには、何が地方にとって、

戦略資源になるのか、そして、その資源を生かす経営方式とはどのようなものであるのか

について考察する必要がある。更に、こうした活性化策を具体的なフィールドに適用し実

証検討を行うと共に、この産業活性化策が地方に導入されたときのマクロ経済的な効果を

試算して、公的産業政策としても有効であることを示さなければならない。 
 本論文は、以上の考察の結果によって、地方の自立化には地方資源を生かす経営と、そ

れを支える公的産業政策との相互連携を内容とする、内部経済活性化型の地方産業活性化

が有効である、との結論を見出すことを試みる。 
 さて、ここで下記図表１－４により研究の背景を戦後日本の歴史的な推移の中で整理す

る。歴史的整理の結果として、何を課題として設定し、それに対してどのような対応をし

ようとしているか、つまり研究の目的を歴史的な背景を踏まえて再確認しておきたい。 
 

8

図表１－４．日本の経済状況
変化と変遷分析（歴史的背
景）

1）工業優先の経済政策採用：1955-60～

2）工業製品貿易・資本取引の自由化：63-64～

3）対米黒字拡大→71：ﾆｸｿﾝｼｮｯｸ、73：変動相場制 81：ﾚｰｶﾞﾉﾐｸｽ

4）プラザ合意：大幅円高へのシフト：
85/9（260円台→120円台へ）

5）日本の工業製品競争力を維持

6)外国製品（農業、木材、漁業他・・・）
価格が半減→輸入価格半減

7）国内産品の競争力激減

15）バブル崩壊後、橋本内閣による
財政再建と行政改革の動き→
消費税値上問題で頓挫：96-98

17）小渕・森内閣による景気回復策
＝積極財政の復活：98～2000

2７）内部経済活性
化型の産業活

性化による地

方自立

8）工業経営による超過利潤形成

9）食糧管理法：’42適用

10）補助金・地方交付税による地方
及び、弱小産業分野への財源配分

11）公共投資（農林漁業土木等）

13）土木建築業中心の
産業構造

12）米作単一農
業への傾斜

24）県は予算の公平な
配分機構として作動

14）地方に於ける多様性ある
産業、競争力ある一次産
業業の生成展開を阻害

16）状況対応能力低下

18）産業・財政の根本改革のインセンティブ低下

23）グローバリゼーションと知価経済に
対応した自立的な産業活性化が必要

26）これ以上対症療法的な対応では
財政・産業共にもたない

21）財政に関する
三位一体改革

22）高齢化の進行

20）小泉内閣による
構造改革路線の登
場 「改革なくして
成長なし｣：2001～

19）バブル崩壊後、工業経営
による超過利潤で地方経済
をまかなえなくなった。

１０

25）県は政策立案・展開能力、
効率化実現能力も問われ
る。
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 日本経済は、1955年には終戦直後の混乱期を 10年で駆け抜け、「もはや戦後ではない」
と言われた。そして 1960 年の高度成長経済の開始以降、工業優先の経済政策を採用した。
1963－4年の貿易・資本の自由化と 1971年のニクソンショック、そして 1973年の変動相
場制移行による交易条件の悪化にも耐えうる工業製品競争力を背景に、1973年のマイナス
成長はあったものの、1980年代末まで、経済成長を実現し、米国に次ぐ第 2位の経済大国
としての地位を維持してきた。そして、この間、工業経営によってもたらされた超過利潤

を財源として、地方及び弱小産業分野に対する補助金・交付金の配分が制度化され、「国土

の均衡ある発展」が目指された。その結果、地方に於いては土木建築業が産業構造上、影

響力のある地位を占め、また、米作単一農業への指向がみられ、地方における多様性ある

産業の衰退と、補助金を前提としない市場競争力を獲得するための経営努力を弱めてしま

った。特に地方一次産業とそれに関連する二位次産業にこの傾向がみられた。 
 1985年のプラザ合意は大幅な円高により、国内弱小産業とりわけ地方一次産業に多大な
打撃を与える交易条件の悪化をもたらした。政府の円高対策によるバブル経済進行の中で、 
産業の弱さが数年間は顕在化しなかったものの、1990年のバブル崩壊以降、国際競争力獲
得へのインセンティブを欠いた地方産業と一次産業を中心に継続的な凋落に見舞われ、

2005年の「もうバブル後ではない」という景気回復過程にあっても反転の兆しは弱く、地
域間格差は拡大している。一方、バブル崩壊後の景気低迷と、景気対策として 1997年から
2001年の間、急速に積み上げられた国債累積残高 248兆円（1965年から 1996年の 32年
間累計 258 兆円）を含む 2005 年度末公的債務残高 744 兆円の削減を目的とした財政改革
への強力な取り組みもあり、補助金・交付金依存経済は継続できない事態に至っている。 
 こうした時代認識を踏まえるとき、地方産業と地方行政はこれまでの公的支援もしくは

外的支援への依存から脱却し、グローバリゼーションと知価経済に対応した自立的な産業

活性化に取り組む必要に迫られている。 
 地方産業・経済の衰退は、以上の歴史的観察から、プラザ合意・バブル崩壊後の円高と

デフレの中で、グローバリゼーションと知価経済の進展に対応した経営システム構築をな

しえなかったことに起因する。 
 この状態にある地方産業・経済の活性化への処方箋はいろいろ考えられようが、従来取

られてきた様々な施策が有効な地方と有効に作動しなかった「取り残された地方」が、か

なりはっきりと分化してきており、この有効でなかった「取り残された地方」こそが本考

察が最も有効に作動する対象である。こうした「取り残された地方」の自立化に関する実

践的で具体的効用が期待できる方法を考察するのが本論文の目的である。 
 
 以上説明した内容を踏まえて、如何なる研究課題設定の背景から、研究目的に至ったか

に関して、図表１－５に纏めた。                             
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図表1-5：研究目的に至る論理

③研究目的
地方の自立的活性化を実現するための

有効な選択肢の提案

 

１－３ 社会科学方法論の起業工学における意義 
 
社会的課題に関する研究の意義は、論文が社会的有用性のある課題を設定し、その解決

を目的に作成され、その論文の内容が社会的に実現ないし実践されることである。従って、

論文が社会的課題解決に有効であるか否かが問われることになる。 
論文がこうした意味での有効性を担保しうる有力な方法は、論文が、「科学的」論文とし

て構成されていることである。 
科学的とは因果則が成り立つことを意味する。因果則が成り立つということは、一定の

入力（手段）が、必ず一定の出力（結果）を保証することを意味する。従って、課題解決

を実践的に実現しようと目論む論文にとって、科学的であるということは極めて重要な特

性となる。自然科学における科学性、つまり因果性の貫徹は相当の確度が期待できる。 
 
では、社会「科学」においては因果性の貫徹が自然科学と同程度に期待できるのか。そ

の点について以下考察する。 
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図表１－６ 自然科学と社会科学の特質
課題解決方法論としての社会科学方法論の有効性と限界

及び 限界への対処法

起
業
工
学

変換系
（処理手順）

自然科学的因果則
（一定の入力が必ず一定の出力を保証）
活用による確度の高い目的の実現

社会科学

出力
（目的）

入力
（手段）

社会現象
自由意志を
持つ

人間の営み
を対象

自然現象
を対象

①目的（理想）の吟味、②手段の目的適合性の検討、
③手段実行がもたらす結果の考察を慎重に実施
そして、手段実行による妥当性の検証と手段の是正

現実の社会における試行錯誤の重要性

自然科学

理学・工学・・・

経済学・経営学・・・

参考文献：①社会科学と社会政策に関する認識の「客観性」、②プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神、
③社会学の根本概念（M.ウェーバー）、④社会科学の方法、社会科学における人間（大塚久雄）、⑤思想としての
近代経済学（森嶋通夫）、⑥ドイツイデオロギィー（マルクス／エンゲルス）、⑦フォイエルバッハ論（エンゲルス）

自然科学的因果則に相当する確度の高い
目的実現性をどう確保するか

→ 不確実性に対する対処の検討

社会現象

   
起業工学は自然科学と社会科学の知見を総合的に活用して課題形成とその解決を実践的

に図ることをその目的としている。社会科学的因果則を目的実現手段として現実の社会的

課題解決過程に投入したときに、社会科学は社会現象（自由意志を持つ人間の営み）を対

象とするがゆえに、自然科学における因果則の目的実現確度に比べて、また、その手段の

有効性が自然科学的知見に比べて、一般的に不確実性を多く含んでいる。従って、社会的

課題の解決に社会科学的知見を活用するに際しては、下記 3 つの点に留意して対応する必
要がある。 
① そもそも社会科学の科学性（因果性貫徹の領域の確定）はどの程度成立しうるかに

関する慎重な吟味＝不確実性領域に関する認識 
② 社会科学の不確実性領域への対処 
③ 目的実現（手段の実行）活動は生きた現実社会の再現不可能な環境で行われること

に関する慎重な認識 
この留意点に十全に応えるのは容易ではないが、方法はある。それは、社会科学の本質 

を知り、科学性を維持することに努めるが、一方ではその限界を知ること。また、社会科

学的手法により選定された手段が結果の実現性にたいして不確実性を避けることが出来な

いので、慎重な試行錯誤により仮説の妥当性を検証すること。更に、目的実現活動は実験

室ではなく現実社会の中で行われるが故に手段の実行がもたらす諸効果を客観的に考察す

ることを忘れてはならないということ、である。 
 本論文もこうした視点に立ち、社会科学的科学性の維持とその限界を踏まえ、実践的実

証を通して試行錯誤を行い、手段実行の効果に関してそれが社会的有用性の観点から是認

されるものであるか否かを慎重に検討した。 
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 この 3点に関して以下検討を行う。それを通して起業工学が社会的課題を扱うに際して、
「社会科学方法論」が時代分析・課題分析・課題解決モデル構築に有効であることを説明

し、起業工学が社会科学方法論をその体系の中に取り込むことにより、社会的課題をより

良く扱える学として、発展しうる可能性について考察する。 
 
社会科学の科学性はいかにして成立しうるか。 
自然科学的論文は、仮説→実験→検証という手順に従って記述され、その結論として 

一定の条件下では一定の因果関係が成立する(再現性がある)という科学的な真理を提起す
るのが一般的である。 
当論文は一定の社会的課題に対する有効な対応策を提起するよう努めている。その場合

に可能な限り因果則に支えられた A．合理的環境認識と、B．目的設定の合理性確保、更
に、C．目的合理的な手段選定に努めており、こうした意味での科学性の維持に注力してい
る。それは偏に、社会的課題解決という目的の実現性を高めるためには、科学性の維持が

有効・不可欠だからである。自然科学は歴史的にも社会科学に先行して成立した。自然科

学は自然現象を対象として観察・実験を行い、それを通して多くの因果則を発見し、学理

を蓄積してきた。一方、社会科学は人間の社会的活動を認識対象とするが、人間が意思の

自由を有するため目的論的関連はつかめても因果的関連は見出し難く、社会現象において

は科学的認識が成り立たないとされてきた。当論文に於いては「科学性の維持は、課題解

決の実現性を高めると言う観点から有効・不可欠である」との認識に立つが故に、社会現

象を対象とした社会的認識において自然科学に比肩しうる様な科学性が成り立つか、また、

いかなる限界とその限界への対処法があるか、に関して一定の検討をしておきたい。 
以上のような問題意識を背景に持つ本論文を記述するに当たり、その｢方法論的検討｣を

行うこととし、下記の３点について纏めておく。 
 A．分析的科学と能動的科学 

B．社会科学成立の論理：自然科学・理学・工学と社会科学・経済学・経営学の関係 
 C．論文構成に用いた学問諸領域の特性と当論文における活用法 
 

1－3－1 分析的科学と能動的科学 
 
 社会的課題に取り組むときに科学の持つ２つの側面について理解しておくのが便利で

ある。その２つの側面を「能動的科学」と「分析的科学」と呼ぶことにする。ここでは社

会科学について議論を進めるためそれぞれの分類に「社会」という言葉を入れて今後の議

論を進めたい。つまり「能動的社会科学」と「分析的社会科学」である。 
それぞれについて図表１－７を参照しながら説明する。 

 ｢分析的社会科学｣は、｢⑪外在化している社会現象の分析｣から出発して、｢⑭社会的因果
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則の発見｣に至る過程を包摂する。 
｢能動的社会科学｣は、｢①さまざまな価値意識｣から出発し、自ら構築した課題認識に基

づく理念を「⑩外在化・具現化・具体化」する過程を包摂する。 

 

社会的課題解決をテーマとした論文の中で「分析的社会科学」としての性格を有する論

文は、社会現象に関する原因の究明(因果則発見につながる)によって学理ないし、｢客観的
に妥当な真理｣の発見を目的とするもの、又は、課題解決への糸口を見つけようとするもの

である。従って、「分析的社会科学」論文の意義は、一定の社会現象に関する学理,真理の発
見にある。 
もう一方の「能動的社会科学」としての特性を有する論文は、一定の価値観に基づき社

会的課題を選定し、分析的社会科学の成果も利用しつつ研究し、その研究成果として課題

解決のシナリオ、またはモデルを提供して、そのシナリオに基づく実行活動を通して理念・

価値の具体化・外在化を図るものである。したがって、「能動的社会科学」論文の意義は、

二段階に区分される。一段階目の意義は、課題解決のための説得力ある目的合理的シナリ

オが研究成果として完成され、提示されることである。第二段階目の意義は、研究の成果

である説得力あるシナリオ（運動論、組織論を含む）が実行行為を通して外在化・具体化

することである。つまり、課題が現実的に解決することを通して「能動的社会科学」の意

義が初めて発現されることとなる。よって、能動的社会科学論文である本論文が扱う範囲

は図表１－７①～⑩の領域が中心となる。 

図表 1-7：研究目的に至る論理 
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以上を要言すると、能動的社会科学的論文は未来提示的であり、その論文内容が実現過

程を経て失敗する可能性を含むが、様々な社会的課題に対する包括的なシナリオ提示の重

要性と価値はいささかも減ぜられるものではなく、説得力のあるシナリオの提示がより自

由に、又、積極的に行われ、それが実現過程に乗る可能性の高い社会こそ社会的課題への

対応能力の高い社会ということができよう。 
分析的科学とは自然、または社会に於いて存在するものの認識から出発し、因果則を発

見する科学のあり方であり、自然科学分野では理学、社会科学分野では経済学に、特にそ

の特質を見出しうる。能動的科学は一定の価値あるいは動機のもとに、目的を設定し、そ

れを実現するための合理的手段選択と組織論・運動論を包摂する科学のあり方であり、そ

の中で分析的科学の成果は、現実的課題解決に利用される。従って能動的科学を自然科学

分野に見出すならば各種工学がこれに該当し、社会科学分野では現実的課題解決学として

の色彩が強い経営学や政策学等をあげることができる。 
 
1－3－2 社会科学成立の論理：自然科学・理学・工学と社会科学・経済学・経営学の関係 
 
 自然科学的認識の成立過程 

図表1-8：科学的認識の成立過程（自然科学）

1-9

 

自然科学は歴史的にも社会科学に先行して成立した。自然科学は自然現象を対象として

観察・実験を行い、それを通して多くの客観的に妥当する真理というべき因果則を発見し、

学理を蓄積してきた。科学として先達に当たる自然科学に関して科学的認識がどのように
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成立するのかを、まず検討し、次項の「社会科学に関しての科学とは何か」を議論するに

際して論点を整理しておく。 
図表 1－9は自然科学的認識の成立過程である。感性的認識が理性的認識を経由して様々

な知が創造され、更にそれが体系化されて因果則発見に及び、理学等の自然科学が成立す

るプロセスを図示している。 
科学の本質は、再現性のあるゆるぎない因果則の確認にある。自然科学はこうした意味

で科学としての本質的要件を具備している。 
最後に工学についてふれておきたい。工学は上記のような過程を経て成立した自然科学

的な学理を人間社会の利便・目的に資する形で適用した科学的技術の体系であり工学は能

動的科学としての側面を強く有する。 
 
 社会科学的認識の成立過程 

図表1-9：科学的認識の成立過程（自然科学）

図表1-8

 

社会現象を認識対象とする社会科学における、科学的認識が成立する可能性に関してど

のような説明が可能だろうか。この問いに関してこの分野の二巨人である Karl Marx（1818
～1883)とMax Weber(1864～1920)の科学方法論を検討する。 
社会科学は、人間の営みである社会現象を認識対象とする。そして、｢人間は意志の自由

を有し、未来予知に基づく行動を普段に行うが故に、客観的な因果関連を把握できないた

め、科学的認識が成立しない｣という主張がある。こうした主張に対して、二人はそれぞれ
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独自の科学方法論(社会認識がなぜ科学として成り立つのか)を展開している。 
Max Weberの場合、合理性を備えた人間行動は｢目的｣｢手段｣という目的論的連関(目的合

理的行動と価値合理的行動)によって起動されるが、その目的は個人の自由な価値判断によ
り決定され、その目的実現のため最適と判断された手段が選択される。その主観的行動の

意味は動機の意味理解によって認識可能である。 
この主観的な目的論的連関における目的は、人間行動を客観的に社会現象としてみる場

合に、ある社会現象の原因となり、一定の条件下で、ある結果に至るわけで、原因－結果

連関として認識できる。従って、人間の合理的行動は、こうした一連の過程を社会現象と

して｢〔外側から観察して〕確証するばかりでなく、〔行為者自身によって主観的に抱かれ

た意味を〕理解することができ｣（Max Weber著｢客観性｣頁 98）る。つまり、人間の営み
である社会現象を認識対象にしたとき、主観的目的論的連関を客観的因果連関に組み替え

ることにより｢社会的行為の〔主観的に思われた〕意味を解明しつつ理解し、それによって

行為の経過と影響を因果的に説明｣(大塚久雄著｢方法｣頁 60)しうる可能性がある。Weberの
社会学はこのような学問であった。 要は、人間の営みである社会現象に関しても因果論

的な科学的認識が成り立つと主張しているのである。 
ここで、合理的人間行動の論理構造の基幹をなす目的論的連関について、科学的認識 

の対象になる領域と価値判断の対象になる領域を図表 1－10に纏めておく。 

図表1-10：合理的人間行動における価値判断と
科学的認識の対象

科学的認識の対象①：
目的として｢意欲されたものの意義に関する知識・・・（の）論理的関連をたど（り）・・・

自覚させ・・・批判的に｢評価する｣・・・。意欲されたものが内面的に矛盾を含んでいてはな
らないという要請に照らして理想を吟味する｣(Max Weber著｢客観性｣頁33－35)

対象①：目 的＝価値判断により自由に選択される＝価値観に依拠→動機の意味
理解の手法により社会現象
認識の有力な契機になる。

科学的認識の対象②：
｢目的が与えられた場合、(考えられる)手段が、どの程度(その目的に)適

しているか、という問いに答えることである｣「採用可能な特定の手段で、
ある特定の目的をおよそ達成できるか、その客観的可能性がどの程度か、
見積もることができる。」(Weber著｢客観性｣頁31)

対象②：手 段＝合理的行動を前提にすると手段は目的(価値)合理性により選定される。
＝情報量・技術水準・価値判断力等による制約はある。

対象③：結 果＝ 科学的考察の対象③：」
選定した手段の実行がもたらす諸効果を客観的に考察すること。

（森嶋通夫著「近代経済学134）
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人間行動の動機は目的又は価値であるが、これは個人の自由な価値判断に依拠する。 

一方、この目的論的連関の中で科学的認識の対象は下記３点が考えられ、この点は能動的

社会科学的論文を構成する上で科学性の維持、という観点から極めて重要である。 
① 目的自体の論理的整合性の検証 
② 手段の目的(価値)合理性・適合性の判断 
③ 手段実行がもたらす諸効果の客観的分析(科学的認識)→その分析に基づく手段実行如
何の判断(この判断は価値判断) 

図表1-11：科学的認識の成立過程
（社会科学：Karl Marxの場合）

 
        出典：大塚久雄著「方法」頁 51 

 
 Karl Marxの場合は、社会現象は、人間の社会活動が経済活動を中核とする下部構造と経 
済以外の文化諸領域における活動によって構成される上部構造によって成り立ち、上部構 
造は下部構造によって根底的な制約を受けるという唯物論的社会認識が基本となっている。 
下部構造はそのダイナミズムの動因として生産力を想定し、生産力の発展段階に応じ 

た生産手段の所有関係である生産関係を取り結び、その所有関係が社会階級を構成し、生

産手段所有者が社会の支配階級として現状の生産関係を維持・防衛するのに最適な法・政    

治・文化等の上部構造の文化諸領域を構成するとした。 
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こうした唯物弁証法的社会認識において、社会現象に関してどのようにして科学的認識に 
立ち至るかという問いに対し、Marxは疎外論によって答えている。 
疎外とは、どのような概念であろうか。「自然成長的分業によって惹き起こされる人間の 
疎外現象、それを通じて人間の営みが物化され、社会現象が自然現象と同じように科学的

認識の対象となりうる・・・」（大塚久雄著「方法」頁 51）というものである。 
もう少し分りやすく表現すると「ほんらい人間諸個人の力の総和に他ならない社会の生産 
力が、そしてその成果たる生産物が、人間自身からまるで独立してしまって、・・・人間の

力ではすぐさまどうすることもできないような動き、そういう客観的な過程と化してしま

う。その意味で、まったく自然と同じようなものになってしまうというわけです。・・・つ

まり、経済現象というものは、ほんらい人間諸個人の営みであり、その成果であるにもか

かわらず、それが人間諸個人に対立し、自然と同じように、それ自体頑強に貫徹する法則

性をそなえた客観的な運動として現れてくる。」（大塚久雄著「方法」頁 15）ということに
なる。これをMarxは疎外と表現している。 
 人間の生産になる商品は市場において人間の意思とは独立した需給関係の中で価格決定

が行われ交換されてゆく。商品の生産者である人間は価格を決めることはできず、最終需

要者も決定できないという生産者の意思から独立した商品のあり方を人間が商品から疎外

されていると呼ぶ。この発見によって経済学は自己を分析的科学の一員として組み入れる

ことが出来た。 
従って、商品需給をはじめとする経済現象は自然と同様に人間の意志から独立した自然史 
的過程として現れ、自然と同様の方法で科学的認識が成立するとMarxは主張するのである。 
 
 

1－3－３ 経営学の特性 
 
経営学は、組織体の直面する課題に対し、具体的・実践的かつ包括的な対応力を有し、

更に、問題解決への強い意志を内包した学問体系である。また、経営学の具体的実践性

を支える論理は、目的合理性であり、その論理構造は下記のとおりで、能動的科学とし

ての特性を備えている。 
    ・ 明確な〈目的〉設定の下 
    ・ 〈環境〉と〈自己〉の相互分析に基き 
    ・ 目的実現に向けた〈戦略〉を構築し 
    ・ 戦略実現に最適な〈組織〉を形成し 
    ・ 戦略実現のための〈戦術〉的展開（行動論）を行い、 
    ・ 成否を〈評価〉の上、必要に応じて目的に向けた〈再挑戦〉を行う。 
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その内容を構造図的にあらわすと図表１－12のとおりである。 

図表1-12：経営学の本質である目的合理性の論理構造

経営（学）をどう規定するかは諸説あるが、上述した認識を基底に次のとおり規定して 
おく。 
「経営とは、ある目的または価値を実現するため、経営資源をグローバルに調達・運用 

し、内外の環境に組織的に働きかけ、目的実現の障害となる課題を解決することである。

そして、この経営にかかわる学が経営学である。」 
さて、次に本論文の研究テーマと経営学の関係について触れておく。 
選定した研究テーマは、歴史的・社会的な現実問題への対応を試みるもので、きわめて

具体的・実践的な対処が求められる。経営学の本質は、上述したとおり課題への具体的実

践的対処能力に有り、本論文のさまざまな局面で、経営学は有効適切な道具として利用可

能である。 
 
１－３－４ 目的論的連関、及び目的合理性に関する検討 

 
能動的科学は目的論的連関の設定を出発点とする。目的論的連関は、①：一定の価値判

断（動機）に基づく目的(価値)の選定．②：目的(価値)実現のための手段の選定．③：行動
展開．④：目的(価値)の社会的実在化．によって構成され、目的(価値)を社会的実在に転化
するための実践的論理である。 
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 そこで、上記①～③に関して、個々に検討し、目的論的連関が社会的課題解決に有す

る意義をはっきりさせておきたい。 
 
 社会的有用性に支えられた目的(価値)の選定 

図表1-13：社会的有用性に支えられた目的（価値）の選定

 
まず、①：目的(価値)選定について吟味する。目的(価値)選定は個人または集団の価 

値判断によって決まり、それは完全に自由な行為であり、極端な例としては拝金主義、又

は非倫理的目的の設定も可能である。 
しかし本論文は社会的課題への対処を目的としているので｢社会的有用性｣という基準を 

最重視する。また、社会的課題への対処を目的とする場合、個人の目的(価値)が集団として
共有化される過程が重要であり、この点にも配慮を要する。加えて、図表 1－10における、
科学的認識の対象①も念頭におく。 
以上の諸点を踏まえて、社会的有用性に支えられた目的(価値)の選定過程とその内容につ

いて図表 1－13を使いながら検討すると、次のとおり纏めることができる。 
 
１．公序良俗・法規に合致し 
２．社会的有用性（公心）に支えられ 
３．事実に基づく論理的妥当性を備え 
４．経済的・物理的に不可能ではなく 
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５．以上の要件を備えるが故に、自ら自信と矜持を持ち、堂々と実行に移す迫力を有する

こと。 
 
選定条件②(図表 1-13)は、より具体的な検討となる。それは、目的(価値)実現の手段の集

合と実行プログラムにおける組織論・運動論も念頭に置き、その全体が目的合理的又は価

値合理的であるかを検証するものである。 
 最後の選定条件③(図表 1-13)は、一定の目的(価値)に基づく行動結果の反作用の考量であ 
る。いかに良い目的(価値)であっても、それに基づく行動の結果が極めて激越で許容できな 
い反作用を伴う場合には、目的(価値)の意義を再検討する必要が発生する。勿論、そうであ 
ってもその目的(価値)を選定するか否かは、個人、または集団としての主体的価値判断に任 
せられるものであることは論を俟たない。何故ならMax Weberのいうごとく、目的(価値) 
の設定とは、実践的価値判断であり｢意欲する人間が自分の良心と自分の個人的な世界観に 
従って問題となっている諸価値を評価し、選択する｣（Max Weber著「客観性」頁 33）も 
のだからである。 
 
ここで、起業家コースの論文および論文作成者の条件について一つの考察を掲げておき 

たい。つまり、論文作成者は具体的課題への解決策を示すとともに、自らが実践的活動主

体として課題解決→目的実現に邁進することが求められるわけだが、こうしたことが可能

な人間のあり方を Max Weber は提起している。この点は目的合理性を基本的行動様式(エ
ートス)とする個人の生成問題であり、今日の閉塞状況を打破する上で、十分な論議を要す
る課題である。こうした人間のあり方は、とりわけ日本的社会環境においては困難を伴う

ものである点にも留意すべきであろう。要は、理想に忠実に生きるのであって、利害に生

きるものではないという人格的な要請である。 
この点に関し折原浩氏はこう要約している。｢・・・要するに、思想的「その日暮らし」 

を生きる人間ではない。むしろ、自分が生きる意味を結び付けられる究極の理想を、みず 
から選び取り、一方では、これに対して持続的な内面的関係を堅持しながら、他方では、 
その理想を日々の行為目的に具体化し、その目的達成への手段を、目的への適合度を検証 
するとともに個人としての価値判断を介して選択し、外囲の現実の状況に投企し、その結 
果に責任を取りつつ、〈首尾一貫して〉生きる、――――――そうした〈自己責任性〉と 
〈責任倫理性〉に堪えうる個人という理念である。｣(Max Weber著｢客観性｣の解説頁 
199,200) 
 
 目的（価値）実現手段の選定 
 
実現手段は、目的（価値〉合理的に選定されなければならない。 
しかし、必ずしも客観的に合理的な選定がなしうるとは限らない。その理由は「手段選
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択意思決定の構成要素」について吟味することによって、又、それぞれの要素における客

観的意思決定を阻害する要因を検討ことによって理解できる。一言で言えば、認識対象と

しての現実は、きわめて広汎で複雑でありそれに対して手段選定主体である個人、又は集

団の能力が限定的であるということである。 
 
手段選択意思決定の構成要素（意思決定＝判断＋選択） 
① 意思決定対象の選択 
② 意思決定主体の能力 
③ 意思決定主体が利用できる情報の量と質の限界 
④ 意思決定主体に許容される時間とコスト 
⑤ 直感への依存の必然性と直感の問題点 
⑥ 代案の設定・判断・選択 

 
では、合理的意思決定の阻害要因に対処する方法を述べよう。 
②の｢意思決定主体の能力の限界｣は一言で言えば神ならざる人間(又は集団）が認識対象

の豊かさに対して、それを覆うだけの能力を有していないという自明な事実に起因する。 
この限界をもたらす原因は多岐にわたるが、人間の認識活動の限界と言う観点が考えら

れ、ここでは、この点を人間の認識活動の基幹をなす記憶メカニズムの限界という観点か

ら整理し、限界の是正の可能性に論及したい。 
 
記憶は２分類（作業記憶：短期記憶で記憶容量小、長期記憶：長期記憶で記憶容量大。 

印南一路著「すぐれた意思決定」頁 79,82）されるということが分っており、それぞれが能
力的限界を持つことは論を俟たない。そこで、それぞれの能力限界の改善の可能性が問わ

れるが、まず、作業記憶限界を改善することによる問題把握と代案設定能力向上の方法を

次に述べる。 
代案の策定に際しては、さまざまなデータを集めその意味づけを長期記憶に基づき実施

するが、人間の作業記憶を並列的に拡大するには限界があり、複雑な手段設定に際しては

満足度の低い代案設定に終わる可能性がある。 
そこで、図表 1－14 に示すように A：長期記憶が有している情報選定基準に誘導されな

がら外部情報から摂取可能な情報を作業記憶に摂取し、B：その情報を長期記憶に誘導され
ながら統合・構造化を行い、C：仮説を構築して、その論理パターンと情報グリッドを明確
にする。D：Cの、より明確化された情報収集目的意識に誘導されながら仮説の補強を行い、
E：それの試行錯誤を繰り返し、F：より一層鍛えられた代案を作成する、という方式によ
り作業記憶限界を緩和し、よりよい手段選択が可能となる。 
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図表1-14：問題把握と代案策定能力向上の方法

 
また、長期記憶の強化による限界の緩和も必要だが、この機能強化は短期には困難であ

る。この強化にはさまざまな課題に対してその時々に個人の能力限界を駆使した代案選択

活動とその実行による成功・失敗体験の蓄積が不可欠と考えられる。 
次に、③｢意思決定主体が利用できる情報の質と量の限界｣の緩和について検討する。こ

れは、永遠のテーマであり、又、情報があまりにも豊か過ぎるが故にもたらされる判断の

困難性増加という現象もある。従って、重要なことは、いかなる情報を集めるかという意

思決定主体の視点の確立にある。視点の確立とは、錯綜した情報をどの角度から切り取る

べきかという意思決定主体独自のアイデアであり、この優劣によって情報の質と量の限界

が緩和され、また、情報のパラドックスを回避できる。当然のことながら、視点に導かれ

た必要情報の質的・量的収集努力は更に進められなければならない。その際、必要情報が

入手できない可能性は否定できず、これは意思決定の限界となるが、意識された限界とす

ることに意義がある。 
④｢意思決定主体が手段選定に許容される時間とコストの限界｣は、実務上最も重要であ

る。この場合、当然のことではあるが、意思決定の重要度（定性・定量的）によって、許

容する時間とコストを決める必要がある。しかし、世情の意思決定実態は必ずしもこのバ

ランスが取れていない場合が見られ、意識的な是正を要する。 
又、重要度は高いが緊急に対処を求められる場合には、論理的・倫理的妥当性とマクロ

の経済的インパクトを見たうえで、判断することにより、より好ましい結果にいたる場合

が多い。 
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⑤｢直感｣について検討する。直感への依存は、情報の不足、コスト・時間の限界又はそ

の他の様々な意思決定主体にとっての限界故に極めて多く見られる。直感は過去の経験の

蓄積と、現下の状況に関する採取可能情報との接触によってもたらされる判断である。 
こうした直感の性格上、直感的判断は、きわめて安上がりで即時性のある判断となりえ

るが、その質についてはぶれの大きさが予想される。従って直感による判断を一つの仮説

として、④に述べたのと同様な論理的・倫理的妥当性とマクロの経済インパクトを考量す

るのは有効な手法といえよう。 
次に、下記の図表 1-15により目的（価値）実現手段の種類とその特質、及びリスク削減

方法について検討する。 

図表1-15:目的（価値）実現手段の種類

②目的（価値）実現手段の選定に際しては、③本質的に目的（価値）合理的であるべきで、

合理性維持のためには、因果則の貫徹（一定の手段〈原因〉を取れば一定の目的が実現〈結

果〉）する目的（価値）適合的な手段設定が求められる。これは、工学的課題に関しては比

較的容易で、例えば、一定の橋を建設するという目的に対して因果則に基づく工学的手段

を投入することにより、目的合理的手段設定が可能となり、その実行による結果として所

期の目的である橋が完成する。 
しかし、社会的課題への対応については、すべての領域で因果則の貫徹する手段選定が

困難な場合が多い。そこで社会的課題の解決に際しては結果の確実性を高める方法として、

④「未来を現時点で確定しうる選択」を行うのが最も確実な方法である。この例としては、

確実な売り上げを計上したいという一つの社会的課題解決に際して、ある受注生産・販売

方式を採用する例を挙げることができる。具体的に示せば、電機メーカーが電力会社から
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超々高圧送電システム開発を受注した場合、電機メーカーは開発コストの回収リスクを現

時点で相当程度回避でき一定の収益が事前に確定可能となる。 
しかし、多くの場合の意思決定は、⑤「不確実性を伴う選択」が一般的である。その場

合、意思決定主体にとって、定量・定性両面で致命的打撃とはならない許容できるリスク

の範囲内での意思決定を行うのが不可欠である。その際、試行錯誤的意思決定により情報

の取捨選択能力強化、視界の拡大等が可能となり、より良い意思決定につながる可能性が

高まる。 
最後に、⑥「非合理的選択の領域」が存在する。この領域は因果則が貫徹しない、また

は、因果則に反する意思決定領域である。これは、感情的、激情的、等と呼ばれる意思決

定領域であり、可能な限り排除すべきであるが、巨大企業でさえ、又個人においてもこう

した意思決定は過去に多く見られた。加えて、価値合理的手段選択の場合には経済的合理

性の観点からはまったく非合理的選択がなされる場合があり、この意思決定領域に関して

は極めて多くのバリエーションがある。 
組織においてこの類型に属する意思決定を削減するには健全性のある内部牽制機構と論

理的・定量的・定性的な分析能力を備えたプロフェッショナルが組織の様々な領域に生息

し得る組織の構築が求められる。 
 

 手段の実行＝行動論と組織論 
 
手段を現実的に実行する場合には、行動論と組織論が欠かせない。行動論とは手段を実

行するための多様な行動を体系化した行動計画を内容とする。行動計画は、さまざまな行

動を可能な限り矛盾なく時系列的・構造的に構築し、求められる行動目的をコスト的・時

間的制約の下に、達成することを追求する。 
合理的行動計画構築には、下記図表 1-16のごときチャートが有効である。 

図表1-16：問題把握と代案策定能力向上の方法
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上記図表 1-16を使って、行動計画の意味を概説する。 
行動 Cは、時点ｔ2で、行動 A・Bによる結果を受け取って初めて先に進める。また、行

動 Cが時点ｔ3より先に進むためには、行動 Dを時点 t3迄に完成させ、Cに注入する必要
がある。 
行動 Dは、その使命を実現するためには、行動 Dが完了するのに必要なリードタイム（t3

－t0）を考慮した時点 t0を行動の着手点としなければならないことになる。 
 
次は組織論について述べる。組織論は、人材論と組織行動論（組織構造と指揮命令）に

よって構成されるが、その内容は次のとおり。 
 

① 組織目的―――――――→②組織構造――――――――→③適材の登用 
           ∥               ∥  

④目的実現のための手段の      ⑤指揮命令系統明確化と 
合理的・効率的展開力の保持     権限委譲 

 

図表1-17：目的（価値）社会的実在化

 
目的論的連関つまり目的―手段の合理的結合の結果は、まだ社会に実在しない理念的な

存在を、①未来の現実たるべき目的（価値）として措定し、その実現の為に、②手段選定
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し、③実行を経て、あるいは、多くの場合、④の試行錯誤を経て、⑤目的（価値）の社会

的実在化にいたる。 
つまり、目的（価値）の実現＝社会的実在化は、目的論的連関の結果であり目的の成就

である。 
目的の社会的実在化は、因果論的に見れば人間の価値判断に基づく目的（価値）の設定

と手段選択→行動を原因とする結果の発現であり、客観的過程としての因果的連関の一応

の終結である。 
 
１－３－5．社会現象認識学としての経済学 
 
経済諸活動は、Marxの所論を俟つまでもなく、社会現象の基幹構造として、根底的な影

響力を様々な文化諸活動に与えていることは経験的に是認されよう。 
上部構造に属すると見られる様々な課題も経済的問題の解決により解消ないし緩和され

るという現象は多く観察されている。 
「個人、又は組織が社会的課題の解決」（目的）を目指す場合、その目的と目的実現手段

に関して、いかなる社会環境の中で議論されているのかを、明確にしなければ、現実的・

具体的検討は不可能である。 
つまり、個人、又は組織が、一定の価値基準に基づき目的を選定し、目的合理的な手段

選定を行うという論理構造の大前提として、個人、又は組織がいかなる社会環境の中で目

的、手段、目的合理性を議論しているのか明確にしなければならない。 
この場合、社会的環境の基底部分をなす経済諸活動の分析・把握は、その他の文化諸活

動の分析に比べて一層の重要性を持つが、特に、環境の包括的かつ根底的理解には、経済

学の力を借りた経済諸活動の認識（時系列認識と構造認識）が何物にも増して重要である。 
 

上部構造 ＝＝ 文化諸活動 
                      目的      手段 
  根底的制約 
                         

下部構造＝＝ 経済諸活動＝＝経済学    地方の自立化 自立化モデルの構築と実証 
 
 本論分について具体的に検討してみると、「地方の自立化」という目的の妥当性は、世

界・日本・地域経済の動向と構造の中で、その必要性が確認されなければならないし、そ

の実現手段として掲げた「自立化モデルの構築と実証」が、マクロ・ミクロの経済環境の

中で有効性を持ちうるのか否か検討されなければならない。 
経済学は、社会的環境の下部構造をなす経済諸活動に関して、分析科学的側面と能動科

学的側面を持って対峙する。その分析科学的側面を利用することにより社会的環境（個人、
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組織にとっての外的環境）のなかで、多くの場合、もっとも影響力のある経済諸活動に関

して適切な環境認識活動を行なうことが可能となり、その結果、社会的課題に対し、有効

に対応することが可能となる。 

図表1-18： GDP 成長率の時系列的推移
（中谷巌著「経済学」頁5）

経済環境認識に当たっては、時系列的分析と一定時点における構造分析を行うこととする。

時系列分析とは、図表１－18の様な一定の事項（例．GDP成長率）の時間的変化を観察す
ることによりその傾向と因果関係を探ることを目的とする。 
又、構造的分析に関しては、例えば図表１－19 の国民経済計算理論に基づく経済構造分

析が一定時点における経済状況把握に有効であり、どこを動かせば如何なる結果が期待で

きるかという可能性予測の資料としても活用できる。 

図表1-19：国民経済計算理論に基づく一定時点の
経済構造分析による経済状況把握
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１－３－6 地域産業動向把握と地域産業振興策立案の基礎学としての地域経済学 
 
論文の課題は「地方産業・経済自立化に関する研究」であるが、その際の「地方」とは、

戦後、「国土の均衡ある発展」を政策課題として展開された全総等の諸施策によってしても

「取り残された地方」を意味し、経済的衰退と過疎・高齢化等の進行を特徴としている。

そうした地方の中でも高知県は典型例といえる。 
こうした地方の問題を扱う場合に、地域経済論の様々な知見は有効である。地方産業・

経済自立化を検討する場合に最も重要な視点がある。それは、地方の産業活動の中で地域

外からの財稼得能力がある産業とは何かを見極めることにある。この点を念頭に、検討の

対象としての地方の典型である高知県を念頭に置いて、産業構造を財稼得能力の観点から

検討しておこう。 
高知県の経済構造を観察した結果、図表 1－20 に示すように、経済活動領域を、いわば

「太陽」と「月」に区分して見てゆくことが可能で、こうした分類による地域経済の把握

方法は他地方の分析に際しても有効であろう。 
図表 1－20 に示す経済セグメントは、厳密な意味で太陽と月に区分されているのではな

く、地方経済を念頭に置いたときに、こうした区分が可能であることを示したラフスケッ

チである。例えば、地方経済における公経済の比率は全国平均を大きく上回り、その大半

が中央からの公的支援であることを考えると、公経済は有力な太陽と位置づけることが出

来る。 

図表1-20：高知県の地域経済構造の把握
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「太陽」とは、□Ⅰ：自らの産業活動により地域外からの財稼得能力のある経済活動領域

であり、「月」とは、□2 ：基本的には定住人口の消費生活に直結した経済活動領域である。

つまり、県経済の活性化を図ろうとするときに最も重要なのは、□1 ：の「太陽」に属する

領域の強化であり、それによる経済規模の拡大（もしくは、下降スピード・角度の抑制）

策、及び、定住人口・交流人口の拡大（もしくは、下降スピード・角度の抑制）策の立案・

展開が求められ、その結果として、□2 ：の「月」の経済領域の活性化が実現でき、全体と

して地域産業の振興が達成しうることになる。 
当論文では、□1 ：「太陽」に属する領域のうち、これまで存在している②生産経済に関し

て、高知県の特質を踏まえた産業政策の提言を行う。又、新たに注目すべき③知価経済は、

①②⑤の経済活動主体・領域への波及効果が期待でき、大学を中核とした知価経済の構築

は地方にとって重要性が高い。 
④ 観光経済に関しては触れない。又、□2 の「月」に属する消費経済については、 

□1 の活性化の結果として、消費経済環境の是正が可能となるという見方をするにとどめ、

消費経済自体に関する産業振興策については触れない。 
要は、本論文では、□1 の「太陽」に当たる経済分野に関して、現況分析と活性化のため

の産業政策を具体的に提示する。 
 

１－４ 本研究の意義 
 

 本研究の意義は、自立化を迫られている多くの地方に対して自立化の方法を提供する

ことにある。 
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第 2章  パラダイム転換期の日本に於ける課題認識 ―地方産業・経済自立化へ
の状況認識― 

 
２－１ 緒言 

 
社会的課題の明晰な形成と具体的な解決を図る場合に、その課題が発生してくる時代分

析が必要になる。時は連綿と流れているが、どの範囲で切り取るか。この切り取られた時

代の持つ、他の時代と際立って異なる特性と、その特性が生成されてきた環境に関する構

造的理解が必要となる。この特性と構造の総体を「時代的パラダイム論」と名づける。 
第 2 章では、T．S．クーンの提唱したパラダイム論の意味を解明し、それが社会的課題

の明晰な形成と具体的な解決策を検討する際に有効であることを、「時代的パラダイム論」

に触れながら説明する。 
  
２－１－１ パラダイム（paradigm）とは何か？（ク－ン著「科学革命の構造」による） 
 
パラダイムとはギリシャ語の paradigmに由来し、「判例」を意味した語である。近代英

語の用法では、特にラテン語などの語形変化を記憶する場合の「代表例」を意味する。 
T．S．ク－ンは、1962年出版の代表的著作「科学革命の構造」にて、このパラダイ 

ムという語に新しい意味を付与し、それ以降この用法がさまざまなバリエーションを生み

ながら、非常に普及を見せ現在に至っている。 
ク－ン自身は、パラダイムをこう定義している。「この「パラダイム」とは、一般に認め 

られた科学的業績で、一時期の間専門家に対して、問い方や答え方のモデルを与えるもの、

と私はしている。」（「科学革命の構造」）と、自身で述べている。 

図表2-1：パラダイム論の概要
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では、ク－ンのパラダイム論について図表 2－1を見ながら又、クーン著「科学革命の構

造」を踏まえ検討しよう。 
まずパラダイムの成立についてみよう。「①自然（社会）現象」に関して、「②経験・観

察・または恣意」に基づき、自然（社会）現象を合理的に説明しうる「③自然観（社会観）

の成立」をみる。この観の内、一般に認められた科学的業績がパラダイムとして成立する。    
このパラダイムは、一定期間、専門家に対して、問い方や、答えのモデルとなる。この

パラダイムの特性として、ユニークさ・網羅性・体系性を持つがゆえに、多くの人々から

支持され、この観に基づく自然（社会）の探求により探求作業の効率は、飛躍的に増加し、

多くの新たな発見をもたらし、より広範な自然（社会）の「④説明性の拡大」が達成され

る。更にパラダイムを利用した「事実の測定、事実と理論の調和、理論の整備」をとおし

て、一定のパラダイムは、「⑤パラダイムの成熟」を迎える。 
やがて、全盛を誇ったパラダイムに対して「どうも予想通りにうまく行かないという状

態」が現出し、「理論と自然がうまく一致せずに変則性を知るにいたった場合」に、挑戦を

受けることになったパラダイムは、極めて大きな学術的集団を形成しているのが常である

ため、旧パラダイムは、「⑥新しい観への革新に対する阻害要因」として立ち現れてくる。 
新しい発見は、偶然性等にも助けられて見出され、それはこれまでのパラダイムと一致

しない変則性を示し、旧パラダイムではうまく問題が解けず、理論と自然（事実）が一致

しない場合が増大し、どうも予想通りにうまく行かなくなってくると、旧パラダイムに属

する人々は不安に陥り「⑦説明性の危機」を迎える。 
そして、この危機こそが、「⑧新しいパラダイムの構築とパラダイム転換」の前提条件と

なり、下記に示す「三つの道のどれかで終結する」に至る。 
１．通常科学（現パラダイム）が、危機を呼び起こした問題を究極的には扱いうるこ

とを示す場合 
２．現パラダイムでは、現状では新しい解答は出てこないと結論し、もっと進歩した

道具を持った将来の世代が現れるまで放置される場合。 
３．新しいパラダイム候補が現れ、続いてその受容をめぐって戦いが起こる事によっ

て、危機が終わる場合。 
 
 以上 3つの場合の「3」が、パラダイムの転換である。 
 
 クーンは、これを科学革命と呼び、こう述べている。「それは累積的に発展するのではな 
くて、古いパラダイムが、それと両立しない新しい物によって完全にあるいは部分的に置 
換されるという現象である。」（「科学革命の構造」） 
 更に科学革命に関して、政治革命との類似点を挙げつつ、次のように明確な説明を加え 
ている。 
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「環境によって提起される問題に、現パラダイムが巧く適合しないと言う感覚が拡が

る。・・・政治革命は現存の制度が禁じる方向に政治の制度を変える事を目的とする。だか

ら、その成功は、当然一連の制度を部分的に廃止し、暫時、社会的制度なしに動く。・・・ 
社会は両立しない党派にわかれ、一つは古い制度を擁護しようとし、他は何か新しい物を

作ろうと求める。・・・科学の発展においてこれと同じような性格が、パラダイム変革の歴 
史研究から明らかになる。・・・対立する政治制度の間の選択と同じく、対立するパラダイ

ムの間には両立しない集団生活の流儀の間の選択の問題がある。」（「科学革命の構造」） 
 
２－１－２ 時代的パラダイム論の意義 
 
「時代をどう認識するか」という問は、一定の時代に生きる人間が、その生の中で一定

の価値判断に基づき社会的課題を設定し、それを解決しようとするとき、避けてと通れな

い問いである。社会的課題が、いかなる時代の時系列的あるいは構造的な時空の中に存在

しているかを認識する事なしには、有効な課題設定や課題解決への展望も拓くことが困難

である。 
これが、パラダイム論の時代的認識への応用である「時代的パラダイム論」である。 
 

図表2-2：一定の社会的課題が有する時間的制約

時代認識に於ける「時代」とは、どの程度の長さを考えるべきであろうか。図表 2－2に 
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依拠しつつ、この問題を検討する。 
社会的課題は、「いつまでにその課題を解決したいか、もしくは出来るか」という、未来

の目標時期に関する問いかけを含んでいる。また、社会的課題の生成がいかなる過去の時

間的文脈から出てきたものかについて、過去の時間的長さに関する問いかけも含んでいる。 
つまり、一定の課題について見ると、より明晰な課題設定を行う為には、その課題の生

成の過程を過去の一定の時間の中に尋ねる事が必要となり、又、その課題の実現目標時期

という観点からは、未来における時間的制約を内包している。 
こうした説明から明らかなのは、社会的課題は、それぞれ一定の時間的な制約の中で設

定され、解決を目指される物であり、その際、課題が固有に持っている過去から未来にい

たる時間領域がいかなる時代の中に存在しているかを見極める必要があるという事である。

こうした一定の課題の有する時間性を明確にすることは、社会的課題を扱う場合、特に重

要である。 
社会構造の大きな変動、または、時代の根本的な変局点が何時頃であるかを見極める事

はいかなるルールでゲームが行われているかを知る事であり課題設定と課題解決には不可

欠である。 
船を目的地に着かせるためには、大きな流れ（一定の規則性）の中に、まず適切な機能

を持った船を巧く浮かべなければならない。 
社会的課題を扱う場合、大きな河の流れに当たるマクロ動向把握は欠かせない。マクロ

な流れの中で、出来るだけ合理的に位置付けられた課題でなければ、課題の意味を失い、

解決策を検討する場合にも合理性を維持しがたい。 
もちろん、課題の設定と解決に当たっては、マクロ的、長期的な時間設定のみでは不十

分であり、より、ミクロ的な分析は不可欠である。したがって、マクロ的動向把握により、

大きな位置付けを行い、ミクロ的分析により具体的な課題設定と対策の妥当性、及び実行

の成功可能性を磨き上げていく事になる。 
パラダイム論は、上記の論述の内、マクロ的な状況把握を目的とする。このマクロ認識

に妥当性を欠くと課題設定の意味及び、課題実現手段検討の妥当性に影を落とす事になろ

う。ここにパラダイム論の重要性がある。 
 

２－２ パラダイム転換とグローバリゼーション・知価経済の進展 
  
クーンは、科学史論展開の道具としてパラダイム論を展開し、政治革命にもパラダイム

論における科学革命と同様の現象があると述べた。 
クーンのパラダイム概念は、歴史の大きな流れを把握する場合にも有効である。ある時

代がその時代の他の時代と比べて特有な体系性をもった特性により、その前後の時代と画

される場合には、「古い時代から新しい時代にパラダイムシフトした」と表現しても差し支

え無いだろう。 



 40

では、200６年の現在、時代はどの様な大きな特性を有しており、それがこれまでの時代
と、どう異なっているのか。そして、その要因は何なのかを次に検討する。 
まず、パラダイムシフトの要因とその連鎖を図表 2－3に沿って見てみよう。 

 
 
 パラダイムシフトの基底要因は、①経済成長である。 
 人類史上の経済成長の歴史を観ると、資本主義経済体制の発生と地域的拡大に伴い、こ

こ 300 年足らずの経済的産出量が、それ以前の人類史のそれを大きく上回る驚異的な成長
をしている事がわかる。②18 世紀の産業革命以降、イギリス、アメリカ、などを牽引車と
する経済成長が如何に大きかった事か。更に、④1980年代以降、政治的、宗教的理由から
非資本主義的経済体制をとっていた国々が資本主義化した。中華人民共和国（以下「中国」

と呼ぶ。）では、1978年以降、4度目の失脚から蘇った鄧小平によるいわゆる「改革開放路
線」と呼ばれる経済政治改革(図表 2－4)以降の経済成長は著しい。東欧、ソ連に於ける 1989
年以降の非共産党政権誕生と資本主義的経済運営の導入、インドのハイテクを背景とした

資本主義的経済運営の進展、と続いた。 
 

図表 2-3 ：パラダイムシフトの要因と連鎖 
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図表2-4：鄧小平と中国の政治・経済改革、及び経済成長

 
 
1980年代以降資本主義化したこれら国々の人口合計を見ると、25.3億人を擁ており、世

界人口に占める割合は、41.2％に上る。この他、拡大 EUに加盟するなど資本主義的経済運
営を行いつつある旧東欧諸国〔８カ国合計 1.0 億人〕を加えれば、世界人口の 42.8％に及
ばんとする人口が、低廉な労働力として資本主義経済システムの労働市場に開放されたの

であり、このデフレ効果は計り知れないほど大きい。更に、中国内陸部農村からの工業労

働力への人材供給が今後も長期間に渡って為される事を考えると世界経済に与える潜在的

デフレ圧力は短期では終わらない事になる。又、資本主義経済化による産業活動の活発化

及び生活レベルの向上はエネルギー消費、食料消費の増大を招き、地球環境負荷も一層強

まることとなる。 
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図表2-5：非資本主義国の資本主義化の
人口的インパクト（2001年）

1.61.0旧東欧８カ国

100.061.5世界計

42.826.3小計

2.31.4旧ソ連

17.610.8インド

21.313.1中国

％億人国名

国立社会保障・人口問題研究所 「世界人口推計」より

図表2-6：パラダイムシフトとエネルギー利用量

エネルギー白書 2004年版より



 43

「旧共産圏等が国際資本主義経済に組込まれる前は、資本主義の安全装置として福祉国 
家や労働組合の社会制度化により、労働価格は、需給変動に対して硬直的であり、1950－
1970年にかけてのクリーピングインフレーションや不況下の物価上昇（スタグフレーショ
ン）をもたらした。 
 しかし、巨大な労働人口が国際資本主義市場に開放された事により、労働市場において 
価格調整モデルが説得力を持つ世界に変わった。この点は、日本における社会主義政党、 
労働組合の凋落を見るまでも無い事実である。」（田中直毅） 
 一方、これらの国々の経済成長動向を見ると、先進資本主義国の 70年代に於ける安定 
成長へのシフトの後を受けて、80年以降に登場した旧非資本主義経済国家群は、資本主 
義化による成長が著しい。又、今世紀に入り、旧非資本主義国の急成長が交易関係国の経 
済を成長させる好循環の動きも現在の日本、東南アジア諸国の経済再活性化に見られると 
おり、顕在化しつつある。 
資本主義経済の地域的拡大は資本主義の本質であるグローバル化を更に進展させ世界貿

易量の増加と相互依存を強めている。 
世界の人口は、経済成長による人口扶養力の増大と保健医療水準の改善を要因としなが

ら、一部先進諸国の少子高齢化をこえて、世界規模では人口増加が継続している。一方、

日本では、多くの先進諸国に比べても急速な少子高齢化が進んでいる。 
要するに地球規模の資本主義経済拡大の進行により人口の増加、エネルギー消費の飛躍

的増大がもたらされ、地球への負荷は一層強まっている。 
産業革命以降の技術革新は、蒸気機関による動力革命、1850年以降の鉄道による交通革

命、1900年以降の鉄鋼、石油、電力、自動車を中核とした革新、そして、1950年代以降の
ＴＶ他の家電、航空機、石油化学を中核とした革新に加えコンピューターと半導体技術の

進展、そして、1990年代以降のデジタル・インターネット革命、遺伝子・バイオへと連な
り技術革新による成長波動を繰り返し、新たな成長に向う気配を窺いつつあるといえよう。 
しかしながら、資本主義の合目的な行動様式は指数関数的な急成長をもたらしてきたが、

この急激な成長は、その成長の場である地球を、その環境限界に急速に接近させているの

は否めず、環境限界が、真剣な議論の対象となる。 
1997年 12月 11日の京都議定書採択は、環境政策上極めて重要な事跡であったが、それ

以降、米国・オーストラリアが議定書への不参加を表明するなど、様々な経済的政治的理

由により環境負荷の削減への動きは困難を極めている。 
よって、資本主義的成長の限界の存在を意識した課題設定と対応が求められ、さらに抑

制型、環境調和型資本主義モデルへの要請が高まる時代となるが、BRICS諸国の高度成長
欲求との葛藤の中で多くの困難が予測される時代となろう。 
 
以上の観点から、現在の時代的パラダイムは、鄧小平の「改革開放政策」の本格化した

1980年～1990年以降始まっており、世界経済面では、旧非資本主義国の膨大な労働力他の
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経営資源と市場の資本主義経済への開放を伴った資本主義的グローバル経済の時代の開始

以降始まった。政治思想的には米ソ、または資本主義と共産主義の二つのイデオロギー対

立の時代から宗教をも背景とした、地域的にも多元的な対立の時代に入った。また、人口

論的制約と環境論的制約をこれまで以上に視野に入れた上で、現下のテクノロジー動向を

勘案した対応が求められる時代に入ったといえよう。 
従って様々な社会的課題を検討する場合にはこうした視点を基幹に据えながら進める必

要がある。 
以上の検討を踏まえた現在の時代的パラダイムの特徴は図表 2－7 の通りである。

 

 

現在の時代的パラダイムを特徴づけている基幹的要素は、グローバリゼーションと知価

経済の進展であり、日本に於いてはこれらに加えて、人口減少と構造改革（含む行財政改

革）の進展である。 
 ではグローバリゼーションと知価経済とは何かについて明らかにしておこう。 
グローバリゼーションの本質は、世界に分布する様々な発展段階（根本は経済発展段階

によって規定）の一国、又は地域経済が、労働コストの高低と知価経済力の高低を相互平

準化する経済合理的活動であり、このダイナミズムを阻害する様々な規制等を撤廃する世

界的圧力である。国内経済を様々な障壁で守るよりも、国内経済の一部に痛みを伴ってで

も、障壁を低めるほうが一国経済にとってメリットが大きいとのコンセンサスを形成しえ

た国・地域が、続々と経済発展の過程に参入してきている。戦後、逸早くこの動きに参入

図表2-7：パラダイム転換期とはいかなる時代か 
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したのが日本であり、その後の NIESであり、昨今の BRICSである。 
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次に、図表 2－10に従って知価経済・社会とは何かについて見ておこう。 
知価経済・社会とは、これに先立つ工業経済・社会が、労働力・生産手段・資本が経済

成長の主要因であったのに対して、経済成長の主要因が知価労働（知識労働）によっても

たらされる競争的な社会であり、組織的な優れた経営により展開される経済・社会体制で

ある。そこでは、技術と経営の差別化が厳しく問われる。 

図表2-9：グローバリゼーションとは何か（２／２） 

図表2-8：グローバリゼーションとは何か（１／２） 
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２－３ パラダイム転換期に於ける日本全体と地方の状況と課題 
 
第２章１，２で日本及び世界に於けるパラダイム転換とは如何なるものかを議論したが、

1980～90年代以降の新たな時代的パラダイムの中で、日本全体そして地方の状況と課題に
ついて検討する。特に地方に関しては地方の典型例である高知県に焦点を当てて検討する。 
まず始めに、２－３－１で日本全体と地方の状況と課題に関する纏めを述べ、その後に

２－３－２で人口動向、産業動向、県財・行政動向等の詳細について検討する。 
 

２－３－１ 日本全体と地方の状況と課題の纏め 
 
検討の対象としている現在の属する時代的パラダイムは、1978年の中国の改革開放路線

に始まるが、日本における状況と課題を認識する場合、特に 1985年のプラザ合意を起点に
した歴史的因果関係の中で理解すべきである。その点について、図表 2－11 に従って検討
する。 

知価経済・社会とは何か 
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29

図表２－11：パラダイム転換期に於ける日本全体と地方の状況

1985年
プラザ合意=
ドル高是正

円高ドル安

日本政府：
円高対策

・ドル買い円売
り介入

・輸出企業の
雇用減対策
として公共投資

拡大

1990年：バブル崩壊

国内円マネーフロー拡大

土地・株式への投資

バブル発生

大幅円高定着→輸入物価低下
大量不良資産発生→ＢＳ不況

デフレ経済
不況対策財政投入→公的負債増大

特に国内一次産業凋落
地方経済への打撃大

補助金経営
モデル定着

経営
高度化努力
不十分 全国経済低迷・公的負債巨大化

人口減少社会

  
プラザ合意はアメリカ経済立て直し策としてドル高を大幅に是正する政策であった。 

その結果もたらされた円高不況に対応する為、日本は、ドル買い円売り介入（市中円資金

の増加）と輸出不振による雇用減の対策として、公共投資を拡大した。その結果、国内マ

ネーフローが拡大し、その投資対象として土地と株式等に投資が集中し、バブルが発生し

た。1989 年末に天井を打ったバブルは 1990 年初に崩壊した。その後、円高は進行・定着
し、度重なる積極財政にもかかわらず日本経済は低迷した。2001年の小泉内閣発足により
着手された構造改革の進行と中国経済との取引量拡大を背景に、2005年には「もはやバブ
ル後ではない」との閣僚発言が出るまでに至り、経済・株式市況の活況が見られる。しか

し、地域間・産業間格差は拡大している。 
特に、戦後の「均衡ある国土の発展」を目標とした各種政策が作動し得なかった地域は 

産業低迷、少子高齢化、人口減など地方の総合的活力を減衰させつつありそこからの脱却

のシナリオと行動主体が顕在化していない。 
このような地方の凋落は、地方経済が、1985年のプラザ合意以降、グローバリゼーシ 

ョンと知価経済に対応した経営高度化が求められたのにも拘わらず、小泉内閣登場直前ま

で続いた官民にわたる補助金経営モデルの再生産のなかで、経営高度化のインセンティブ

と先見性をもち得なかった結果である。 
この結果、国内経済格差は広がり、経営高度化を怠った地方と産業としては一次産業（と 

その関連産業）が大きな打撃を受けいまだ再生の道が見出されていない。 
次に下記の図表 2－12 で、日本全体と地方の人口・産業・財政等の状況を概観する。地

方に関しては、その典型例高知県を取り上げ、人口・産業・財政等の状況を日本合計と対

比しながら検討した結果をまとめると、次のとおりとなる。 
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産業は、日本全体を見ると、バブル崩壊後、概ね産出量が下降。地方の典型例である高

知県は全国比で農業は健闘。その他は全国を下回る推移。 
人口は、全国では 2006年から減少に転化。高知県は 1955年にピークアウト。その後、

80万人台の横這いで、2005年には 80万人を割り込む。 
 財政は、国家、地方とも多額な残高。特に 1997～2001 の国債残高増加額は 248 兆円と
巨大（1965～1996＝258兆円）。高知県差異残高も 0.8兆円程度と県年間予算の 2倍近く。   
経済の地域間格差は、好況期に入って更に拡大。 

16

図表２－１2：日本全国と地方の人口・産業・財政等の状況

日本銀行 高知支店 短観より
（2005.12）

企業業績評価の変化
日銀短観業況判断：地域間格差

人口の推移

全国の大企業

全国の中小企業

高知県全企業

17

図表2-13：国家公的負債と県債残高の推移

債務残高の推移
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以上の観察から解るのは、パラダイム転換の打撃を強く受けた分野は、地方であり、産 
業区分的には一次産業である。では、その地方の状況をもう少し詳しく検討しよう。 
 図表 2－15 は、地方が直面する諸課題がいわゆる過疎県＝「取り残された地方」と呼ば
れている各県でどの程度の状況であるのかに関して定量化を試みたものである。諸課題ご

とに全県ランキングを下位より把握し、平均点を取ったものである。その結果、地方とし

て最も厳しい状況にある県は高知県で、それに次いで秋田、青森、徳島、鹿児島、和歌山、

島根、岩手、長崎、宮崎、と続く。それらは国土周辺部に立地している（図表 2－16）。 

図表2-15：パラダイム転換の打撃を強く受けた分野は何処か＝地方の打撃状況

 

2-14 
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平均点

■0点以上 10点未満

■10点以上～ 20点未満

図表 2-16
過疎県の分布

 
 次に、グローバリゼーションの進行度指標とも言うべき為替変動に対して、各産業分野

がいかなる影響を受けたかに関する感応度分析を試みると、下記図表 2－17 のとおりとな
る。尚、感応度は、1985年から 2003年にいたる各産業産出額の減少率により算定した。 
 

 

33
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林業産出額：３４．４％減少

１９８５～２００３
の産出額累積面積

減少率

一・二次産業に関して為替の円高度合いとの感応度を見ると
一次産業、特に林業の感応度が最も高く、多くの打撃を被っている。
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図表2-17：産業別の打撃状況：為替変動（グローバリゼーション）の産業別感応度
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 この図表でわかるとおり、全国ベースでは、工業の打撃が最も少なく以下、農業・漁業・

林業の順で、より大きな打撃を受けている。高知県ではその順位は、農業・工業・漁業・ 
林業となっている。この順位はグローバリゼーションに対応した経営の導入度合いによっ

て決定されていると言えるのではないか。高知県林業の凋落は際立っているが、これは逆

に、経営の高度化による成長余力を有している可能性がある。 
 
２－３－２ 日本全体と地方の人口・産業・財政の状況 
 

人口動向：日 本 
 
日本の総人口は、2006 年にピークを迎え 12,771 万人となり、以降、中位推計によると

2025年 12,114万人（ピーク比５％減）、2050年 10,059万人（同 21％減）2100年 6,414
万人（同 50％減）が見込まれている（図表 2－18）。 

又、経済成長面で注目すべき労働人口は 2005年 6,856万人をピークに 2025年には、
10％減の 6,188万人となり総人口減（５％）よりも２倍の減少率となっている 

図表2-18：日本の総人口の推移

資料：「日本の将来推計人口（平成１４年１月推計）」国立社会保障・人口問題研究所

国立社会保障・人口問題研究所HPより

 経済成長率と人口増加率の間には下記の図表 2－19のとおり強い相関があり、「経済成長
率≒人口増加率＋一人当たり生産（一人当たり GNP）の成長率」という算式が成り立つ。 
 従って、人口増加の持つ意義は大きく、人口減少下における経済成長の達成には生産性
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の改善が不可欠である。 

図表2-19：日本の近代経済成長

 
      （出典）大渕寛著「少子化時代の日本経済」頁４１ 

図表2-20：主要国における高齢化率の推移

平成16年版 高齢社会白書より

 
少子化要因に関して図表 2－21 を中心に見ていく。社会の成熟化に伴い、女性の社会進

出、就学率が向上し、社会的地位の獲得のため高学歴化が指向され、大学進学率は向上す

る。更に、社会に出て、キャリア形成を指向するため、女性の晩婚化と非婚化も進行して
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いる。特に日本では非婚＝非出生ということになり、出生率が低下することになる。 

図表2-21：進行する晩産化・出生率の低下

平成16年版 少子化社会白書より

 
人口動向：高知県 

図表2-22：高知県の人口動向

総務省統計局2000年『国勢調査報告』及び『人口推計年報』より
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 高知県の人口は 1954 年に 88.3 万人でピークに達した後、高度成長期には都会への若年
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労働者供給により減少を続け、1970 年には、80 万人を切った。その後、1985 年迄は人口
の増加が見られたが、それ以降は，減少に転じ、2000年には 81.4万人となり、ここ 40年
間で、4 万人（5％）の減となった。この間、日本の人口は約 1.4 倍になったのとは大きな
隔たりがある。（図表 2－22、図表 2－23、図表 2－24） 
又、人口の減少傾向は今後も継続し、2030年には、70.6万人と、2000年比（81.4万人） 

13％の減少となり、日本全国の 8％減を大きく下回る減少幅となる。（図表 2－23） 

図表2-23：高知県と全国の人口動向
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推計値

３５年間、同じ水準

――総務省『２０００年 国勢調査』
国立社会保障・人口問題研究所『都道府県の将来推計人口』

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

 
 
 高知県の高齢化率は、2000年で、23.6％で全国比 6.3％も高齢化率が高く、2015年には、
高齢化率が 30%を越え（日本全体が 30％を超えるのが 2030年以降）、今後とも全国水準を
上回る高齢化率で推移し、経済活力及び財政負担面で厳しい条件を負うことになる。（図表

2－24） 
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図表2-24：高齢化率の比較
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全国差

４．１％５．５％４．８％４．８％４．９％５．５％６．３％６．１％５．２％

３．２％３．６％３．５％３．３％３．３％３．９％４．５％４．４％３．７％

３３．７％３３．３％３２．６％３０．８％２７．４％２５．４％２３．６％２０．６％１７．２％高 知

３２．８％３２．３％３１．３％２９．３％２５．８％２３．８％２１．８％１８．９％１５．７％四 国

２９．６％２８．７％２７．８％２６．０％２２．５％１９．９％１７．３％１４．５％１２．０％全 国

3025201510052000年951990年

――総務省『２０００年 国勢調査』
国立社会保障・人口問題研究所『都道府県の将来推計人口』

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

 
 
 
 
 

図表2-25：人口増減状況

■ ４０年前より人口が減少した市町村

■ ４０年前と比べ人口が半減した町村

――総務省『２０００年 国勢調査』

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

人口の地域分布を見ると、高知市を中心とする県央部への人口集中が進行しており、

高知県の過疎地域市町村比率は大分県、北海道、鹿児島県に次ぐ第 4位で 69.8％と約 7
割の地区が過疎化している。（図表 2－25, 図表 2－26） 
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図表2-26：過疎地域市町村比率

（注）“過疎市町村”は自立促進法の規定による
――総務省『２００２年度 過疎対策の現況』

全国平均
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３７．７％

６６．１％島根県

６９．８％高知県

７１．９％鹿児島県

７５．０％北海道

７５．９％大分県

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

 
産業動向：産業構造全般 
 
1960 年以降の産業構造の推移を見ると第一次産業は 1960 年には 30％を越えていたが、

減少が著しく 2000年には 5.2％に低下した。一方、最も伸びの大きいのは第三次産業で、
48.9％→75.5％と 27パーセント増加し、1.5倍の大幅な伸びとなっている。第二次産業は、
19.2％→22.8％と約 4％の増加となっている。 
 1960年と 2000年時点の高知と全国の産業構造を比較検討してみよう。 
まず 2000年で見ると、第一次産業は、全国比 3.2倍の構成比であり、第一次産業として

の頑張りを見せている。第二次産業は全国ベースでは減少しているが、高知県では増加し

ている。これは、建設業のウエイトが高知県は大きいことに起因する。 
第三次産業は全国を上回る形での成長を見せている。 
就業人口で見ると、第一次産業の就業者数は、1960年には全就業者数の約半数を占めて

いたが、2000年には、12.8％と大幅に減少した。この反面第二次、三次産業が増加。特に、
第三次産業人口は1960年33.2％→2000年64.3％と約倍増しており、雇用吸収力が大きい。 

 
国内総生産〔GDP〕動向 
 

高知県の名目 GDPは 2.5兆円（2001年）で、前年比 3.0％のマイナス成長（図表 2－27）
となっている。 



 57

図表2-27：経済成長率の推移（名目）

「平成１５年度 高知県県民経済計算」より

第一～三次産業の動向を見ると、第一次産業は９７年以降５～10％のマイナス成長が継続、
第二次産業は、建設業、大手製造業（ルネサステクノロジーと高知カシオ）の動向により、

乱高下し、第三次産業は、低成長下落傾向を続けている。（図表 2－28） 

 

図表2-28：産業別増加率の推移（県：年度）

「平成１５年度 高知県県民経済計算」より
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県内経済活動主体別に見ると、一般サービス、政府サービス、不動産、卸小売業等の第

三次産業主体がトップ４を占め、続いて、5，6 位に第二次産業の製造、建設業が登場して
いる。(図表 2－29)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表2-29：産業構造の推移
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図表2-30：成長率に対する主な寄与産業の推移

「平成１５年度 高知県県民経済計算」より
 

 
 
 
 
 
 

高知県の経済動向をマクロ的に見ると、第一の特質としては、建設業の波及効果が大

きい事が認められ、建設業が、プラス成長している年は県内 GDPもプラス成長（図表 2
－30）している。 

 第二の特質は実質県内総生産に占める公的支出（政府最終消費支出（図表 2－31）＋公
的総固定資本形成＋公的在庫品増加）の占める割合が、年々増加傾向にあるのに加えて、

2001年の割合は 46%と国の 23％に比較して約 2倍の水準（図表 2－32）となっており、
高知県経済の公経済依存度の高さが窺える。 
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図表2-31：政府最終消費支出の動向

「平成１５年度 高知県県民経済計算」より

 

図表2-32：公的支出割合の動向

「平成１５年度 高知県県民経済計算」より

 この点を別の角度から眺めると、公的支出は、公共工事（‘99年土木費＝1747億円)とい
う形で建設業（‘99年名目 GDP＝2501億円）に流れ、県経済を潤す構造になっていること
が分る。 
従って、公共投資の減少が、県経済に与える影響は極めて大きい。 
高知県の建設業比率は、2000年で全国比で 1.59倍、四国比でも 1.35倍となっており、

極めて高い水準にあり建設業依存度が高い（図表 2－33）。 
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図表2-33：2000年度の経済活動別県内総生産

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より
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図表2-34：有効求人倍率

高知労働局 統計データより

雇用動向を有効求人倍率で見ると、高知県の 2004年 3月は 0.45倍と前年同月比では、 
0.04の改善となったが、全国平均との乖離率で見ると、‘99年に 1.18と乖離率が最少（図 
表 2－34）になったが、2006年 3月は、乖離率が 2.07倍と幅を広げ、全国平均に比べ、雇 
用状況の改善は遅れており、都道府県ランキングも 45位に甘んじている。（図表 2-35） 
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図表2-35：‘05年３月の有効求人倍率比較

しごとネットHP 「労働市場情報」より

 四国四県で比較してみると、高知県の有効求人倍率は、2005 年 11 月では、他県に比べ
0.4～0.7ポイント低くなっている。これは、今回の「景気回復が輸出製造品（自動車、ﾃﾞｼﾞ
ｶﾒ、鉄鋼等）及び民設主導で進んでいるにもかかわらず、高知県の第二次産業構成比は、

約 2 割と、他県に比して規模が小さく、又、景気回復と同期して、景気が浮上する受け皿
を十分に有していないことに起因している。（図表 2-36） 

 

図表2-36：地域別有効求人倍率
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――厚生労働省『職業安定業務統計』

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より
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図表2-37：完全失業率の推移

総務省 国勢調査より

 
失業率で大きな問題は、15～24 歳の若年失業率が、18.8％（02/9）と全国平均 9.5％に

比し約倍の失業率となっている。（図表 2－38） 
 
 

図表2-38：年齢別失業率
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――総務省『２００２年 就業構造基本調査』

（１５～２４歳：男 ２１．８％、女 １５．１％）

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

完全失業率を見ると、85年以降概ね５％内外で高位推移しており、全国平均を大きく上
回っているが、2000年以降全国との差は減少している。（図表 2－37） 
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工業の動向 
 
 高知県の製造品出荷額は 1995 年 7000 億円超をピークに下降傾向を示しており 2001 年
に激減し、2002年以降は 5500億円を切る水準で推移している。（図表 2－39） 

図表2-39
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日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より
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図表2-40：2003年度 高知県工業会連盟会社

 
高知県の製造業について、高知県工業会加盟会社 152 社をサンプルに、従業員数の規模

別分布を見ると（図表 2-40）、従業員１～20名の会社が 92社 61％を占め、21～50名の会
社が 27社 18％、51～100名が 18社 12％、101名以上は 15社 10％である。同サンプルに
ついて、売上高の状況（一部推定値を含む）を見ると、全国会社の大規模工場 3 社の売上
が 1,420億円、地元上場企業（4社プラス関係会社 4社の合計 7社）で 413億円と、この
２グループ 11社で 1,420億円（図表 2－41）の売上となる。これに県工業会非加盟だが、
東洋電化工業 200億円(従業員 303名)、宇治電化工業の 20億円(従業員 105名)、金星製紙
38億円（従業員 141名）、山崎技研 26億円、（従業員 86名）の４社を加えた 14社合計で
は売上高が 2,117億円となり、県合計の製造品出荷額 5400億円（2002年）に対して約 40％
（厳密には売上高と製造品出荷額とは等しくない）を占めることになる。従って、県製造

品出荷額の増減はこの 14社の業績に大きく左右される。（図表 2－41） 
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（従業員 51名～100
名）非上場企業 

図表2-41：高知県工業会加盟各社の規模別分析  
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高知県工業の特色は、下記のものが挙げられる。 
・ 大企業の地方工場立地数が数社に限られている。 
・ 事業業種が、建設業等、漁業に関する一般機械や造船、製紙、農器具、窯業、鋳物

等の高知在来産業に根差した、小規模事業が多い。 
・ 現在、日本経済の活況化を支える自動車、デジタル家電、電子部品、ソフト、精密

機械加工等に関する事業集積が極めて少ない。 
 
 
 
 

図表2-42：短観・業況判断Ｄ．Ｉの推移
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日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

 
 
 

従って、日本全体の景気回復と高知のそれとは大きなギャップが生まれることになる

（図表 2－42）。 
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農業の動向：日本（全般） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表2-43：農家戸数及び農業就業人口の変化

関西経済同友会HPより

 

 
 

 
日本の農業は、就業人口の減少（1990年 565万人→2000年 389万人と 10年で約 3割減

少）と高齢化（65才人口比 1990:45.7％→2000:53.0％）が進んでいる。（図表 2－43） 
耕作作物については、米作が傾向的減少（1955年 52％→2000年 25%）、野菜は大幅増加

傾向（1955年 7％→2004年 25％）、畜産も増加（1955:14％→2004:28％）している。（図表
2－44）  
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図表2-44：農業生産額の構成比

農林水産統計「平成16年農業総生産額（概算）より
 

日本の農業の大きな課題の一つに食料自給率の問題がある。基礎的食料である穀物の自

給率（図表 2－45）を国際比較すると、英、独等各国は概ね、自給率を上げているにも拘わ
らず日本は 1970年 60％超であったものが、2001年 40％程度に下落している。これは、日
本は自由貿易環境を維持して国際競争力のある工業製品の輸出を優先し、農業通商政策面

でも農業自由化を進め、農産物輸入を拡大する公益環境を許してきた結果である。 
こうした日本の農業政策は、英、独が、輸入課徴金制度による自給率向上政策を取って

きたのとは対照的な動きで、食糧安全保障、安全食品確保の観点から検討を要する課題で

ある（図表 2－45，46，47）。 
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図表2-45：主要輸入国の穀物自給率の推移  
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図表2-46：日本の食料自給率

農林水産省「平成15年度 食料・農業・農村の動向に関する年次報告」より
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図表2-47：農産物の自給率推移
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参考：農林水産省「平成15年度 食料・農業・農村の動向に関する年次報告」統計データより

 

 
 
 
 
 
 

  日本の米 
 
米作は大規模化による経済性の追求が徐々にではあるが進みつつあり、農業生産法人

（組織経営体）の増加が見られる。農家総戸数では、減少する中で、５ha 以上の大規
模農業にセグメントされる農家のみが、1990 年＝15 千戸であったのに対して、1999
年＝24 千戸と増加している。又、規模拡大による生産費削減効果は、着実に向上して
おり、大規模農家の生産性は小規模農家の約 1.86倍に及んでいる。（図表 2－48） 
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図表2-48：規模別にみた米生産費(10a当たり）及び
稲作農家数の動向

 
（出典：稲本志良／河合明宣著「アグリビジネス」2－49、51～56も同） 
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図表2-49：米生産費の規模格差と内外格差

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

しかしながら、世界的な意味での競争力は米の輸出力のあるアメリカと比較すると、

玄米 60ｋｇの生産費はアメリカが 2200円に対して、日本の大規模販売農家では 13、275
円と約６倍の格差がある。（図表 2－49） 
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農家の経済状況（1991年）を見ると、農業所得は、1,091.9千円に留まり、農外所得 5,611.2
千円、年金、贈与等の収入 1,865.1千円を合算して合計 8,568.5千円となっている。１日当
たり賃金を、製造業と比較すると、３ha 以上耕作の比較的規模の大きな専業農家で 8,890
円に対し、従業員５人以上の製造業で 16,313円、従業員 500人以上の製造業で 23,189円
となって居り農業収入のみでの生活が如何に大変かわかる（図表 2－50）。 
 

図表2-50：農家経済の動向（全国平均の１戸あたり）
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米の流通経路は、米余剰による食管会計赤字の増大を背景にして、’69年から「自主流通
米」制度が導入され、その後、流通の政府管理の弾力化が進み、’99 年には、政府米５％、
自主流通米 51％、計画外流通米 44％となり（図表 2－51）、又、計画外流通米については、
消費者に直接販売される割合が 2001年には 51%（’99=48％）に及び、全体に占める消費者
への直接販売の比率は、約 20％にも上っている（図表 2－52）。 

図表2-51：米の流通経路と流通量・米価の動向

 

図表2-52：生産者の計画外流通米の販売先
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図表2-53：農業就業状態別農家数と
１戸当たり平均収穫面積の推移

 
園芸作農業を取り巻く環境は大きく変わりつつあり、大型量販店との相対取引導入等、

流通ルートの変化、輸入品（特に中国）への対処、鮮度及び安全に関する消費者の欲求の

高まり、履歴管理導入の動き、販売直結の大規模施設園芸の出現等、様々な変化が見られ、

こうした動きへの対応が求められている。 
1999 年における、露地野菜、施設野菜農家の状況は（図表 2－54）のとおり。作物別動向
は（図表 2－55，56） 
のとおり。 

 日本の園芸作農業 
 
園芸作農家数は、野菜、果実とも減少し、高齢化も進んでいるが、１戸当りの収穫面

積は大型化している。（図表 2－53） 
野菜の自給率は、‘85年で 95％、’91、‘92年が 90％、’98年以降は、輸入が増加し、

80％台に低下したが、近年やや持ち直している。 
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図表2-54：作物別にみた農家累計別の農家数・作付面積
（飼養頭数）・農業粗生産額のシェア（1999年）
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図表2-55：主要野菜の栽培面積（ha）

 

図表2-56：主要果樹の結果樹面積（ha）

 

図表2-57：農業生産法人数の推移

農林水産省「平成16年度 食料・農業・農村白書」より
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高知県の農業 
 
農業祖生産額は、1993年に 1,400億円超でピークを迎えたが、その后、減少が続き、2000

年には 1,096億円程度と’93年比、約 30％の減少。2004年には、1000億円割れとなってい
る。（図表 2－58） 
 

図表2-58：農業粗生産額の推移 （高知）

0

500

1000

1500

1960 65 70 75 80 85 90 95 2000 （年）

（億円）

――農林水産省『生産農業所得統計』

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

 
 
農業就業者は、減少が続いており、2000年で 42千人。 

生産性は大幅に改善し、2000年の 1人当り農業粗生産額は、2615千円となった。（図表 
2－59）しかし、全国比で見ると、基幹的農業従事者１人当り粗生産高は、高知は全国の

水準に比べ、78％に留まっている。 
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図表2-59：一人当たり農業粗生産額の推移

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

 

 
一人当たり農業所得は増大している。 
又、作物毎に農業生産性を見ると、野菜、果物、工芸作物に関しては、全国に比べ優位

を保っている。 
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林業の動向：日本の林業 
 

日本の林業資源の現況を見ると、日本は国土の 67％森林におおわれており、森林の蓄積量
は、40.4 億立米に及び、その内訳を森林所有形態別に見ると、国有林の蓄積量が、25％、
民有林のそれが 75%（内 私有林＝64％、公有林＝11％）である（図表 2－60）。

図表2-60：我が国の森林資源の現況

平成16年度 森林・林業白書より

 
 
森林は水源かん養、災害防止、海、川の環境保持等、様々な環境的価値を有しているが、

こうした目的で定められている保安林面積は、2001 年で 9,699ｈa となっており、日本の
全森林面積の 39％を占めている。 
林業の中核をなす、民有林の齢級（1級＝5年）の分布は（図表 2－61）のとおりで、齢
級 10（46～50 年生）以上の伐採最適森林は、2001 年で人工林は、23 億立米、天然林は、
17億立米（図表 2－62）に達しており、齢級 10以上の比率は、1994年の 21％から 2001
年の 33％と飛躍的に増加しており、1994年から 2001年にかけて 5億立米増加し、伐採適
齢林が急速に増加しつつある。 
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図表2-61：民有林の森林資源構成

資料:林野庁業務資料
注：人工林の46年生以上の割合は森林計画の対象森林における数値であり、Ｓ50以前については把握されていない。

平成15年度 森林・林業白書より

図表2-62：我が国の人工林の蓄積、46年生以上の
森林面積割合の推移

 



 84

 
 
 
 
 

図表2-63：木材需要（供給）量の推移（昭和30年～平成15年）

平成16年度 森林・林業白書より

 

資源としての森林資源は、かなり充実しているものの、日本の林業は、‘85年のプラザ
合意以降、円高が進行し、これによって日本円の購買力が上がり、外材の相対価格が下

がった結果、国内生産原価高、外材輸入増（図表 2－63）、国内木材価格低下（図表 2－
64）を招き、その後日本の林業は相当長期間にわたり苦戦している。 
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図表2-64：林家の所得率と立木価格の推移
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材木需要を見ると 110百万立米前後で推移してきたが、98年不況デフレ本格化以降、2000
年に 100 百万立米を少し上回ったものの、100 百万立米を割り込んで推移している（図表
2-65）。木材需要に大きな影響を与える新設住宅着戸数とその内の、木造住宅の動向を見る
と、景気停滞の影響で新設住宅個数は近時ピークの 1996 年＝164 万戸から下降し、2004
年には 119 万戸に減少、又木造住宅の割合は、ここ 10 年程の間、新設住宅着工数の 45％
内外で安定的に推移しており、木造住宅選好は依然根強い人気を示している（図表 2－66）。 

平成16年度 森林・林業白書より

図表2-65：木材需要の推移
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図表2-66：新設住宅着工戸数の推移

資料：国土交通省「住宅着工統計」

平成16年度 森林・林業白書より

648,293636,891647,255651,035674,029888,970804,206979,344非 木 造

540,756523,192503,761522,823555,814754,296666,124727,765木 造

1,189,0491,160,0831,151,0161,173,8581,229,8431,643,2661,470,3301,707,109合 計

全国

161514131287平成2年

 

次に林業を担っている主体について見る。 
林業就業者は、2000年に 67千人で 1995年に比べ、約２割減少し、高齢化動向をみると

４人に１人が 65歳以上と高齢化も進んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

森林組合は林業経営の中核となる組織である。その機能としては、民有林の新植の 9
割、間伐の 7割を担い、又、森林施設の受託を行っており、2000年には、国内用材生産
量の 16％を森林組合が占めるに至った（図表 2－68）。しかし乍ら、常勤役職員を有し
ない組合が 13％、1～3人しか有しない組合が 25％、又、振込済出資金が１千万円未満
という弱少な組合が 32％あるなど、森林組合に関しても林業経営中核組織としては課題
を抱えている。その対策として、合弁又は、一県一組合化による規模、営業内容の拡大

をとおした経営の安定化を指向している。 
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図表2-67：林業作業での受託料金収入規模別の
組織形態別割合

平成14年度 森林・林業白書より

図表2-68：国内用材生産量に占める森林組合のシェア
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森林組合以外の経営体について概観すると、（図表 2－69）のとおりで、目立った動き
としては、「会社」保有の増加、複数の個人、会社等が共同で山林を保有する「共同」の

増加が見られ、林業経営環境が厳しい中で大規模化による成長努力が見られる。 
                  

図表2-69：保有形態別林業経営体数及び保有面積

平成16年度 森林・林業白書より
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  続いて、林業就業者及び林業経営主体の賃金、経営状態を見てみよう。賃金は 1日 12,000
円超（図表 2－70）。林業経営の状況は、木材価格の低下、需要の低迷もあり、粗収益（売
上げ）、林業所得（利益）共に大幅に下降しており、益々、林業に対する事業インセンティ

ブが低下する状況に至っている。一方、こうした中で、経営体の大型化、高性能林業機械

の導入等による経営合理化も進められている。 
 
 

図表2-70：林業労働者の資金の推移

平成16年度 森林・林業白書より

 



 91

図表2-71：林家の林業経営

平成16年度 森林・林業白書より
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図表2-72：世界の木材消費の推移

 
 
 
さて、世界的な木材消費（需要）動向を見ると、開発途上地域の需要増が著しく、先

進国と合わせた、総需要は、2000/1965の伸び率が、136％に上る。2000年の消費量は、
33 億 5千万㎥で、毎年日本の総蓄積量（34.8億立米）相当が消費されている。（図表 2
－72）中でも世界の木材の 3割を消費するアジアに於いて中国は 2000年に 55百万㎥の
輸入を行っており、2008年のオリンピックに向けた活発な公共事業により大きな需要先
となっている。（図表 2－73） 
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図表2-73：中国の木材生産量と輸入量の推移

 

日本の林業は、巨大の林業資産を持ちながらも、国際交易条件の悪化の下で、輸入材へ

太刀打ちが困難であり、経営的にも苦戦を強いられている。米国の林業巨大企業の世界

戦略を見るとき、果たして、日本の森林組合の大型化、個人事業主の共同化を前提とし

た必死の合理化で、どこまでやれるのか、又、日本の大手林業会社さえもが、自ら育林、

伐採、製材する領域で、どこまで対抗できるのかは、よく見極める必要があろう。最後

に木材価格資料を参考に示す。（図表 2-59） 
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図表2-74：山元立木価格、丸太価格、製材品価格の推移
（昭和30年～平成14年）

平成16年度 森林白書より
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高知県の林業 
 

高知県は森林県である。県土の 84％が森林で占められ、戦後復興期以降には、林業が大
いに栄えた歴史を持っている。 
森林面積は、590千 ha、蓄積量は 122百万立米（日本全体の 3.4％）で、民有林が 79%、

国有林が 21%である。（図表 2－75） 
 

図表2-75：森林資源現況（平成15年度末）

計 人工林 天然林等 計 人工林 天然林等

590,375 468,450 296,687 171,763 121,925 92,104 29,821

100% 79% (63) (37) 21% (73) (27)

122,257 101,122 81,606 19,516 21,135 16,957 4,178

100% 83% (81) (19) 17% (80) (20)

民　　有　　林 国　　有　　林

面積(ha)

蓄積(千m3)

区分 総数

[資料] 民有林：高知県森づくり推進課、地域森林計画書、国有林：四国森林
管理局、地域別の森林計画書

注）内訳と計は端数処理のため、不整合の場合がある。

高知県森林局HPより
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図表2-76：民有人工林の齢級配置
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平成１５年度

高知県森林局HPより

 

民有人工林（全森林面積の 50％）の齢級分布は（図表 2－76）のとおりで、伐採適齢
の齢級 10（46～50年生）以上の森林は 50千 ha足らずで、民有人工林全体に対して、
16％程度となり、日本全国の 20％よりは少ない割合となっている。しかし、齢級８，９
（36～45年生）合計で約 100千 ha、又、6,7（26～35）齢級合計で約 90千 haあり、
今後 20年間は充分な資源に恵まれているといえる。 
林業振興に向けて、高知県は森林局予算を 2004年度は、185億円内外を計上し、間伐

促進、林道、作業道の整備拡充を図ってきた。 
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林業を担っている主体について見ると、林業労働者数は業況の厳しさから、年々減少を

続け、2003年には、1,914名（1996年 3,075名比 38％減）2,000人台を割り込み、65歳
人口比率は、46％となり高齢化の進行は、日本全体の 25％を大きく超えている（図表 2－
77）。 

 
 

図表2-77：森林労働者数の推移

林業労働者数の推移

区　　　分 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年

１０歳代 8 2 2 5 5 13

２０歳代 87 85 80 74 81 115

３０歳代 161 158 148 146 132 152

４０歳代 360 318 294 251 237 251

５０歳代 664 633 572 530 509 504

６０歳代以上 1,231 1,139 984 933 880 879

合　　 計 2,511 2,335 2,080 1,939 1,844 1,914

平均年齢 56.6 56.6 56.4 56.7 57.1 55.8

[資料] 林産業等（労働力・機械器具）の実態調査

　　　　　単位：人

高知県森林局HPより
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図表2-78：高知県森林組合連合会の概要

高知県森林局HPより

図表2-79：森林組合の概要

森 林 組 合 の 概 要 　   （ 単 位 ： 千 円 、 人 ）

区   分 １ ０  年 １ １  年 １ ２  年 １ ３  年 １ ４  年

組 合 数 3 3 3 3 3 2 3 2 3 2

払 込 済 出 資 金 額 1 , 6 4 6 , 9 4 4 1 , 5 3 5 , 9 1 4 1 , 7 1 7 , 2 8 8 1 , 8 0 1 , 6 2 8 1 , 8 3 6 , 9 7 6

組 合 員 数 4 0 , 1 3 4 4 0 , 1 0 8 4 0 , 0 8 0 4 0 , 0 1 4 3 9 , 3 3 5

作 業 班 員 数 1 , 2 4 9 1 , 2 3 9 1 , 1 8 2 1 , 2 9 4 1 , 1 1 6

[資 料 ]  高 知 県 森 林 組 合 一 斉 調 査 と り ま と め

高知県森林局HPより

 森林組合は、2002年に 32組合を数え、林業の基幹的な経営体として、努力が積み重
ねられているが、組合員加入率の伸び悩み、作業班員数に減少（2002年で 1,116人と 5
年前に比べ 11％減）と高齢化に直面して厳しい状況にある、こうした状況に対処する為、
日本の他地域の森林組合と同様に広域合併により、事業量拡大、多角化、払込済出資金

合額の充実による経営基盤の強化を指向している。 
 又、高知県森林組合連合会は高知市に本部を置き、県下に５ヵ所の木材共販所を開設

する等流通の合理化その他傘下森林組合の経営支援を行っている。（図表 2－78，79） 
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 さて、木材産業の動向はどうであろうか。 
県内の木材産業（木材、木製品）の製造品出荷額（2002年）は 290億円で、県全体の製

造品出荷額の約 5％を占める産業である。事業所数は、290 事業所（2002 年の内訳は製材
164、木材チップ 54、木製品工業 85）だが、1996年当時の 404事業所に比べ 28％の減で、
製材事業所は毎年 10事業所ほどが廃業している。（図表 2－80） 

図表2-80：木材産業事業所数の推移

9年 10年 11年 12年 13年 14年 備考

製材 216 201 187 179 173 164

木材チップ 71 69 62 61 57 54 兼業含む

木製品工業 106 98 98 90 95 85 ※１

製造品出荷額（億円） 528 453 368 336 304 290 ※２

木材市場（原木） 11 11 11 9 8 8 森連共販所を含む

木材市場（製品） 6 5 5 5 6 6

[資料] 農林水産省　統計情報部「木材需給報告書」、高知県企画部統計課「高知県の工業」

 ※１：木製品工業＝（木材・木製品（家具・装備品を除く）＋家具・装備品）

                   －（一般製材＋木材チップ＋金属製家具）

 ※２：製造品出荷額＝（木材・木製品（家具・装備品を除く）＋家具・装備品）

                   －金属製家具

区　分

高知県森林局HPより
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林業粗生産額の推移は（図表 2－81）のとおりで、近時、1989 年バブル絶頂期に、340
億円程度のピークを記録した後、激減しており、2000 年には、114 億円にまで落ち込み、
2001 年以降 100 億円を割り込み、更に減少が続いている。2000 年の林業粗生産額の内訳
は、木材生産 102億円、薪炭生産 2.2億円、きのこ類 10.0億円だが、一部で有望視されて
いるきのこ類も減少傾向である。 

図表2-81：林業粗生産額の推移（高知）

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

 
こうした中で、県内木材需給を見ると、国産材の供給比率が 63％（外材比率は 37％）程

度をここ数年維持しており、日本全体の外材比率 82％（自給率＝国産材比率 18％）に比べ
て国内材が健闘している。又、県内生産材の 75％は県内消費（県外移出は２５％）高知県
林業は、輸送コストや県外マーケッティングの脆弱性などから県内需要充足産業として事

業努力を重ねているように見える。 
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漁業の動向：日本の漁業 
 
日本の漁業生産高の推移は、（図表 2－82）のとおりで、1982年に 2兆 9,772億円でピー

クを打ち、’85 年までは高位横ばいであったが、それ以降、減少傾向に入り、2003 年には
ピーク比 47％減の 1兆 5,908億円となっている。又、生産量は’84年に 1,282万トンピーク
を打ち、2003年には約半減の 574万トンに下落した。 
供給減の背景には、1985年のプラザ合意による大幅円高基調への転換、海洋国際条約の

動向、日本人の食生活の変化（図表 2－83）、輸入の拡大、そしてその結果としての漁価の
低迷、又、漁業資源水準の低下、そして、このような環境の激変に対応しかねている弱小

漁家の存在等、様々な要因が挙げられる。 

農林水産省HPより

図表2-82：漁業部門別生産量等の推移
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農林水産省「平成16年度 水産の動向に関する年次報告」より

図表2-83：食料支出に占める外食費等の比率の推移
（全世帯・全国）
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図表2-84：目的（価値）実現手段の種類

農林水産省「平成16年度 水産の動向に関する年次報告」より  
 
 
 

漁業形態別に生産額をみると、沖合漁業の落ち込みが極めて大きく、遠洋漁業がそれ

に続き、沿岸漁業は微減横ばい、海面養殖業は傾向的には増加していたが、ここ数年停

滞感がある。 
魚介類の需給関係について、ここ 10 年の動きを見ると、常に供給過剰であり、その

背景には輸入額の傾向的増加が見られる。（図表 2－84） 
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図表2-85：水産物の主要品目別輸入量及び金額推移

農林水産省「平成16年度 水産の動向に関する年次報告」より

 
 
 
一方、日本は世界最大の水産物輸入大国で、世界の水産物貿易額の 26％を占め、輸入品

目はエビ、マグロ他の６魚種で輸入額の半数を占める。輸出国は、第一位タイ、二位中国

で、中国は世界輸出の 7％のシェアを有するにいたった。 
こうした状況下で日本の魚介類の自給率は 2003年に 57％となり、1991年の 71％に比べ、

14％減少となっている（図表 2－86）。 
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農林水産省「平成16年度 水産の動向に関する年次報告」より

図表2-86：食用魚介類の自給率等の推移
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図表2-87： 漁業就業者数の推移

農林水産省「平成16年度 水産の動向に関する年次報告」より

 

漁業従事者の推移を見ると、2003年で 23.8万人と、1993年 32.5万人に比べ、27.0％
の減となっている。又、60歳以上の高齢化率は、2003年 45.9%（65歳以上は 33.8％）
であり、1993年の 60歳以上 33.9％（同 18.8％）と比べると、12.0%（同 15.0％）増と
なっている（図表 2－87）。 
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図表2-88：漁業、農家及び全国勤労者世帯の所得の推移

農林水産省「平成16年度 水産の動向に関する年次報告」より

 

 
 

漁家の所得の動向を見ると、総所得ベースでは、全国勤労者世帯所得と同等である。

しかし、純粋な漁業所得を見ると、漸減傾向にあり、2003 年では、2,710 千円となって
いる（図表 2－88）。 
次に、沿岸漁船漁価と海面養殖漁家の経済状態の推移を（図表 2－89）でみてみると、

2001 年で、養殖魚家が沿岸漁家に比べて 3 倍（6,869 千円÷2,257 千円）の漁業所得を
上げている。又、いずれの場合も市況、不漁、豊漁等の影響を受け、所得水準は不安定

な動きを示している。 
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図表2-89：沿岸漁船漁家の経営状況の推移

農林水産省「平成16年度 水産の動向に関する年次報告」より

図表2-90：海面養殖漁家の経営状況の推移

農林水産省「平成16年度 水産の動向に関する年次報告」より
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高知県の漁業 
 

2002年の漁業生産額は、525億円で全国の 3.3％を占めているが、1984年に 1,000億円
超でピークを打った後、1985年以降は傾向的下落を続け現在に至っている。 

図表2-91：漁業生産額の推移（高知）

日本銀行高知支店「高知県経済の現状・課題」より

 

 
2001年の県内総生産に占める水産業の位置づけは、272億円で 1.1%を占めるに止まって

いる。この不調原因は、日本全体の漁業動向で説明した内容と同じである。 
こうした中で漁家経営において漁家と密接な関係を保ちつつ相当の活動を期待されてき

た漁協は、経営体質及び経営指導力において脆弱性が否定できず合併等による組織強化の

過程にある。 
一方、漁業就業者人口の状況を見ると 2002年では、僅か 5,910人（自営人口 6割、雇わ

れ人口 4割）まで落ち込んでおり、1993年に比べて 27.4％の減となっている。又、高齢化
も進んでおり、2002年の 60歳以上の比率は、男性就業者の 44.2%（2001年は 42.4％）に
及び、1993年の 31.5％に比べ、高齢者の割合は一段と進行している。 
漁業経営体数は（図表 2－92）のとおりで、この 10年間に 14.7％減少し 2002年には 3,580

経営体まで減少した。 
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図表2-92：漁業経営体数と生産額の推移

 
漁家の収入水準と経営形態を 2001年の沿岸、沖合漁家 3,566（沿岸 3,550、沖合 13）経

営体についてみると、（図表 2－94）のとおりで、それをまとめると次のようになる。これ
をみての分るように大多数が弱小個人経営で経営力・資金力両面からグローバルコンペテ

ィションに曝された事業のプレイヤーとしては相当の困難を負っている。 
この 10 年間（1993－2002 年）の魚種別・漁業形態別動向を減少額の多い順に生産額ベ

ースで見ると、マグロ延縄の 138億円減（58％）、沿岸漁業の 106億円減（23％）、河川漁
業の 31 億円（66％）、かつお一本釣り 25 億円（30％）、内水海面養殖 22 億円減（68％）
となっている。 
経営体当たりの生産額の動向は、（図表 2－92－（Ⅲ））のとおりで、ｋｇ当たりの単価の

動向は、（図表 2－93－（Ⅴ））のとおりである。 
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図表2-93

2002年の高知県の魚種別生産額トップ 5を見ておくと第 1位マグロ（158.2億円）、2位か
つお（82.5億円）、3位金目鯛（17.8億円）、4位さば（13.2億円）、まいわし（7.7億円）
となっている。トップ 5の魚種の帰趨が高知漁業の盛衰を担っている。 

図表2-94

1003566合計

14.1500400万以上

46.11645150万以上～400万未満

39.81421150万未満

構成比漁家（経営体）数漁業所得
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図表2-95 
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高知県は 700ｋｍの海岸線に、90の漁港を擁し、又、外洋直面型の港が多いことから
港湾施設建設・維持コストは高い。この点は県港湾局の予算の中に占める漁港関連予算

が概ね 6割を超えて毎年永年に亘り 80－100億円が費やされてきており、その累積投資
額は膨大である。’98年以降県は緊縮予算運営に切り替えてきており、海洋局予算も削減
され、漁港関連予算も減少はしているが、その構成比は概ね 6 割を維持している（図表
2－96）。 

図表2-96：海洋局当初予算額の推移 
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高知県は、漁業が直面する問題に対処すべく、（図表 2－97）のような対処必要項目ご
との予算措置を行っているが、産業政策面から見た実効は出ていない。 

図表2-97：平成16年度海洋局主要施策体系表
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公経済の動向：戦後日本政治経済の推移 
 
戦後復興期を経て、1955年には生産水準が戦前平常時に復帰し、それ以降重化学工業を

基幹産業としなら競争力をつけ、貿易・資本の自由化をも実現しつつ、経済の高度成長を

達成し、その後、1973年の第一次オイルショック、1978年の第二次オイルショックも吸収
し、安定成長路線にシフトした。1980年代後半の過剰流動性によるバブル期の実体経済と
遊離した活況も、1990 年初にバブル崩壊を迎えた。そして、1990 年代に入り、景気は’91
年 5月をピークに後退局面となり、その後、景気回復の局面はあったものの、1990年代は、
「失われた 10年」と呼ばれることとなった。 
この間、1996年からの橋本内閣では、財政再建と行政改革を進めたが、消費税問題と経

済失速により、小渕内閣に代わり、それに続く森内閣は、積極財政による景気回復を目指

し、国債発行高増加を背景とした政府財政支出を急速に拡大していった。 
2001年の小泉内閣の誕生によって、政府財政支出によるケインズ的景気回復策だけに頼

るのではなく、供給側の改革による経済再建を目指し「改革なくして成長なし」のスロー

ガンの下で、現在に至り、デジタル家電、自動車、鉄鋼等の活性化と、対中国貿易の活況

にも助けられ景気は、00 年を底に、明るい方向が見え長期にわたる景気回復を実現しつつ
あるが、地域・業種によってまだら模様の回復であり、地域間格差は一層開いている。 
さて、’03年月の第二次小泉内閣の発足の折に小泉氏と反対勢力（特に亀井氏）の政策の

差は下記のとおりで、依然として日本では、ケインズ理論による経済政策が根強い支持を

得ていることが分る。 
 
             不況脱出の処方箋 
① 小泉路線：「改革なくして成長なし」：財政支出絞込み：供給側改革強化 
② 亀井路線：「積極財政」     ：財政支出積極化：有効需要創出 

 
景気対策において、政府財政支出に依拠するか（財源がない場合は国債発行も可）否

かに関して、米・英では、’80年代のレーガノミクス、サッチャリズムにおいて比ケイン
ズ的経済政策、特にサプライサイドに重点を置いた施策に傾斜しており供給サイドの競

争力を以下に強めるかに重点を移している。 
従って、政府長期債務残高の水準（対ＧＤＰ比）は、日本が極めて高い。尚、米国は、

80年代以降比率が高く、又、’91年以降増加しているのは、レーガン時代の強いアメリカ
政策による軍事予算と湾岸戦争の影響によるもので、それを除くと、日本に比べ低い水

準になっている。 
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公経済とは何か 
 

ここで言う「公」とは公共部門のことを指しており、公共部門の構成は図表 2－98 のと
おりである。このうち本論文では、中央政府と地方政府の一般会計を公経済の範囲として

主に議論の対象とする。 
 
 

 

図表2-98：公共部門の範囲と分類 
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公経済の重要な財源としての国債（公債）の動向 
 

まず、景気動向と景気対策としての財政投入、及びその財源としての国債発行高の動向を

概観しよう。 

図表2-99：1990年代の景気動向

山
1991.2

谷
93.10

山
97.3

谷
99.4
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図表2-100：公債発行額の推移 

 財務省HP より 
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図表2-101：政府資本支出の位置

 

公経済の規模は、均衡財政下では歳入の大きさで決まり、それは経済の規模と税制によ

って大勢が決まる。戦後日本は、戦前・戦中の財政節度の破壊がもたらした不健全性を認

識した上で財政運営をすることを旨とし、均衡財政を行なってきた。しかし、1964年は、
IMF8 条国への移行、OECD への加盟により「開放経済」移行の年であり、又、東京オリ
ンピックの開催年であったが、この年の国債発行高は初めて 1,000億円を突破し、翌 1965
年には日本経済が戦後最大の不況に突入し、金融政策（金融緩和と利下げ）と財政政策の

積極化を行い、その財源として国債発行高は 3,000 億円となったが、景気は更に深刻度を
増した。 
 その後、1966年以降、「いざなぎ景気」による拡大が続き、1967年には、GDP規模が自
由世界 2位に上昇して、経済大国への道を進んで行くが、1973年の第一次石油ショックの
翌年には、国債発行高が 3.1兆円となり 1980・82年には 15兆円まで近づくことになった。 
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国債発行高は、1980、1982年にいったんピークを打った後、財政再建の見地から赤字国
債発行＝ゼロを政策目標の一つとして取り組み、’87年以降は好況局面での税収増にも助け
られて、1989～91年には国債発行額が 7兆円レベルまで下がり 1990年には赤字国債発行
＝ゼロを実現した。 
 1990年初のバブル崩壊以降、1991年 2月を景気の山とし、1993年にかけて、不況期に
突入する。その後 1993年 10月を景気の谷として、好況期に入るものの、景況は強さを欠
き、ケイシジアンの宮沢内閣以降の歴代内閣は、積極財政による景気の浮揚を政策の基本

とした結果、国債発行差高は増加の一途をたどり、1996年には 23.5兆円にも達した。 
 1996年にもなると橋本内閣は景気が回復したと判断して、行財政構造改革にも着手し、
1997年 4月には、消費税 5％への引き上げを断行し、国債発行額は 1997年で 18兆円レベ
ルまで低下した。しかし、1997年 3月を景気の山として深刻な不況に突入し、橋本内閣の
行財政改革路線は頓挫した。 
 橋本内閣後の小渕（1998 年 10 月発足）、森（2000 年 5 月発足）両内閣は、橋本内閣の
行財政構造改革路線を放擲して、積極財政による景気対策に邁進し、1999年の国債発行高
は 38兆円に上った。 
この様な政府の財政政策の結果、公債（国債＋地方債）の債務残高は 2005年には 744兆

円に及んでいる。(図表 2－102) 

図表2-102：国及び地方の債務残高の推移

高知県総務部財政課「平成１７年度当初予算と高知県の財政状況（平成17年2月18日）」より
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図表2-103：政府（国・地方）の長期債務残高対GDP比の推移

 
また、国の歳出規模とその財源の推移は図表 2－104の通りで、長期不況による国税収入

減少下で、公債の発行額を増加させる事により、国としての歳出規模を拡大し公共投資を

含む景気対策を積極的に展開してきた様子が見て取れる。 
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図表2-104：国の歳出規模と税収、公債発行額の推移

高知県総務部財政課「平成１７年度当初予算と高知県の財政状況（平成17年2月18日）」より
 

 
公共工事の意義の再検討 
 

国債によって調達された財源が公共工事として景気対策に投入されている状況を図表 2
－101で見ると国債発行の戦後～80年代までのピークである 80年には 23.2兆円、90年に
は 28.8兆円、97年には 39.4兆円となっている。 
公共事業が景気対策に利用される理由としてこれまで挙げられていたのは①乗数効果が

高く、②社会資本の充実に寄与し、③地方・地域の仕事（雇用）の創造が容易である事が

挙げられた。景気対策における公共工事の意義と財源確保の関連をまとめると以下の通り

である。 
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図表2-105：景気対策に於ける公共工事の意義

 
 

しかし、公共工事の景気対策としての適切性を現時点で再度検討する場合、まずその本

来的目的である社会資本の不備是正が現在においてもなお最も優先度が高いのか、検討を

要する。また、1995 年 12 月の「財政の基本問題に関する政策」にもあるとおり「社会資
本の整備に際しては、そのコストとベネフィットを比較衡量する必要があり、整備された

社会資本から生まれる便益が果たして将来世代の負担に見合う程のものかという検証が不

可欠である」と言う主張に充分耳を傾ける必要がある。 
つぎに、経済的効果という点では高齢化社会における政策目標としての社会保障や、医

療・保険、もしくは技術革新の為の開発投資、または教育投資における経済的効果、更に

は、食糧自給率向上の為の農業事業競争力強化のための投資、または自然エネルギーシス

テムへの投資等、様々な今日的政策課題と比べて土木建築を中心とした公共事業が経済的

効果に於いても優位性があることが立証されなければならない。 
そこで景気対策の要件をまとめると次の通りとなる。 
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図表2-106：景気対策の要件

 今後の景気対策として供給側を強化すると言う欧米流の流れが必用かつ有用だが、有効

需要理論に基づく需要サイドからの景気刺激策も、現下の経済状況では、併用は不可欠で、

その際には上記の表における②③④の要件を充分考慮して、公共工事に偏重しない財政投 
資を実施すべきである。 
 

公経済が直面する課題 
 

 公経済が直面する課題をまとめると次のようになる。 

図表2-107：公経済の直面する課題

長期の不況

744
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  高知県財政の動向と課題 
 
地方財政を議論する場合、地方財政が担うべき役割が何であるかまず明確にしなければ

ならない。 

図表2-108：国・県・市町村の役割分担

 日本の地方行政は上記のような国の法令等で決められた役割分担に基づき行政が行われ

ている。 
それぞれの役割の執行レベルに関しては、地域によって国民が享受する行政サービスレ

ベルに公平性を維持する為、地方税、地方交付税、補助金等の仕組みを通じて国からの財

源移管を行っている。 
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図表2-109：高知県の歳入構造

 
 
 
高知県の財政歳入構造と全国のそれとを比較すると図表 2－109の通りで、高知県の特徴

は下記の通りである。 
・ 自主財源比率が 29パーセントと著しく低い（全国：46％） 
・ 当然、依存財源が 71％と大きくなり、うち、地方交付税依存割合が 35％（全国 20 
と高い。 

・ 税収に占める法人・県民税と法人事業税の人口一人当たり税収額は東京都の９分の１、

愛知県の 3.7分の１と極端に低い。 
 

 
 
 
 
 

この様に自主財源比率が低い県における三位一体改革（図表 2－110）は、地方政府の財
政支出目的の自由度が増すというメリットがある反面、財政規模の減少につながる懸念が

あったが、2005年度（平成 17年）県一般会計予算規模は 4,521億円となり 1999年の 6,490
億円に比べ 1,969億円（約 30％）減となり（図表 2－111）、又、三位一体改革の影響によ
る 2003年と 2004年の財源の減少は概算で 233億円内外と見られ、極めて大きい（図表 2
－112）。 
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図表2-110：三位一体の改革とは

 



 128

図表2-111：県財政の規模と県債残高の推移

高知県総務部財政課「平成１７年度当初予算と高知県の財政状況（平成17年2月18日）」より

図表2-112：高知県の地方交付税（＋臨時財政対策債）の推移

高知県総務部財政課「平成１７年度当初予算と高知県の財政状況（平成17年2月18日）」より
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又、県債残高も 2005年度で 7878億円が見込まれ、2005年度県財政規模の 1.74倍強と高
く、又、債務返済期間の長期化等も実施し、極めて不健全な状態に立ち至っている。県の

公共事業支出である普通建設事業費は 1996 年に 2201 億円とピーク時と比べ、2004 年は
1073億円となり、半減以上の大幅減少となっており、県土木建築業界への影響は極めて大
きい。 
 以上の動向把握に基づく県財政の課題は、 
・ 税収基盤の脆弱性（有力法人の不足） 
・ 依存財源比率が 70％と多く三位一体政策のデメリットが加速 
・ 過去の債務超過額が年度予算の 1.74 倍となり、債務負担が過大。金利動向によっては
財政危機が加速 

・ 県景気状況の厳しい折柄、財政的に思い切った追加投資は打ちにくい。 
・ 普通建設事業費の激減が響き、土木建築業の経営に大きな影響。又、土木建設労働者の

雇用確保も課題。 
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２－４ 地方産業・経済衰退メカニズム 
 
 ２－３に於いて、地方の直面する課題の実相を精細に検討したが、ここではその事実認

識に基づき、地方産業・経済の衰退メカニズムについて考察する。 
 
２－３－１で地方と一次産業、特に木材産業がグローバリゼーションの展開の中で大き

な打撃を受けたことを示したが、戦後から現在に至る円高の進行と用材自給率の推移をみ

ると、円高の進行と自給率の低下の間に強い相関が見られる。 
つまり地方産業・経済衰退メカニズムを解く鍵がここにあり、円高の進行に象徴される

グローバリゼーションの進行に対して、適応行動を取らなかった、ないし取りえなかった 
ことが、地方産業・経済を衰退させた大きな要因であった。 

 

ここで図表 2－114に即して、地方産業・経済衰退メカニズムの解明をしておこう。 
① 日本は、戦後復興を終えて、1955年ごろから工業優先の経済政策を採用し、② 工 
業経営による超過利潤を形成した。 ③ その超過利潤を原資にした補助金・交付金

を地方及び弱小産業分野へ配分した結果、地方における自立的競争力のある経営構築へ

のインセンティブが弱体化し、一方では、④ 地方産業における土木建築業比率と公的

サービス業比率の高度化をもたらし、農業面では米作中心化が進行した。 ⑤ こうし

た中で 1985年のプラザ合意により、⑥ 大幅な円高の進行が国内産品の競争力を激減さ
せたが、⑦ 上記、③、④の状況から、地方産業の多様化と競争力ある一次産業生成展

図表2-113：日本木材産業のグローバリゼーリゼーションによる打撃 
（用材自給率と対米為替レートの推移） 
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開を阻害し、⑧ 一方、県は、予算獲得とその公平な配分機構に終始した結果、産業政

策形成能力を衰退させた。⑨ 以上の結果、地方の状況対応能力を低下させるに至った。

これが、地方産業・経済衰退のメカニズムである。 
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1）工業優先の経済政策採用：1955-60～

2）工業製品貿易・資本取引の自由化：63-64～

3）対米黒字拡大→71：ﾆｸｿﾝｼｮｯｸ、73：変動相場制
81：ﾚｰｶﾞﾉﾐｸｽ

4）プラザ合意：大幅円高へのシフト：85/9
（260円台→120円台へ）

5）日本の工業製品競争力を維持

6)外国製品（農業、木材、漁業他・・・）
価格が半減→輸入価格半減

7）国内産品の競争力激減

15）バブル崩壊後、橋本内閣による
財政再建と行政改革の動き→
消費税値上問題で頓挫：96-98

17）小渕・森内閣による景気回復策
＝積極財政の復活：98～2000

27）地方保有の経営資源を
有効活用する経営の導入と

産業政策の同機投入。それ

による地方産業活性化と

地方経済自立化の実現

8）工業経営による超過利潤形成

9）食糧管理法：’42適用 10）補助金・地方交付税による地方
及び、弱小産業分野への財源配分

11）公共投資（農林漁業土木等）

13）土木建築業中心の
産業構造

12）米作単一農業への
傾斜

24）県は予算獲得と公平
な配分機構として作動→
産業政策形成力低下

14）地方に於ける多様性ある産業、競争力
ある一次産業業の生成展開を阻害

16）状況対応能力低下

18）産業・財政の根本改革の
インセンティブ低下

23）グローバリゼーションと知価
経済に対応した自立的な産業活性化
が必要

26）これ以上対症療法的な対応では
財政・産業共にもたない

21）財政に関する
三位一体改革

22）高齢化の進行

20）小泉内閣による構造
改革路線の登場
「改革なくして成長なし｣
：2001～

19）バブル崩壊後、工業経営による
超過利潤で地方経済をまかなえ
なくなった。

25）県は政策立案・展開能力、
効率化実現能力も問われる。

⑤

⑥

⑧

②

⑦

①

１０

③

図表2-114：地方産業・経済衰退メカニズムの解明
地方産業・経済の衰退は、‘８５年
プラザ合意・’90年バブル崩壊後
の円高とデフレの中で、
グローバリゼーションに対応した
経営システム構築を怠った結果
である。

④

⑨
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第 3章  地方産業・経済自立化モデルの構築・実践・検証 

― 高知県木材産業による実証的検証 ― 
 

３－１ 緒言 
 
 これまでの検討を踏まえて、以下の諸点について順を追って考察する。 
１．まず、「これまで何故、地方活性化が旨くいかなかったのか」の要因を明らかにした

上で、その要因を解決する諸方法を考察する。 
２．次に、諸方法のうちその出発点となる地方産業・経済活性化のための普遍的解決モ

デルを提唱する。 
３．普遍的解決モデルの出発点は、地方経済の自立化を実現させるための量的影響力を

持った産業（その基礎としての資源）の再発見・選定とである。この点について、「地方に

内在する経営資源の発掘方法」を考察する。日本の木材産業は、不振を極めているが、外

材に占有された（占有率約 80％）極めて安定した国内市場を有しており、この市場は国内
材の拡大が可能な有望市場である。また、全国レベルで森林蓄積量が充実してきており、

地方の経済規模から見ると、木材産業の活性化が地方経済に与える影響力は少なくない。

一方、高知県木材産業も現在、不振を極めているが、全国８位の森林蓄積量を誇り、地方

経済自立の為の経営資源として量的影響力を有し、素材生産、製材、建築等、産業として

の裾野が広く、全県域にわたる雇用拡大可能性が高いため、地方経済自立化を実現する産

業としての資格を有している。 
４．地方活性化に不可欠な「行政姿勢の革新」について考察する。 
５．わが国「木材産業の衰退メカニズム」を検討する。 

 ６．そこで、かつて隆盛を極めた日本の木材産業が、いかなる要因で衰退したのかにつ

いて、戦後６０年の歴史を４期に分け、夫々につき、①経済・社会的環境 ②経営資源の

動向 ③公的産業政策・行政施策の状況 ④事業モデル(①～③を前提にした)を明らかにし、
旧モデルの失敗要因を精細に分析し、その結果に基づき、新成功モデルの理論的構築を行

なう。 
 ７．新成功モデルの理論的構築を受けて、現在の外部環境を前提にし、国内市場への本

格的再参入を実現するために、外材に対抗して競争力ある事業構築の具体策を考察した。 
木材産業活性化の根幹は、次のとおりである。第一に、木材産業のサプライチェーン（Ｓ

Ｃ）の中流に位置し、最も付加価値の高い製材業の強化。具体的には、ＳＣの短縮一貫化

と機能効率化による価格競争力を強化して、収益力強化を実現。第二に、この収益力を背

景に、山元への資金配分力を強め、立・原木等の素材調達ルートの多様化、直接伐採部隊

の設立等により素材の安定・大量確保体制の構築。第三に、顧客に対して競争可能価格に

よる安定大量供給態勢を構築。第四に、木材関連Ｒ＆Ｄ投資による差別化と木材利用率の
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高度化を継続的に展開。第一から第四の施策が相俟って国内市場占有率を上げる好循環の

形成。 
 ８．次に、課題解決モデルの実践的検証を行うため、高知県木材産業の活性化に向けて、

新成功モデルを、高知県の製材所に具体的に適用した。それと平行してその他の製材所へ

新成功モデルの適用を、今後、指向する。 
 ９．高知県木材産業活性化の可能性確認に続いて、次に、それが高知県経済活性化・自

立化にどのように、またどの程度、貢献するのかについて、考察する。 
高知県木材産業は新成功モデルの適用により損益分岐点が改善する。そのマクロ経済的

効果として木材供給曲線の引き下げにつながり、全国市場において競争力が強化され、市

場占有率を引き上げる（図表 3-1）。 
 その結果、山元の素材供給力(永続的再生林としての)に見合う素材生産量増とそれに見合
う製材・乾燥生産量が増加し、この双方に関連する雇用と売上高の増加が直接的に見込ま

れる。これらの増産による波及効果により、雇用で 6,000 人(就業者総数の 1.5％)程度、Ｇ
ＤＰで 1,000 億円(ＧＤＰ比 4.2％。なお、素材生産分は製材の投入として調整)程度の増加
が見込まれ、新成功モデルを援用した民間の経営努力と適切な公的産業政策の協働により、

高知県経済は自立的発展の契機をつかむ可能性がある。 

  
 

70 

物価水準･価格 

産出量･所得 

国内需要線 

現状の国内材供給線 

外材供給線 

国内製材企業の総費用線 

国内製材企業の総費用線 
を一貫化･合理化で引下げ 

改善後の 
国内材 
供給線 

外材 
市場占有率 
＝８０％ 

国内材市場占有率 
上昇＝４６％（概算値） 

国内材市場占有率 
＝２０％ 

図表 3-1 国内外供給者の市場占有メカニズムと国内供給者の市場占有拡大活動 

価格 
決定 
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３－２ これまで地方活性化が旨くいかなかった理由  
 
 これまで様々な方法で地方産業の活性化が試みられてきたが、かなりはっきりとした結

果がでており、活性化が奏効した地方と、高知県をはじめとして、これまで試みられてき

た活性化施策が、旨くいかなかった「取り残された地方」が厳然と並存している。 
 では、なぜ旨くいかなかったのだろうか。その点に関して、図表 3-2に従いながらその理
由を究明し、対策を検討し、更に活性化に向けた方法を考察する。 
地方産業が最適に経営（Optimized management）されれば、活性化は可能である。し

かし、何が Optimizeを阻んでいるのか、について検討する。 
 

36

図表3-2:これまで地方産業・経済活性化は旨くいかなかったが、それをどう突き崩すか

現状の

地方産業

Optimize
を実現し、

活性化

された

地方産業
経
営
者
・従
業
員

の
経
営
努
力
脆
弱

県
等
の
行
政
機
能
＝

予
算
獲
得
と
配
分

事
業
強
化
・再
建
・

経
営
知
識
不
足

事
業
・産
業
発
展

シ
ナ
リ
オ
形
成
力
脆
弱

Optimizeを阻んでいる6つの理由＝6つの山

意
義
の
理
解
と

自
信
の
共
有
化

6
つ
の
山
を
ど
う
突
き
崩
す
か

４．行政姿勢の

革新：産業政策

立案と展開の

意志・能力保持

３．地方産業

活性化の為

のシナリオ

の構築と説明

③シナリオ

に基づく

具体的経営

改善行動

１．行財政

改革による

外的圧力

２. 地方保有
資源を経営

資源として

再発見

補
助
金
依
存
体
制

の
再
生
産

５．事業経営革新

の実践を地方で

具体的に展開

補助金経済の問題点
補助金経済脱却に際しての問題点

④

従業員の

意志と能力

の鍛錬

①心ある

経営者と

革新シナリオ

の合意

②

役人の

参画・

経営層

育成

⑤

役人との

情報共有

⑥

改善実績

共有

⑦

改善

結果の

配分

１ ２ ３ ４ ５ ６

⑧

地方産業

への

波及

 
 現状の地方産業にとっての最大の問題点は、補助金経済によってもたらされた問題点で

ある。その内容は、① グローバル化の進展に代表される環境変化に対応した自立的経営

体制の確立を産業側も官側も怠り、補助金依存体制を再生産しており、② その結果、事

業経営者・従業員の経営努力が脆弱化し、③ 地方における官の代表である県及びその他

の官の行政機能も、在来型の予算獲得とその配分の能力と意志に拘束されており、政策形

成・展開能力に相当の限界があるということである。 
 では、次のステップとして、補助金経済からの脱却が求められるが、これに関連し、3つ
の問題点が横たわっている。④ 今後、地方事業、及びその集合体である産業を発展させ
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る為のシナリオを構築する力が、官民共に脆弱である。⑤ 事業強化・再建のための経営

知識が十分ではなく、⑥ これまで自立的経営をしてこなかったこと、及び、未来に対す

るシナリオを保持しないが故に、最適化（Optimize）に関する意義の理解と自信の共有化
が出来ていない。 
 これら 6 つの障害を乗り越える為には、まず、１．現在の行財政改革による自立化への
外的圧力と補助金の削減が、自立への全般的インセンチィブ、又は圧力を形成し、次に、

２．産業活性化・自立化に向けて、地方保有資源の中から経営資源として利用可能なもの

を再発見し、３．地方産業活性化のための経営モデルを構築した上で、関係者に説明を繰

り返し、４．地方行政組織を、これまでの予算獲得と配分機能実行組織から、産業政策立

案と展開に向けた意思と能力を有する組織へと高度化を促し、５．２～４を踏まえて、事

業経営革新の実践を地方で具体的に展開する必要がある。 
 そこで、５．の「事業経営革新の実践を地方で具体的に展開」とはいかなる内容であろ

うか。 
① 心ある経営者と革新シナリオの合意 ② 当経営改善への役人の参画（見識の活用と

経営に関する理解の進化）と経営層の育成 ③ シナリオに基づく具体的経営改善活動 

④ 従業員の経営改善に向けた意思と能力の鍛錬 ⑤ 役人との各種情報の共有 ⑥ 改

善結果が出てきた際にその成果を協働性かとして共有 ⑦ 更に報酬やポジションという

形での改善成果の配分、を一貫して行うことである。  
 そして、こうした個別企業での成功例を地方産業に波及させ、地域経済の活性化を通し

た地方自立化の実現を指向するのである。 
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３－３地方産業・経済活性化モデルの考察と提唱 
  
３－３－１ 地方自立化（地方産業・経済活性化）の方法 
 

13

図表3-3：地方自立化（地方産業・経済活性化）の方法

１．中央官庁政策

活用型

第一次～五次

（ ’62’69’77’87’98）
全国総合開発計画

２．外部経済導入型

（民間企業誘致）

’60年代：重厚長大
産業（重化学産業）

’70年代：加工組立産業
’80年代：軽薄短小産業
（ハイテク産業）

リゾート産業

３．内部経済

活性化型

３－１．一品一村運動

村おこし町おこし

３－２．

当研究

の提案

地方産業・経済活性化とは何か→地方産出量（ＧＤＰ他）の増加・地方間格差是正

・交通網構築等の産業基盤構築に成果

・地方産業活性化への貢献は限定的

（新産業都市15箇所、工業整備特別地区6箇所、
定住圏構想300箇所、テクノポリス26箇所、
リゾート法40箇所）の成功例僅少）
・中央集権的アプローチへの反省

・行財政改革進展の中で中央・地方共に

公的投入財源限定的

・民間企業は日本の地方の立地因子に優位性発見

困難、地方政府は財源難から誘致政策展開困難

・これらの手法で活性化できなかった地方が残置

・地方活性化には必要な活動

・地方産出量の増加への貢献は限定的

・現在の外部環境を前提に地方に内在する資源を経営資源として

再発見し、それを生かしうる民主導の経営と結合し、この両者を

公的産業政策が支援するという、新たな産業活性化方策の提案

・地方産出量・雇用の有意な増加を達成し、地方内過疎化にも

対処した地方自立化を実現

それぞれの活動内容と評価

１．２．は一体的

に展開されてきた

何
れ
の
手
法
も
地
方
自
立
化
へ
の
貢
献
は
限
定
的

 
 
 地方産業・経済活性化の方法は大別して３つ考えられる。１．中央官庁政策活用型 ２． 
外部経済導入（民間企業誘致）型 ３．内部経済活性化型 である。 
それぞれの内容は、上記図表 3－3のとおりだが、１．に関しては「国土の均衡ある発展」 
を目指して、全国総合開発計画が１９６２年から、１９９８年に至り、五次にわたって実

施された。２．はそれぞれの時代の主導産業の成長を目的に、１．の政策意図と同機的に

展開されてきた。さらに、３．の内部経済活性化型では、一品一村運動や様々な村おこし

町おこしの活動が展開されてきた。 
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しかし、こうした様々な活動が約半世紀積み上げられてきた結果を見ると、手法の有効 

性が見られた地方とそうでない「取り残されて地方」が明確になり、高知県をはじめ、首

都圏・大都市圏から離れた遠隔周辺県（秋田、青森、徳島、鹿児島、和歌山、島根、岩手、

長崎、宮崎、など）は、地方産業の活性化・自立化とは程遠い状況にあり、また、今後そ

こから抜け出すシナリオ・モデルも形成されていない。こうした地域にとって、１．２．

の方式は必ずしも有効ではなく、３．の一品一村運動等（内部経済活性化型タイプ A）の方
式は、地方経済活性化への貢献度（産出量の有意な増加）の点で力不足であった。 
そこで、３のタイプ A の一品一村運動等とは異なり、地方経済活性化の量的貢献性を具

備した、新たな方式として内部経済活性化型タイプ B を提案したい。その内容は、現在の
外部環境を前提に地方に内在する資源を経営資源として再発見し、それを生かしうる民間

主導の経営と結合し、この両者を公的産業政策が支援するという、新たな産業活性化方策

の提案であり、この方式により、地方産出量・雇用の有意な増加を達成し、「取り残された

地方」に於いて進行する過疎化にも対処しうる地方自立化の実現が期待できる。 
 
 図表 3-5に即して１～３の方法に関し、もう少し詳細に見ておこう。 
 ３つの方法を評価する４つの視点を縦軸に取っているが、それは、① 特定地方に存在

する優位性ある立地因子の有無、 ② 収益計上可能な経営システムの有無、 ③ 中央

政府財源に裏打ちされた政策的意思（地域均等発展・過疎化対策）の有無、 ④ 地方政

14

図表3-4：
従来方式の地方自立化策が有効であった所となかった所＝従来方式での勝負はついた

重厚長大産業

軽薄短小産業

リゾート産業

加工組立産業

一品一村運動

村おこし町おこし

（内部経済

活性化型

タイプA）

新たな地方経済活性化・地方自立化の

方策が必要（内部経済活性化型タイプB）

１．中央官庁

政策活用型

２．外部経済

導入型

３．内部経済

活性化型
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府の誘致優遇策の有無、である。３つの方法を評価した結果は、図表 3－5 の通りであり、
そのうち特に重要な項目は太い赤枠で囲った内容である。その内容を中心にを以下説明す

る。 

 
 
１．中央官庁政策活用型に関する最重要事項は、政府財源に裏打ちされた政策意思である

が、これまでの中央集権的国土開発手法の有効性に関する反省と、現在進行中の行財政改

革の進展の中で、投入財源の限界もあり、中央官庁政策活用型の展開にはこれまでのよう

な大きな期待はできないため、この方式の有効性は限定的である。 
 ２．外部経済導入型に関する最重要事項は、日本の地方の保有する様々な立地因子が魅

力を減殺している現在、地方政府が立地因子の魅力のなさをカバーしうるだけの誘致優遇

策が取れるかどうかに懸かっている。しかし、多くの地方政府は財政再建を余儀なくされ

ており、外部企業にとって十分魅力的な誘致優遇策を展開するのは事実上相当の困難を伴

っており、期待できない。従ってこの方式も有効性が低い。 
 ３．内部経済活性化型（タイプ B）は、地域ごとの優位性ある立地因子の発見が起点とな
っており、かつて、地方特有の資源に立脚して、多様な地方経済が存立していたことを念

図表 3-5： 

30

地方経済活性化・自立化の3つの方法の評価

２．外部経済
導入型

３． 内部経済
活性化型（タイプB)

１． 中央官庁
政策活用型

特定地方に存在する
優位性ある
立地因子

収益計上可能な
経営システム

政府財源に裏打ち
された政策的意志

(地域均等発展
・過疎化対策）

地方政府の
誘致優遇策

評価の視点

製造業を中心とした有力
企業を誘致可能な差別化
しうる立地因子の発見は
困難

地域ごとの優位性
ある立地因子の発見
は可能

中央官庁の政策意志に対し、地方
が応募し、箇所付けされてきた。
立地因子の合理的選定よりも地方
の予算獲得の熱意に依拠

外部から完成された
形で導入可能

外的財政支援に過度に依拠
しない自立型経済活性化
である為、政策意志に
依拠しないで実行可能

内部での自力形成が
必要。形成能力の有無
が問われる。

中央官庁政策活用に際して
は、地方財政の応分負担が
求められるのが一般的。地方
財政負担力なく実施困難

予算獲得による固定資産形成
は実現されるものの、継続的

運労の前提となる経営に関しては
注力度低い

地方財政逼迫
誘致財源限定

行財政改革進展中で
地方投入財源限定。
大規模投入困難

外部導入型は、これまで中央
官庁政策と同期して行われ
ることが多く、現下の財政

事情から

地方政府の産業政策との同機を
目指すが、財政支援は期待せず
行政情報・人材活用が主眼。
財政支援に依拠せず実行可能

（ 注 ） は最重要事項

総合評価
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頭に、可能性は少なくないと考えられる。又、収益計上可能な経営の有無に関しては、そ

の知的創造の可能性は十分期待でき、更に、政府財源及び地方政府の優遇策にも依拠しな

い活性化方式である為、現在の財政事情の制約も受けないと言う点で、期待できる方式と

言えよう。付言すれば、内部経済活性化型（タイプ A）に属する、いわゆる一村一品運動、
村おこし町おこし活動に関しては、地方経済の自立化への経済規模面からのインパクトが

一般的には弱い点を再検討し、経営・地方産業政策との連携を更に強めて内部経済活性化

型（タイプ B）へ移行、ないし相互補完するのが望ましい。 

26

図表3-6: 内部経済活性化型（タイプB）成功の要件

地方産業･経済活性化＝ R X M X P

R ＝ 中核となる経営資源
まず第一に、その地方保有の、優位性ある
産業利用可能資源で、地方経済振興に

量的貢献可能な資源を発掘

M ＝ この経営資源を生かす経営
第二に、その資源を生かして地方経済振興に貢献しうる

資源適合的な事業経営モデル構築

P ＝ R・Mと同機した産業政策的投資
第三に、地方政府が保有する情報・人材を糾合

この三者の戦略的統合こそ地方産業・経済活性化
に不可欠

 
では、内部経済活性化型（タイプ B）の成功要件は何であろうか。それは R×M×P 
である。つまり、 

R（中核となる経営資源）：まず第一に、その地方保有の、優位性ある産業利用可能資源 
の中から、地方経済振興に量的貢献可能な資源を発掘 

M（経営資源を生かす経営）：第二に、その資源を生かして地方経済振興に貢献しうる 
資源適合的な事業経営モデルを構築 

 P（産業政策的投資）：第三に地方政府が保有する情報・人材・資金（予算）を糾合 
以上の三項目を戦略的に統合することが、内部経済活性化型（タイプ B）の成功要件であり、
その結果、地方産業・経済の活性化が期待できる。 
 
３－３－２ 地方産業・経済活性化の普遍的解決モデルの提唱 
 
 戦後、これまでに至る様々な地方産業活性化施策の展開にもかかわらず、取り残されて
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しまった国土周辺諸地方に対して、福音となる普遍的解決モデルについて次に説明したい。 
 ３－３－１での考察を経て、地方産業・経済活性化が可能な普遍的解決モデル（新モデ

ル）の概念図として内部経済活性化を目的とした RMP INTEGRATION MODEL（資
源・経営・産業政策統合モデル＝下記図表 3－7）、を提唱する。このモデルの M：経営に
関しては、より詳細な経営モデルが必要で、それは図表 3--8 の通りである。そしてこの双
方を結合したものが、地方産業・経済活性化への普遍解決モデル（新モデル）であり、そ

れは図表 3－9の通りである。 

40

図表3-7：地方産業活性化 への 新モデル
RMP INTEGRATION MODEL

RMPの戦略的統合による地方産業活性化

経営モデル

の詳細は

図表3-8の
とおり。 M

経営
P
産業
政策

R
資源

内部経済活性化型
地方産業活性化

 
  
モデルの詳細に関して以下説明する。 

 
地方産業活性化への経営モデルは、図表 3－8の通りである。  
これを H＆V OPTIMIZATION MODEL（水平・垂直最適化モデル）と呼ぶが、その 

内容は、H：水平方向に広がる産業のサプライチェーンの機能効率化（短縮・一貫化）と、
V：垂直方向の各サプライチェーン構成要素ごとの総原価引き下げを、H＆V方向に関して、
同時展開することによって最適化を実現し、事業の収益力強化による競争力を確保し、収

益力向上による地方産業活性化を指向する。 
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 以上の二つのモデル、つまり、RMP  INTEGRATION  MODEL  と  H&V 
OPTIMIZATION MODEL を統合した、地方産業活性化経営モデル＝内部経済活性化型
（タイプ B）地方産業活性化モデルを下記の通り提唱する。 

32

地方産業活性化への産業活性化経営モデル
ＲＭＰ ＩＮＴＥＧＲＡＴＩＯＮ ＡＮＤ Ｈ＆Ｖ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ ＭＯＤＥＬ

地方産業活性化 地方経済自立化

INTEGRAＴＥＤ SUPPLY ＣＨＡＩＮ

ＣＯＳＴ
Ｖ
Ｅ
Ｒ
Ｔ
Ｉ
Ｃ
Ａ

Ｌ

ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ

Ｈ

Ｖ

ＤＩＳＩＮＴＥＧＲＡＴＥＤ ＳＵＰＰＬＹ ＣＨＡＩＮ
― ＨＯＲＩＺＯＮＴＡＬ ―

ＲＭＰ ＩＮＴＥＧＲＡＴＩＯＮＨ＆Ｖ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ ＋

川
上

製
品
生
産

部
品
生
産

素
材
生
産

原
材
料
生
産

消
費
川
下

流
通
・物
流

M
経営

P
産業
政策

R
資源

内部経済活性化型
地方産業活性化ＲＭＰ ＩＮＴＥＧＲＡＴＩＯＮ

ＶＥＲＴＩＣＡＬ ＆ ＨＯＲＩＺＯＮＴＡＬ
ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ
ＭＯＤＥＬ

 

図表 3-9： 

3-8： 
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３－４ 地方に内在する経営資源の発掘方法 
 
 内部経済活性化型（タイプＢ）の地方産業活性化を試みる場合、ＲＭＰ INTEGRATION 
を構築する必要があり、その際、第一番目に為すべきことが、Ｒ（資源）の発掘である。

従って、まず始めに「地方に内在する経営資源の発掘過程」について考察する。 
１．地方に存在する資源を分析し、他地域と比較して優位性ある資源を選択列挙 
２．その資源の産業利用可能性を分析 
３．その資源を利用して得られる経済的規模が地方経済活性化に有意に貢献可能か分析 
４．その経営資源を生かす経営モデルを構築できる可能性検討 
５．資源を活用した事業経営をその地方で実際に実行可能かの検討 
 
高知県を念頭に於いて、この利用可能経営資源の発掘過程を試みるとの図表 3－10 のよ
うになる。 

 

46

図表3-10：木材産業の再発見＝地方に内在する経営資源の発掘方法

地方内在資源

利用経営資源

利用可能な経営資源

（産業活性化への有用資源）

利用経営資源 発掘過程

１．優位性分析

２．産業利用可能性分析

３．経済貢献可能性分析

４．資源を生かす

経営モデル構築

（経営モデルの資源適合性分析）

５．産業活性化

実行可能性分析

太陽光：日照時間ｘ位

森林資源ｘ位

漁獲高ｘ位

水：降水量ｘ位

風況ｘ位

森林資源 水：降水量

森林蓄積森林資源

素材生産 ＋ 製材・乾燥 ＝ 木材産業

 
 次に森林資源が全国的に見てどのような状況になっているか検討する。 

 図表 3－11 は、全国森林資源の状況であるが、国内森林資源量は、40 億立米存在し、

年間蓄積増加量は 0.8 億立米。国内需要供給規模は、0.88 億立米であるが、その約 82％が

外材に占有されている。国内材の供給可能量がどの程度あるのか様々な試算が出来ようが、

森林環境保持の観点から永続的循環利用林としての森林資源活用を前提に試算すると、現

在の年間国内材供給量 0.16 億立米に対し、2.5 倍程度の 0.41 億立米程度の供給が可能とな

り木材自給率は現在の 18％から 46％へ増加する可能性がある。 



 143

47

〈国内〉
森林資源
蓄積量
（百万m3）

〈国内〉
森林資源
増加量

（百万m3/年）

〈国内〉
素材生産量
（百万m3）

〈国内〉
国産材
供給量
（百万m3）

国内
需要供給
規模

（百万m3）

国産材
（用材）
自給率
（％）

4,040

80

15.1 16.1

88

18.2

〈国内〉
国産材

供給可能量
（百万m3）

４１

〈国内〉
森林資源
面積
（千ha）

25,121

丸太ベース立ち木ベース

活性化による増産可能量推定

８０百万㎥×０．６（＊）＝４８

４８÷１５．１＝３．２倍

3.2×０．８５（＊＊）＝２．７２倍
（＊）：立ち木→丸太換算率

（＊＊）：利用可能率

80×0.6×０．８５＝４１百万㎥

４６％

図表3-11:全国森林資源
（‘０２年度）

 
 
 次に、３．の「その資源を利用して得られる経済的規模が地方経済活性化に有意に貢献

可能か」について、図表 3－12に従って検討す。 

  
2003年に於ける林業、製材合計の国内総生産は約１兆円であるが、先ほどの試算で２．

５倍程度の成長が可能となれば１兆円以上の追加経済効果が見込まれ、高知県を始めとし

た過疎県、ないし「取り残された地方」の多くが森林蓄積量の多い森林資源県である（図

図表 3-12 
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表 3－13）ため、こうした県にとって木材産業活性化が産業・経済活性化に貢献する可能性

は極めて大きいと推測できる。 
 次に、こうした森林資源を生かす経営モデルを構築する可能があるか否かが問題とな

るが、多くの木材関連産業が前近代的経営故の凋落を長く続けてきたことは否めず、こう

した観点から、日本の世界に冠たる工業経営の導入による経営の近代化余地は大きいと思

われる。この点に関しては、３－７で詳細に検討する。 
 以上、地方に内在する経営資源の発掘方法に関して概説した。 
 
３－５ 行政姿勢の革新 ―産業政策立案と展開の意思と能力―  
 
これまで、残された地方における活性化・自立化が旨くいかなかった理由のひとつが、

地方行政の姿勢にある。 
 従来の地方行政の最重要機能は、中央からの予算獲得であり、その能力の優劣が地方行

政能力の評価基準といっても過言ではなかった。つまり、補助金・交付金の獲得能力の優

劣である。次いで、獲得した予算の公正な配分能力が問われる。これは、しかるべき政策

的意志に基づく重点投資であることは稀で、一定の産業分野の全般的な財政支援的色彩が

強く、偏らない配分こそが、問題を起こさない為の基本指針となった。このような公的財

政支援が連綿と為され、産業は、市場経済的競争へのインセンティブを失い、長年にわた

って、膨大な公的資金を一定の産業部門に投入してきたにもかかわらず、産業の活性化と

地方の自立化は実現されなかったという厳然たる事実が残った。又、民間企業ではこうし

た資金投入の結果に対して損益と、資金による経営結果の厳しい評価がなされるが、公的

財政投入に関しては、結果に対する責任の評価はされてこなかった。これは、公的財政投

入の結果無責任と言う状況を招くことになった。 

秋田県

図表3-13取り残された地方と森林蓄積量の相互関連

高知県

青森県

徳島県

鹿児島県

長崎県

和歌山県

島根県

岩手県

出典

３

取り残された地方
ランキング

１

２

４

５

９

６

７

８

本論文頁49

１２

森林蓄積ラキング

８

６

１９

１０

３５

２５

１７

２

林野庁 2002年森林資源現況調査

取り残された地方

トップ２０
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38

行政姿勢の革新
＝ 相当難しい課題

従来 今後

予算獲得能力 政策立案能力

結果無責任

公正な配分能力 実践的
支援展開能力公的財政支援

結果責任

能力シフトをどう実現するか
官民共同プロジェクトの展開

による
官の実践的経営参画

をとおして
行政の能力シフトを実現
→ 産官学連携

林産品活性化プロジェクト
実施中

能力
シフト

公的財政支援
依存経済化

地方産業の活性化
成らず

地方産業の
活性化実現
を期待

 

  
この結果無責任について図表 3－15を見ながら検討する。これを見れば明らかなとおり、

政策目的の設定とその実現に関して、失敗し続けてきた点、そしてそのことに関する鮮烈

な反省と自発的な改革活動があったとは観察しにくい、というのが実感である。つまり、

改革の意思と能力の点で行政姿勢の改革が是非必要と言うことである。 
 では、そのデータを見てみよう。これは、現在の検討対象が木材産業であるため高知県

の森林局について見ているが、他の部局、例えば農水、商工等の産業部局に関しても妥当

するものであり、森林局のみが問題であると指摘するものではない。 
 高知県の林業祖生産高は、バブル崩壊後急速に減少し、その傾向が継続し、直近の 2003

年は 85億円である。最盛期ピークの 1980年 344億円に比べて、四分の一に下落しており、
1996 年以降、全国ベースの下落率を上回る下降を続けている。こうした状況の中で 2003
年以前の過去 10 年間に投入された森林局予算は、2000 億円以上にのぼり、森林局所属人
員は 250人程度に及んでいる。 
 森林予算の内容は多岐に渡っており、国土・環境保全等のシビルミニマム（公共政策）

実現に不可欠の予算もあろう。しかし、産業政策としての投入予算・人員は、どのような

政策目標設定により投入されてきたのか、そして、その効果はどうであったのかに関して

きちんとした整理と評価を行う責任が森林局にはあるのではないか。累積投資額 2000億円
超の事業が様々な理由があっても 85億円程度の年間産出額しか生まない結果に対して、ま
た、1985年のプラザ合意以降 20年、バブル崩壊後 15年の間、産出量が全国平均を下まわ
る減少をし続けてきた結果責任の意識は県当局に存在しないのであろうか。 

図表 3-14： 
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では、今後の行政姿勢、又は機能はどう変らなければならないのであろうか。地方に於

ける優秀な人材と情報の公的機関への集中は相当なものがあり、産業活性化のためには、

県等の公共団体が、グローバルコンペティションと知価経済の進展に耐えうる能力・組織

を形成する他に道はないと思われる。そのためには、まず、産業政策を立案する力を形成

すること、そして、産業活動に対して、抽象的ではなく、極めて現場に役立つ実践的支援

展開能力を形成すること、その結果として、当該政策に関して、結果が明確にわかる評価

基準を設け（計量可能な産出量など）、結果責任を議論・評価し、その結果を将来にフィー

ドバックできる体制を築かなければならない。 
こうした新たな行政姿勢、能力の形成は容易なことではないが、その実現のために考え

られる方法は、多々考えられるが、官民共同プロジェクトの展開による官の実践的経営参

画をとおして実現する方法が、最も実効性があろう。 
 

３－６ 木材産業の衰退メカニズム 
 
戦後から現在に至る円高の進行と用材自給率の推移をみると、円高の進行と自給率の低

下の間に強い相関が見られる。木材産業衰退メカニズムを解く鍵がここにある。 
日本木材産業を衰退させた要因は、円高の進行に象徴されるグローバリゼーションと知

価経済の進行に対して、それに対応しうる経営の近代化と木材関連技術開発推進等のパラ

ダイム転換への適応行動を取らなかった、ないし取りえなかったことに起因する、と総括

できよう（図表 3－16）。これが木材産業衰退のメカニズムである。 

図表　　　　粗生産額の推移と高知県森林局人員・予算の推移
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粗生 産高粗生 産高

高知 県森林局高知 県森林局

人員人員

高知 県森林局高知 県森林局

予算予算

3-15： 
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50

図表 日本木材産業の衰退状況（用材自給率と対米為替レートの推移）

図 4 .用 材 自 給 率 と 対 米 為 替 レ ー トの 推 移

成 功 期 Ⅰ 成 功 期 Ⅱ 衰 退 期 Ⅱ衰 退 期 Ⅰ 再 活 性 化 期

50 .0 0

1 5 0 .0 0

2 5 0 .0 0

3 5 0 .0 0

4 5 0 .0 0

5 5 0 .0 0

6 5 0 .0 0

45 50 55 57 59 61 63 65 67 69 71 73 75 77 79 81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05

1 0 .0

2 0 .0

3 0 .0

4 0 .0

5 0 .0

6 0 .0

7 0 .0

8 0 .0

9 0 .0

1 0 0 .0

対 米 為 替 レ ー ト

用 材 自 給 率

対 米 為 替 レ ー ト（円 ）

(年 ）

用 材 自 給 率 （％ ）

終 戦

6 0～ 6 2

木 材 輸 入 自 由 化

変 動 相 場 制 移 行

プラザ 合 意

バ ブル 崩 壊

日本に於ける輸入材（外材）比率は２０％。日本に於ける輸入材（外材）比率は２０％。

日本の木日本の木材産業材産業ははグローバグローバリゼーションの打撃を強く受けたリゼーションの打撃を強く受けた。。

再活性化期
への転換
を目指す。

円高の進行 と 用材自給率の低下
には 強い相関

日本木材産業の
外的経営環境変化に対する 適応行動の脆弱性 顕著

為替レート

用材自給率

１９４５

終戦

１９６０～６２

木材輸入自由化

１９９０

バブル崩壊

１９８５

プラザ合意

１９７３

変動相場制移行

２００５

最早バブ後

ではない

成功期 Ⅰ 成功期 Ⅱ 衰退期 Ⅰ 衰退期 Ⅱ

 この動きを統計数値を使って、特に衰退期に入る 1974年以降に焦点を当てて解説した
のが図表 3－17である。 

 

3-16:： 

図表 3-17 
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この図の要旨は下記 4点である。 
１． 木総需要は減少傾向 
２． 為替レートは、円高基調 
３． 外材比率は、円高の進行に従い上昇基調 
４． 逆に、国内材比率は、円高の進行に従い下降基調 
 
ここではこの程度の指摘にとどめ、木材産業の衰退要因については、３－７で詳細に考

察する。 
 
３－７ 木材産業における旧モデルの失敗要因分析に基づく新成功モデルの理論的構築 
 
 ここでは、戦後から現在に至る日本木材産業の動きを４つの時代区分（図表 3－18）に分 
けて、図表３－19に示す手順により、旧木材産業モデルの失敗要因分析を行い、その結果 
に基づき、今後の環境条件を前提に、新たな日本木材産業の成功モデルを論理的に構築す 
る。 

51

図表3-18: 戦後木材産業の時代区分

’45：戦後

∥
’60～62：外材輸入自由化

’73：第一次石油ショック
高度成長期終焉
変動相場制移行

’74：戦後初のGDPマイナス成長
∥
’85：プラザ合意（大幅・急速な円高）
∥
’90：バブル崩壊
∥
現在

’05：「もはやバブル後ではない」

１ 成功期Ⅰ

2 成功期Ⅱ

3 衰退期Ⅰ

4 衰退期Ⅱ

5 再活性化期

１５～１７

年間

１６年間

１２～１４

年間

１５年間

 
4つの時代区分は上記の通りであるが、それぞれの時代区分は、日本の経済成長率、貿易

自由化、為替、木材需給、木材価格、森林蓄積、木材関連労働需給等を総合的に勘案して

設定した。 
各時期を構造的に分析し、新成功モデルを論理的に構築する為に図表 3－19 の 1 から 4

の手順で考察を進める。 
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 成功期Ⅰ・Ⅱ＝1945年～1960・62年～1973年 
 
 日本木材産業の成功期は、戦後復興期の後、1960，62年の木材輸入自由化を経て、1973
年の高度成長期の終焉までである。 
 成功期を I（1945年～1960・62年）とⅡ（1960・62年～1973年）に分けて経済社会的
環境、経営資源動向、公的産業政策、事業モデルに関して以下検討する。 

成功期の外材輸入自由化以前のモデル（’45～’60・’62）

①木材需要動向

⑧木材需給動向

⑨木材価格動向

③国内材の蓄積
↑

④林業労働者の動向
国内材
供給能力

事業モデル
（従来モデル）

公的産業政策・
行政施策の状況

経済・社会的
環 境

経営資源の
動 向戦後復興期

②ニーズ

⑦供給

⑥

⑤

｢資源造成｣政策

1

＝

成功期Ⅰ
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図表 3-19: 木材産業における旧モデルの失敗要因分析に基づく 
新成功モデルの論理的構築 

1. 外的環境の史的変化の分析 
分析の視点 

① 経済・社会的環境 
② 経営資源の動向 

③ 公的産業政策の動向 

２．旧モデルの成功要因と 
没落・失敗要因分析 

３ . 現在の外的環境分析 

４．外的環境の変化を前提に 
旧モデルの失敗要因分析に基づき 

新成功モデルの 
論理的構築 

５．地方産業・経済の活性化 

構 築 手 順 

図表 3-20 
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成功期の外材輸入自由化以降のモデル（’60・’62～‘73）

高度成長期

①木材需要動向
（急拡大）

⑩木材需給動向

⑪木材価格動向

③国内材の蓄積
↑

④林業労働者の動向

事業モデル
（従来モデル）

公的産業政策・
行政施策の状況

経済・社会的
環 境

経営資源の
動 向

国内材
供給能力

⑥不充分

⑦外材輸入自由化

外材
供給能力

⑦外材輸入自由化

｢林業基本法｣政策

②ニーズ

⑧と③④へ

⑤

⑨供給

⑧

⑤へ

2 ＝

成功期Ⅱ

成功期の経済社会的環境から見ていく。この時期は、木材総需要量が急増した時期で、 
1973年に戦後のピークの 121百万立米に達したが、これは 1955年 65百万立米の 1.9倍の 
増加である。こうした旺盛な国内需要を賄う為に、1962年には木材製品輸入自由化を行っ 
た。一方、国内材も増産を続け、1967年には国産材供給量のピークを迎え、この年の木材 
自給率は 61.4％であった。その後、国内材供給力の低下と、外材の増加により、1969年に 
は自率が 50％を割り込み、列島改造論の 1972年には 41.3％まで低下した。 
この時期（1955年～1973年）の平均自給率は 64％であり、国内森林資源を中核とした 

木材供給体制であった時期であり、旺盛な需要に支えられた売り手市場であった。 
 経営資源の状況を次に見る。木材資源の状況は、国有林・天然林を中心に豊富な資源蓄

積に恵まれ、付加価値の高い高齢木の供給も可能であった。また、戦時中の木材乱伐の回

復を目指し、人工林の造林も積極的に進められ、1950年代の人工林造林面積は年間平均で
30 万ｈa にも及ぶ。林業労働者数も豊富に存在し労働コストも競争力を有していた。国内
材価格は順調に上昇し、1973 年の価格は、1955 年に比べて材種にもよるが 4.5～6.0 倍と
なった。 
 林業行政施策の動向は、1945年から 1964年の間は、「資源造成」政策であり、国土保全
と木材原料確保を目的に、資源の積極的造成を目指した。国内材の供給力不足を補填する

政策として、1960年に丸太輸入自由化を、1962年に木材製品輸入自由化を断行した。1964
年から 1970 年代の間は、「林業基本法」政策に時代で、林業総生産の増大、林業生産性向
上、林業従事者の所得向上を目指した。この時期の行政施策の特徴は、林業関係の公的予

算の手厚い投入による木材産業支援にあった。 

図表 3-21 
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 成功期の事業モデルは、木材産業サプライチェーンに関して、分散・個別型の事業形態

で、小規模個人経営が主流であり、プロダクトアウト型の事業展開であり最終顧客に対す

る感受性の乏しい事業モデルであった。こうした非効率的な事業形態にもかかわらず、良

好な事業環境に恵まれ、業界として総じて好況を維持できた。 

木材産業活性化の為の要因分析と事業モデル（1/3）<成功期Ⅰ・Ⅱ>

・林業総生産
の増大

・林業生産性
の向上

・林業従事者
の所得向上

｢

林
業
基
本
法｣

政
策

（

〜

）

・木材産業のサプラ
イ・チェーンに関して、
分散・個別型の事業
形態が主流

林家ー丸太製造

ー 製材ー乾燥

の各工程と丸太・

製品市場、物流

の分散の個別的

事業形態

・小規模個人経営型
事業形態

・森林所有構造が小
規模分散型

・プロダクトアウト型
で最終ユーザーに対
する感受性の弱い
経営形態

・工学､経営学、情報
技術の事業過程へ
の投入が不充分

・木材価格の透明性
乏しい

・木材利用効率低い

・グローバルコンペ
ティションに対応でき
ない経営

・林業関係
国家・地方
予算の手
厚い投入
による木
材産業支
援策の存
在

・国土保全と原
料確保を目的
とした資源造
成を目指

・’60年＝丸太
輸入自由化

・’62年＝木材
製品輸入
自由化

｢

資
源
造
成｣

政
策

（

〜

）

・ 国有林・天然林を中
心に豊富な資源蓄積
の付加価値の高い高
齢木の供給。

・豊富な林業労働者数

・戦時中の乱伐回復の

為、人工林造林獲得
化（’50年代30万ｈａ以
上/年）
・国内材価格は順調に
上昇

‘７３／’５５

＝4.5～6.0倍

・木材総需要量急増期

‘55年＝65百万ｍ
’73年(ピーク）

＝121百万ｍ
・’62年＝木材製品輸入
自由化

・国産材供給のピーク

：’67=53百万ｍ
（自給率＝61.4%）

・国内森林を中核とした
木材供給体制

自給率 ’55=94.5%
’59=88.9%
’62=79.4%
’67=61.4%

50%割れ→’69=49.0%
列島改造論

→’72=41.3%
高度成長期終焉

→’73=35.9%
’55~’73年平均自給率

＝６４％

・売手市場

成功期

’45：終戦

60,62：木材輸
自由化

’73：第一次石油
ショック

高度成長期

終焉

変動相場制

移行
従
来
事
業
モ
デ
ル

競争力ある
内的事業
(産業）とし
ての木材事
業(産業）活
性化による
県勢浮揚

事業モデル

＊１

公的産業政策・行政施策の状況経営資源の状況

（日本≒地方の動向）
経済・社会的環境

国内

木材産業の

盛衰期区分

環 境

目 的

1.9倍

３

３

３ ‘45

‘64

‘64

’70
年
代

〜
３

（出典） ＊１：「調査と情報」頁３・４ 栗栖祐子を参考に加筆

Ⅰ
期

Ⅱ
期

 
衰退期Ⅰ・Ⅱ＝1974年～1985年～2006年 
 
 日本木材産業の衰退期は、1974年の戦後初のGDPマイナス成長を記録した年に始まり、
1985年のプラザ合意による急速な円高の進行に伴う国内材競争条件悪化、1990年バブル崩
壊に続く、木材需要の低下とデフレ期を経て現在まで至っている。 
 経済社会的環境から見ていくと、木材需要が安定化から減少へと推移しており、1973年
のピーク 121百万立米から 1982年の二番底 93百万立米を経て、2002年の一番底 90百万
立米へと約 30％の減少であった。衰退期は、円高による国内材の価格競争力低下の時期で
あり、グローバルな木材供給が実行された時期である。この結果、外材比率は 1985年 64.4％、
1990 年バブル崩壊時 75.6％、1999 年には遂に 80％超えになり、2002 年には 81.8％にな
った。衰退期は総じて買い手市場であった。 
 経営資源の動向は、国有林・天然林の供給余力が低下し、人工林も蓄積水準が低く木材

供給力が弱体化した。林業労働者人件費上昇と、労働人口減少と高齢化が進行した。木材

図表 3-22 
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価格は、1974～1980年にピークを打ち、その後は下降。価格はピーク期に比べ材種にもよ
るが 0.2～0.6倍程度と、大幅に下落している。 
 林業行政施策の動向は、1980年代が、「地域林業」政策である。その政策目標は、外材に
対抗できる産地の形成であり、その方法は、育林・素材生産・流通加工を一定地域単位に

システム化であった。しかし、この政策は、1985年のプラザ合意に伴う急速な円高による
外材急増の中で、外材に対抗するシステム造りは、失敗に終わった。 
 これに続く行政施策が、1990年代の「流域管理」政策である。この目的は、「流域」単位
の生産・加工・流通の一貫化による外材への対抗である。また、国有林・民有林一体の森

林計画及び、「緑と水」の源泉である多様な森林整備を目指したが、政策意図は未達である

といわざるを得ない。 
 こうした政策の背後では、1970年代からの国有林野事業の財務状況が急速に悪化し、又
林業関連公的予算は減少傾向で推移した。 
 

衰退期Ⅰ期のモデル（’74～’85）

安定成長期

①木材需要動向
（安定化から減少へ）

⑩木材需給動向

⑪木材価格動向
（’74~’80ピークアウト）

③国内材の蓄積
∥

（供給余力低下）
④林業労働者の動向

∥

（二次産業への転出）

事業モデル
（従来モデル、事業者減）

公的産業政策・
行政施策の状況

経済・社会的
環 境

経営資源の
動 向

国内材
供給能力

低下→供給能力不足

平均レート250円/$
程度を前提に

外材に対抗

外材
供給拡大

⑦外材輸入自由化
継続

②ニーズ

⑧と③④へ

⑤

⑨供給

⑧

⑤へ

｢｢地域林業地域林業｣｣政策政策

労賃の
上昇

⑥

3

 

図表 3-23 
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衰退期Ⅱ期のモデル（’85～‘04）

バブル活況期を経て

バブル崩壊

①木材需要動向
バブル期後一時増加
橋本内閣後需要下降

⑩木材需給動向

⑪木材価格動向
バブル期後一時回復
橋本内閣後価格下降

③国内材の蓄積
∥

（人工林の齢級未熟成）
④林業労働者の動向

∥

（大幅減少継続）

事業モデル
（従来モデル、事業者減）

公的産業政策・
行政施策の状況

経済・社会的
環 境

経営資源の
動 向

国内材
供給能力

大幅減少→供給能力不足

’85年プラザ合意後、対外
競争力激減、自給率低下

外材
供給更なる拡大
（’95年ピーク）

⑦外材輸入自由化
継続

②ニーズ

⑧と③④へ

⑤

⑨供給

⑧

⑤へ

｢流域管理｣政策

労賃の
上昇

⑥

4

 
 
 衰退期の事業モデルは、外的環境が大きく変化したにも拘わらず、成功期と同様に、木

材産業サプライチェーンに関して分散・個別型の事業形態で、若干の大型化は見られるも

のの、小規模個人経営が主流であり、プロダクトアウト型の事業展開であり、最終顧客に

対する感受性の乏しい事業モデルが継続され、国内材の市場占有率の下降基調が続いた。 

図表 3-24： 
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・｢流域｣を単位
とした生産・加
工・流通の一
貫化による外
材への対抗

・国有林・民有
林一体の森林
計画

・「緑と水」の源
泉である多様
な森林整備

→政策意図未
達

｢

流
域
管
理｣

政
策

（

）

・木材産業のバ
リューチェーンに関し
て、分散・個別型の
事業形態が主流

林家ー丸太製造

ー 製材ー乾燥

の各工程と丸太・

製品市場、物流

の分散の個別的

事業形態

・小規模個人経営型
事業形態

・森林所有構造が小
規模分散型

・プロダクトアウト型
で最終ユーザーに対
する感受性の弱い
経営形態

・工学､経営学、情報
技術の事業過程へ
の投入が不充分

・木材価格の透明性
乏しい

・木材利用効率低い

・グローバルコンペ
ティションに対応でき
ない経営

・’70年前
後から国
有林野事
業の財務
状況が急
速に悪化

・林業関連
公的予算
の減少傾
向

高知県森
林局予算

’95=
300億円

’04=
170億円

・外材に対抗で
きる産地形成
＝育林・素材
生産・流通加
工を一定地域
単位にシステ
ム化

↓

・プラザ合意
（’85）に伴う円
高等による外
材輸入拡大の
中で外材に対
抗するシステ
ム作り失敗

｢

地
域
林
業｣

政
策

（

）

・ 国有林・天然林の供
給余力低下

・人口林の蓄積水準低
く、又齢級も低い為、木
材供給力が弱体化。

・林業労働者人件費の
増加と労働人口の減
少・高齢化の進行

・国内材価格ピークア
ウト高値圏（’74～’80）
以降はバブル期前後に
値戻りあるが、その後
は、下降

’03 / ’80（ピーク）
＝0.2～0.6倍

・木材需要の安定化から

減少へ

‘73年(ピーク）
＝121百万ｍ

’82年（二番底）
＝93百万ｍ

’02年（一番底）
＝90百万ｍ

・外材比率の継続的増加

外材比率 ’74=65.1%
プラザ合意→

’85=64.4%
バブル崩壊→

’90=75.6%
80%超え→

’99=80.8%
’02=81.8%

・’85年プラザ合意による
急激な円高で国内材競
争力低下

・グローバルな木材供給
態勢

・買手市場

衰退期

’74：戦後初の
GDPマイナ
ス成長

↓

’85：プラザ合意
↓

’90:バブル崩壊
デフレ経済

↓

現在（’04）

従
来
事
業
モ
デ
ル

競争力ある
内的事業
(産業）とし
ての木材事
業(産業）活
性化による
県勢浮揚

事業モデル

＊１

公的産業政策・行政施策の状況経営資源の状況

（日本≒地方の動向）
経済・社会的環境

国内

木材業産業の

盛衰期区分

環 境

目 的

0.7倍３

３

３

’90
年
代

木材産業活性化の為の要因分析と事業モデル （2/3） <衰退期Ⅰ・Ⅱ>

Ⅰ
期

Ⅱ
期

３

’80
年
代

（出典） ＊１：「調査と情報」頁３・４ 栗栖祐子を参考に加筆

以上の成功期と衰退期の分析を図表 3－26に纏めた。 

41

旧モデルの成功及び失敗要因分析

旧モデルの

成功要因分析

（‘４５～’７３）

旧モデルの

失敗要因分析

(‘74～現在）

新成功モデルの

検討

（現在以降）

木材需要 旺盛 安定 → 減少 低迷

外部競争者 限定的 急成長 外材供給力に動意

十分な蓄積
国有林・天然林の

供給余力低下
人工林の蓄積増加

木材価格 価格上昇・安定 価格下降 価格は低迷

林業労働者
競争力ある賃金で

必要確保可能 人員減・高齢化
高齢化進行・

一部若手参入

事業モデル
1.木材産業SCに於いて、機能分散型経営

２．小規模個人経営

1.ＳＣ一貫型経営
2.大規模法人経営

旧モデル

旧モデルの

成功

及び

失敗要因

分析

良好な需給環境に

恵まれ、外部競争者も

限定的であったため、

非効率、高コストの弱小

経営体のままで、

成功裡に存立可能。

環

境

条

件

新モデル

需要減退局面において、変

動相場制移行による円高

で外材流入加速。 国有林

、天然林供給力低下と人工

林の未成熟の中で、膨大な

補助金を旧事業モデルの

是正なしに投入継続。プラ

ザ合意後の急速な円高で、

国内材木材産業衰退。

新成功モデル

は

下図のとおり

国内材の状況

図表 3-25： 

図表 3-26： 
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戦後国内材木材産業の事業モデルは若干の変化はあったが、基本的には、1．木材産業サ 

プライチェーンに於いて機能分散型経営であり、２．小規模個人経営であった。しかし、

1945 年から 1973 年に至る成功期に於いては、良好な需給環境に恵まれ、外部競争者も限
定的であり、その他、国内材の状況、木材価格、林業労働者等に関する環境条件に恵まれ

た結果、事業モデルとしては非効率、高コストの弱小経営体のままで成功裏に存立が可能

であった。 
しかし、1974年以降、現在に至る衰退期に於いては、需要減退が続き変動相場制移行後

の円高で外材流入が加速し、国有林・天然林供給力低下と人工林の未成熟の中で、膨大な

補助金が旧事業モデルが是正されないままで、投入が継続されたが、外材に対しての競争

力回復には至らず、プラザ合意後の急速な円高で、国内材木材産業は決定的に衰退した。 
木材産業の新成功モデルを、構想するに際してその環境条件を見ておく必要があるが、

それは次の通りである。国内木材需要は低迷（輸出市場は拡大可能性はあるが国内材が輸

出市場に経済的にも有意な量を伴って参入する条件に達するには相当の努力が必要）、外部

競争者は環境問題の制約・需要国の変動・円安による競争条件の変化などあり、これまで

に比べて動意がみられ、国内材の状況は人工林の蓄積が増加しつつあり供給条件の改善が

期待でき、木材価格に関しては上昇の兆しはない（価格が良くなることを前提としない厳

しい条件下での新モデルの構想が必要）、林業労働者に関しては、高齢化の進行の反面一部

若手が参入してきている。 
ここで、過去の失敗要因と、こうした環境条件を踏まえ木材産業の新成功モデルに関し

て下図を使って具体的に説明する。 

 

図表 3-27： 
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  旧モデルの失敗要因を総括すると、国内材木材産業は円高という急速なグローバリゼー

ションによる国内材価格競争力低下に対処するに際して、補助金依存に傾斜し、日本の製

造業が成し遂げた経営と技術の高度化（知価経済への対応）をなしえず、事業形態もサプ

ライチェーン機能分散型の小規模個人企業を脱し得なかったことに起因する。 
従って、旧モデルの失敗要因を踏まえ、今後の環境条件を勘案して、新モデルを構想す

ると、新成功モデルの要件は、１．SC(サプライチェーン)一貫型経営、 ２．大規模法人
経営ということになる。これを詳説すれば、グローバリゼーション進展により国内市場の

80％を占めるに至った外材に対抗できる経営力・技術力の確保であり、それは木材産業の
中に日本が営々と築いて来た工業経営を導入することである。 
成功モデルの条件は、外材との競争条件の充足であり、それは顧客の求めている要件の

充足である。 
その条件とは、 
１．コスト競争力 2．納期競争力 ３．安定供給力 ４．大量供給力 ５．品質競争力 
６．商品競争力 である。 

 この条件を満たすモデル構築が重要である。 
「コスト競争力」は競争力維持の源泉であり、この実現の為に、SCにかかわる総原価の 

分析に基づく機能効率化と短縮・一貫化を行うと共に、SC構成要素ごとの総原価低減活動
を平行して実施することが不可欠であり、その木材産業活性化モデルが図表 3－28 のとお
りである。 

  

50

図表3-28：木材産業活性化モデル
Ｖ＆Ｈ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ ＭＯＤＥＬ

ＶＨ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ

ＩＮＴＥＧＲＡＴＥＤ ＳＵＰＰＬＹ ＣＨＡＩＮ

ＣＯＳＴ

VERTI

－CAL

ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ

Ｈ

Ｖ

ＤＩＳＩＮＴＥＧＲＡＴＥＤ ＳＵＰＰＬＹ ＣＨＡＩＮ
― ＨＯＲＩＺＯＮＴＡＬ ―

山
元

製
品
市
場

製
材
・乾
燥

原
木
市
場

素
材
生
産

小
売
店

工
務
店
等

問
屋

HORIZONTAL
OPTIMIZATION

サプライチェーン
の短縮と一貫化
による競争力強化

VERTICAL
OPTIMIZATION
生産性（設備・人的稼働率）

向上

木材利用率向上

品質管理活動

顧客ニーズに即応した
原木調達

原木調達ルート
の多様化と大口化

品質差別化・副産物
の事業化･
製造方式革新

のためのR＆D展開
損益管理･生産管理

の高度化

物流の合理化

安全操業の徹底

収益力向上による地方産業活性化
原価に関する
競争力強化

１

２

３

４

１ ２

４

 
 次に、SCの総原価を、SC構成要素別に費用を製造費用、物流費用、販売費用・経費利
益に区分して見てみよう。 
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この資料（図表 3－29）によると、サプライチェーン（SC）一貫化によるコスト競争力
強化の可能性は、現行の SC 総原価を 100％とすると、そのうち 38％程度の効率化が見込
まれる。 
 

63

図表3-29：HORIZONTAL OPTIMIZATION:サプライチェーン一貫化によるコスト競争力の強化
木材生産・販売サプライチェーン毎の原価構成と一貫化等による原価低減

サプライチェーン機能統合により

47％ → 9％へ最大38％削減

9.37%
62.53%

38％減

製造費用 物流費用
販売費用
経費利益 　合　計

１．山元 １．立木価格 2,000 0 0 2,000

２．素材生産 ２．造材･集材費用 6,000 0 0 6,000
３．原木出荷運賃（山元～原木市場） 0 1,750 0 1,750
４．その他経費利益（１．２．の３％） 0 0 480 480
５．素材生産費小計（２～４） 6,000 1,750 480 8,230

３．原木市場 ６．選木・はえ立て料 0 1,050 0 1,050
７．手数料（１．５．６の７％） 0 0 790 790
８．原木市場販売価格（１．５．６．７） 8,000 2,800 1,270 12,070

４．製材工場
５．製材工程 ９．原木市場での積込料 0 650 0 650

１０．原木調達運賃 0 2,000 0 2,000
１１．Ｇ製材品素材原価（８～１０÷５２％:製材利用率） 15,385 10,480 2,445 28,310

0
１２．製材加工費（Ｇ製材品対応） 15,000 0 0 15,000
１３．製材品原価（Ｇ製材品対応）(１１＋１２） 30,385 10,480 2,445 43,310

６．乾燥工程 １４．乾燥加工費 6,000 0 0 6,000
１５．ＫＤ乾燥製品素材原価（13～14÷９５％：乾燥利用率） 38,300 11,030 2,575 51,905
１６．製品出荷運賃（製材工場～製品市場） 0 600 0 600
１７．製材工場利益（１５～１６×２．５％） 0 0 1,315 1,315

0
１８．製材工場販売価格（１５・１６・１７） 38,300 11,630 3,890 53,820

７．製品市場 19.はえたて料 0 950 0 950
２０．手数料（１８～１９×９％） 0 0 4,930 4,930
２１．製品市場販売価格（１８～２０） 38,300 12,580 8,820 59,700

８．問屋 ２２．製品市場での積込料 0 350 0 350
２３．製品引取運賃（地方～大都市圏） 0 7,000 0 7,000
２４．問屋経費利益 0 0 5,000 5,000
２５．問屋出荷価格 38,300 19,930 13,820 72,050

９．工務店 ２６．工務店仕入れ価格 0 0 0 72,050
53.16% 100%

２７．参考：物流、販売費用・経費・利益 19,930 13,820 33,750
27.66% 0 46.84%

２８.一貫化によるコスト削減可能額 -18,180 -13,820 -32,000
２９.一貫化によるコスト増加額 5,000 5,000
３０.一貫化後の物流、販売費用・経費・利益 6,750 6,750
３１.一貫化後の総原価 38,300 6,750 0 45,050

1m3当り原価構成表

        （資料）高知県森林局資料を参考に聞き取りを行い作成 

 
 図表 3－30は、国内木材産業のコスト競争力強化の可能性についてまとめたものである。 
まず、水平方向の SCコストの削減であるが、図表 3－29のとおり 38％の削減可能性が

あり、更に垂直方向に関しては、SC構成要素の中で付加価値の高い製材業を中心に生産性
の改善や、木材利用率の向上などにより製造原価の削減を８％程度見込み、これを加える
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と合計 46％程度の改善可能性を見出すことが出来る。結果として現状の総原価を 46％削減
し、54％程度まで原価を低減できる可能性がある。 

 

 
この結果、図表 3－31 の通り、国内材市場価格を下回る総原価の実現と外材価格を下回

る国内材提供可能性の実現が期待できる。 

50

効率化後総原価

Ｅ

39,170円／㎥
削減

市場価格

杉正角乾燥材

Ｂ

56,000円
（‘04－7 農水省）

外材価格

ＷＷ集成材

Ｃ

51,000円
（‘04－7 農水省）

価格

競争力

なし

価格

競争力

あり

一般的な木材産
業

杉乾燥材総原価
Ａ

72,050円／㎥

図表3-31:製材業を中核とした効率化による素材安定確保と対外材競争力構築

ＳＣ機能統合と

生産性向上

Ｄ

32,880円／㎥
総原価削減

 
価格競争力の次は、外材に国内材が敗北した最も重要な競争条件であったといっても過

言ではない 3．「安定供給力」、4．「大量供給力」について考察する。 

図表 3-30： 
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日本の林家は小規模分散所有であり、製材産業、官公庁も立ち木の確保に関して各種努

力はしてきたものの、自然ににじみ出て来るが如き、立ち木を細々と処理する操業形態を

脱することが出来ず、この結果、市場の大手工務店やデベロッパーの大量安定供給ニーズ

にこたえることが出来なかった。これが、国内材の主要敗退要因であった。 
この競争条件を充足する為には、図表 3－27 の２．に掲げた「素材の安定・大量確保体

制の構築」が不可欠である。その内容は、2－1．「利益の山元への配分余力構築による山元
の木材産出意欲形成」「である。このメカニズムは図表 3－32のとおりである。 

44

１．
製材業の
利益形成
による

山元への利益配分

２．
継続的で量的安定性ある

経済的インセンティブ提供による

山元からの
木材安定調達

製材業
利益

合理化
による
利益増

配分
余力

山元
受注額分布

配分額
配分額

製材業利益形成 山元受注額
（立ち木・原木価格）

旧 新 旧 新

図表 素材の安定・大量確保体制の構築

出荷希望価格

利益配分

 
 
 つまり、製材業に於いて、ＳＣの効率化と、総原価の削減によって形成された利益増加

額のうちから一定額を山元に配分し、継続的で量的安定性のある経済インセンチィブを提

供することにより、山元からの木材安定調達を実現する考え方である。この点に関しても、

プロジェクトの実証の中では旨く作動しているように見えるが、注意深い今後の観察を要

する。 
更に素材の安定大量確保の為には、図表 3－27 の 2－2．「立・原木等素材の調達ルート

の多様化」を要し、素材生産業者との直接取引、国有林のシステム販売への参入、自社で

直接伐採を担当する部隊の構築等を実行する必要がある。 その他、図表 3－27の 3．以後
の様々な施策により新成功モデルが構成されており、その着実な実行によって好循環の実

現が期待されるが、3．以後に関しては図表 3－2を参照していただき詳説は割愛する。 
 

3-32： 
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３－８ 成功モデルの適用による高知県木材産業の活性化 
 
この節では、３－２の「何故これまで地方産業・経済活性化が旨くいかなかったのか」

と言う問題提起に対して、それを解決する諸施策の一つに掲げた、「５．事業経営革新の実

践を地方で具体的に展開」に関する内容を詳説する。 

42

③モデル

に基づく

具体的経営

改善行動

④

従業員の

意志と能力

の鍛錬

①心ある

経営者と

革新シナリオ

の合意

②

役人の

参画

経営層

育成

⑤

役人との

情報共有

⑥

改善実績

共有

⑦

改善

結果の

配分

⑧

地方産業

への

波及

事業経営革新の実践を

地方で具体的に展開

Optimizeを阻んでいる6つの理由＝6つの山

事
業
再
建
・

経
営
知
識
不
足

意
義
の
理
解
と

自
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共
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１ ２ ３ ４ ５ ６

経
営
者
・従
業
員

の
経
営
努
力
脆
弱

県
等
の
行
政
機
能
＝

予
算
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得
と
配
分

事
業
・産
業
発
展

シ
ナ
リ
オ
形
成
力
脆
弱

補
助
金
依
存
体
制

の
再
生
産

 
実践的展開は図表 3－33 の下段に示した①～⑦の過程を経て行われ、最後に個別企業モ

デルの成功に立脚した地方産業レベルへの浸透・拡大過程へと連なり、地域産業・経済活

性化に至る。 
 高知県に於ける事業経営革新の実践は、佐川町にある株式会社ソニア（5町村の共同出資
会社）が実証的検証を共同で行い経営改善を実現したいとの意向を受けて、既存投資の効

率的活用と要らざる内部競争の排除の観点からも、この意向表明をチャンスとして捉え、

ソニアで実践的検証を行う運びとなった。 
 ソニアは、成長が期待できず、木材調達も安定せず、生産稼働率も 50％を大きく切り、
大幅な赤字を計上していたことから、各町村議会からも黒字化シナリヲ構築を強く迫られ

ていた。 
 ここでは経営戦略の概況を説明する。  
ソニアの経営基本指針は、今後国内材製材会社として全国的な競争場裡でも存立しえる

規模（年間素材投入量：50,000 ㎥、売上高：10～15 億円、利益率 10％）に成長させ、黒
字化を達成し、地域雇用拡大、中山間問題への解答、地方税収増加への貢献を実現し、そ

の結果として、高知県地方産業活性化の基幹企業として、従業員・地域が誇りを持ち、ま

た県下でも尊敬される企業となることを目指すことにある。 

図表 3-33： 
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48（株）ソニア 現状の繁忙図

 
 こうした経営基本指針に基づき立案した経営計画を概説する。 

図表3-34:ソニア量産計画

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

第１シフト 第２シフト 第３シフト

・・・・・・2006年6月 2007年6月 2008年6月

2006年度
総投入量
22,200㎥

2007年度
総投入量
36,000㎥

2008年度
総投入量
51,204㎥

2005年度
総投入量
10,450㎥

’06-5
１S操業
体制完成
1200㎥

’07-5
２S操業
　体制完成
2200㎥

’08-5
３S操業
体制完成
3300㎥

’08－7：3S連続操業体制完成
4267㎥

2008年度（08-6～09-5）

2009年5月

‘０５ ‘０６ ‘０７ ‘０８

  
まず、中期生産計画は図表 3－34 のとおりである。生産計画の前提となる生産体制は、
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現在、１直であるが、この操業形態を前提に調達、生産、販売等にかかわるシステム化と

安定操業が可能な人員組織体制を確立し、2006年 5月（2005会計年度末月）には、1直に
於ける現時点での正常最大生産高（丸太投入量）の月間 1,200 立米の達成を目指す。そし
て、2006 年 6 月の 2006 会計年度開始からは 2 直操業への試みを開始し、2007 年 5 月の
2006 会計年度末月には月間 2,200 立米の達成を目指す。更に 2007 会計年度では、3 直の
生産体制確立へ挑戦し、年度末には月間 3,300 立米の達成を目指す。当中期計画の最終年
に当たる 2008年 6月～2009年 5月の一年間は、1.2.3シフトそれぞれの生産性を最大化し
且つ安定化させて、３直連続操業実現を目指し、月間 4,267立米（1シフトあたり 1,422立
米）の水準を目指し、ソニア佐川工場としての最大生産量達成に挑戦する。この過程には

様々な困難があろうが、一つ一つ対処し、時間が計画よりもかかっても着実な展開を旨と

する。 
以上のような生産計画に立脚し、年次別売上利益計画を策定すると図表 3－35 のとおり

となる。 

売上高

経常利益

人員

製材・乾燥

伐採

原木調達

製材

年

歩留率

利用率

％

生産・設備管理

製品出荷・品管

営業

総務経理

役員（有給）

200５年度
２４５百万円

▲５８百万円

８７１㎥／月

２４人

１０

９

０．３

１０４５０㎥

５５

０．７

１

１

１

１

200６年度

１８５０㎥／月

３５

１６

９

２

２２２００

５５

３００

２５

１

２

２

２

１

2007年度

４４

２２

９

２

３６０００

５５

３００

２５

３

２

３

2008年度
１３２７

１６１～２１１

4267㎥／月

４８

２２

２

５１２０４

５２

３４２

２８．５

５

３

３

３

２

１０１０６２９

１０ １０３

３０００㎥／月

月

２

１

２

９

人

員

内

訳

年次別売上利益計画総括表
200４年度
１９４百万円

▲９０百万円

２２人

５７４㎥／月

６８９０㎥／年

乾燥 ９５

５２．２５

９５

５２．２５

９５

５２．２５

９５

４９．４０総合

操業日数

・

シフト

２６４日

２２日 ２２

２６４

２ ３ ３連続操業２２日 １

３７ ４０ ５０２６．１㎥／日

木材

投入量

月

１シフト・日

年

３９．６

08／04
６．８

７．４

２．２

１．３

１．９

313㎥
／人・年

1,067㎥
／人・年

３．４

 
上記、売上利益計画総括表に従って、概要を説明する。 
2004年から 2008年に至る間、ソニア佐川工場の最大生産高達成に挑戦する。この間 
の各種経営指標に関する目標増加倍率は、売上高：6.8 倍、年間木材投入量：7.4 倍、1 シ
フト当り木材投入量 1.9倍、年間稼働日数：1.3倍、人員数：2.2倍、人的生産性：3.4倍と
し、利益増加（改善額）は、2.5億円から 3億円を目指す。一人当たりの年間生産量は 2004
年度 313立米にたいして、2008年度は 1,067立米で 5年間に 3.4倍の生産性改善を目指す。 
この結果、当工場は、日本における国産材製材工場としては最大規模クラスに成長する。 
 

図表 3-35: 
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2008 年度最大生産規模を実現した場合の月間マテリアルフローチャートは図表 3－36
の通りで、これは経営計画の全項目にわたる算定に際しての基礎原単位情報となる。 
 

54

山元~製品に至るフロー（単位：月間㎥）

工務店

乾燥

原木市場

山元 製材

２７５

森林機動部隊が伐採し製材所に投入：９２０㎥

６６６９２０

３６２２

１５５３

３６２２

６６６G

１４７５
KD

１

２

７

①を選木後、内２７５㎥を原木市場に売却： ２７５

製材投入4267を歩留52％で製材→出来高 ２２１９

製材出来高２２１９の内30％をGで製品勘定に倉入：６６６

乾燥工程投入1553を歩留９５％で製品化：１４７５

６４５

４
２
６
７

製材能力投入ベース

森林機動部隊伐採分の内自社使用分：６４５

４

５

２
２
１
９

製材所原木受払

９２０ ２７５

６４５

３６２２ ３６２２

４

１

４

４
２
６
７

製品勘定

１４７５
KD

歩留
５２％
で
製材

製品市場

６６６G

歩留損失
２１２６

１

２

３ ４ ５

７

６

８

合計
２１４１

２

３
１５５３

１４７５
KD

１４７５
KD

歩留
９５％

３

５

５

６

８

６６６G

１０

１

２

３

原木市場より３６２２ ㎥仕入れ。
４

④と⑤を加え、4267で製材能力充足する原木確保

６

７

⑥の７０％1553を乾燥工程に投入 ８

10

９

製品勘定のG材666を製品市場へ出荷

製品勘定のKD材１４７５を工務店に出荷

９ 乾燥工程投入１５５３を歩留９５％でKD製品化：1475

９

１１

１１

 
 
３－９ 地方産業の活性化による地方経済の自立化 

 
高知県木材産業活性化の可能性確認に続いて、それが高知県経済活性化・自立化にどの

ように、またどの程度、貢献するのかについて、図表 3－37に従い考察する。 
１．高知県木材産業は新成功モデルの適用により損益分岐点が改善する。２．～３．を経

て、４．そのマクロ経済的効果として木材供給曲線の引き下げにつながり、５．全国市場

において競争力が強化され、市場占有率を引き上げる。その結果、６．山元の素材供給力

(永続的再生林としての)に見合う素材生産増とそれに見合う製材・乾燥材生産量が増加し、
この双方に関連する雇用と売上高の増加が直接的に見込まれる。これらの増産による波及

効果も含めて、雇用で 6,000人程度（高知県就業者総数の 1.5％。最大で 8,000人程度の
増加が試算されるが、生産負荷の増加に際して合理化が行われることを勘案し 6,000人程
度とした)、ＧＤＰで 1,000 億円(ＧＤＰ比 4.2％。なお、素材生産分は製材の投入として
調整)程度の増加が見込まれ、新成功モデルを援用した民間の経営努力と適切な公的産業
政策の協働により、高知県経済は自立的発展の契機をつかむ可能性がある。 

 
 

図表 3-36： 
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１．国内個別製材事業者の競争力強化
↓

損益分岐点図表の総費用線の引き下げ

４．国内製材事業者の総費用線引下げは
マクロ経済の供給曲線を引下げ

５．４の結果、国内材の市場占有率は
現在の２０%弱から増加に転ずる

３．国内製材事業者の総費用線は
マクロ経済の需要・供給曲線に於ける
国内製材事業者の供給曲線

を構成

６．従って、国内製材事業強化実現の結果
国内事業者のマクロ経済における

産出額（付加価値額･利益額）が増加し、
地域経済が活性化

２．国内個別製材事業者の
競争力強化モデルの適用拡大

木材産業活性化が高知県経済にどう、
どの程度波及するかの考察

次頁で以上の動きを図表で見てみよう

 

図表 3－38は、ソニア佐川工場の 2008年度最大生産規模における損益分岐点図表であ
る。これは、新成功モデルの適用による損益分岐点の改善後の姿である。 

49

損益分岐点（BEP）分析（効率化後の試算）

原価・利益 売上高

損益分岐点
222.9÷0.289
=771.3百万円

固定費222.8百万円
固定費率16.8％

操業度・売上

変動費・直接費率
＝７１．１％

771.3

222.8

1,327.3

変動費・直接費

利益161.2百万円
利益率12.1%

固定費に含むコンティンジェンシー

５０百万円を除いた場合のＢＥＰは

約６億円

 

図表 3-37： 

図表 3-38： 
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物価水準･価格

産出量･所得

国内需要線

現状の国内材供給線

外材供給線

国内製材企業の総費用線

国内製材企業の総費用線
を一貫化･合理化で引下げ

改善後の
国内材
供給線

外材
市場占有率
＝８０％

国内材市場占有率
上昇＝４６％（概算値）

国内材市場占有率
＝２０％

価格

決定

国内材木材産業競争力強化
による国内材市場占有率の拡大

 
 
こうした操業形態が高知県の他の製材業に於いても実現され、全県的に拡大することに

より、高知県製材業のマクロ経済的な木材供給曲線が、現状のそれよりも引き下げられ、

主要な競争者である外材、及びその他の国内材生産者に対しても競争力を確保し、高知県

木材産業の市場占有率を引上げる可能性がある。図表 3－39 が、新成功モデルの適用に
よる損益分岐点の改善により、マクロ経済的な木材供給曲線が、現状のそれよりも引き下

げられ、主要な競争者である外材に対して競争力を確保し、国内木材産業の市場占有率を

引上げる可能性を示した木材需給曲線分析である。 
 
現状では外材供給曲線（図表 3－39 黒線）が強い競争力を有しており、国内需要線と

の交点で価格が決定される。現状の国内供給線（赤線）は競争力が弱いため、外材によ

って決定された価格水準では国内市場の 20％程度しか占有できない。しかし、国内製材
業の経営改善によって、産業総体として損益分岐点の引下げが実現されれば、国内供給

線は引下げられ、既述の価格水準に於いて、国内材がより多くの市場占有率を実現する

ことが可能となる。 

図表 3-39： 
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高知県製材事業活性化による
地方経済活性化の可能性

１. 個別製材事業の競争力強化

２. １の成果を踏まえて、
県下製材事業者への
競争力強化拡大

５． ４の結果、雇用数が広域にわたり
増加し、県の重要政策課題のである
中山間問題と失業問題に対処可能。

３．素材生産（山元）の活性化と
製材事業の活性化の

好循環現出

６． また、産出高（所得）の増加は、
一定の限界消費性向（C1）を前提に

GNPを１／１－C1だけ増加させ
地方経済を拡大・活性化。

４． 素材生産雇用と

産出高（売上高）の拡大

製材事業者雇用と

産出額（売上高）の拡大

７． 更に、GNPの増加に伴う各種税収の
増加が期待でき、

地方財政の健全化にも寄与。

 
次に、高知県製材業活性化による地方経済活性化の可能性について考察する（図表 3－40）。 
まず、個別製材事業の競争力強化を実現する。これはソニアの経営改善活動に相当する。 

この成果を踏まえて、県下の製材事業者への競争力強化活動を拡大し、素材生産と製材生 
産を全県にわたって拡大する。 
その結果、高知県の懸案事項である下記の主要課題に解決の展望を開くことが出来る。 
１．失業問題と中山間問題の解決。広大な県土にまたがる中山間問題の本質は、中山間地

区に於ける雇用機会の喪失に起因する。企業誘致等のこれまでの方式は、現下の状況では実

現が難しく、仮に可能であったとしても、決して広大な中山間地区に於ける雇用機会を適切

な地域分散性を維持しながら実現することは困難である。木材産業を構成する林業は、まさ

に中山間地区そのものに対する労働投入を意味し、また、製材業も、丸太をなるべく山に近

い地域で製材することによりサプライチェーン全体としての物流費用等の節減に寄与しう

るため、中山間地区の雇用機会拡大に最適な産業である。 
２．地域経済を拡大・活性化。木材産業活性化により木材生産高と製材生産高の増加が期

待できる。高知県の木材蓄積とその年間増加量を基本にして環境保全と資源利用を両立させ

ることを前提に増産可能性を検討すると、種々の前提条件により試算が出来ようが、既存蓄

積の間伐促進も考慮して、現在の産出量を大きく超える 3.85 倍程度の増産が可能と試算で
き、その結果、GDPの有意な底上げが可能となる。（厳密な増産可能性については、別の機
会に検討する。） 

図表 3-40： 
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高知森林資源
（‘０２年度）

森林資源
蓄積量
（百万m3）

森林資源
年増加量
（百万m3/年）
Ｈ8～14平均

素材生産量
（百万m3）

119

3

0.4

森林資源
面積
（千ha）

595

国産材
供給可能量
（百万m3）

１．５

丸太ベース立ち木ベース

活性化による増産可能量推定

3百万㎥×０．６（＊）＝１．８
1.8÷０．４＝4.5倍

4.5×０．８５（＊＊）＝３．８５倍
（＊）：立ち木→丸太換算率

（＊＊）：利用可能率

3×0.6×０．８５＝１．５百万㎥

 

 ３．最後に地方財政健全化への展望である。現在、高知県は約 8,000 億円の公的債務が
あり、県の年間予算の約 2 倍である。この債務、つまりネガティブストックの解消には当
然のことながら毎年のキャッシュインフローを改善し、税収の増大を実現しなければなら

ない。日本全体のマクロ的な経済回復が高知県経済の抜本的な税収増加に繋がる経済構造

にはなっていないため、極めて意志的な高知県産業政策の強力な展開による税収増加を指

向しなければならない。高知県木材産業活性化は GDPを約 3.5％底上げする可能性が見込
まれ、厳密な税収増加試算はしていないが相当の税収増を実現し、県財政の健全化に資す

る可能性が高い。 
 以上１．～３．を総括すると、高知県における林業・製材業活性化による経済規模拡大

と雇用の増加に関する試算は図表 3－42 のとおりである。木材産出が環境保全に配慮した
上で、現状の 3.85倍が達成されるとした場合、活性化後の売上は、905億円、雇用人員は
11,470人が見込まれ、現在に比べた増加量は、売上で 670億円、雇用人員で 8,490人とな
る。雇用の増加数は、生産増加に際して合理化活動が図られるのが常識的である為、6,000
人内外と控えめな推定が妥当であろう。 
 全国ベースで考えると全国生産額は高知県の 44倍に当たる 10,377億円である。従って、
全国ベースでの経済波及効果は決して少なくはないと推測できる。木材産業活性化に関す

る本論文の提案は、「取り残された地方で且つ森林県」、つまり、特に高知県のほか、秋田、

青森、徳島、和歌山、島根、岩手の各県にとって有効な地方自立化のための産業政策であ

る可能性は高いと思われる。 

図表 3-41： 
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林業・製材業活性化による経済規模拡大と雇用の増加

一般製材業

の競争力強化

一般製材業

の活性化

木材の安定調達

原資確保

林業産出額

の増加

人員

金額

人員

金額

人員

金額

１９１４人

＊３．８５倍 ２７５億円

７３７０人

２０４億円

５４５６人

２３３３億円

不詳

７１．４億円

木材生産額（‘０３）

１０６６人

６３０億円

４１００人

４６６億円

３０３４人

７９３９億円

５２０３０人

１６４億円

一般製材品出荷額

２９８０人

９０５億円

１１４７０人

６７０億円

８４９０人

１０３７７億円

―

２３５億円

合計

現 状

Ａ

活性化後

Ｂ

増 加

Ｂ－Ａ

高知県

全国

（参考） 人員

金額現 状

Ａ

出典：林業産出額＝農水省資料、一般製材品出荷額＝経産省工業統計

「好循環の形成」

 

 図表 3－42のとおり、高知県の木材生産の増加額は 204億円で、一般製材品出荷の増加
額は、466億円である。これを前提に高知県木材産業活性化による経済波及効果を試算した
のが図表 3－43であり、直接効果と 1,2次効果について経済波及効果を試算すると 889億
円の GDP底上げ効果が見込まれ、これは高知県 GDPの約 3.5％底上げに相当する。 

 

図表 3-42： 
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図表 高知県木材産業活性化による経済波及効果分析
－産業連関分析－

単位変更用（※入力）

1金額の除数

85県内需要

130消費需要

221県内需要

16〃 （二）

19〃 （一）

38その他（直）

13〃 （二）

79〃 （一）

41余剰（直）

38〃 （二）

79〃 （一）

107雇用者（直 ）

67〃 （二）

177〃 （一）

186粗付加（直 ）

47〃 （二）

132〃 （一）

280中間（直）

16〃 ⑤

45〃 ④

33〃 ③

59〃 ②

0移輸入①

114〃 （二）

309〃 （一）

466生産（直）

466需要

Ａ

当初需要

４６６

①

生産額

４６６

祖付加価値

１８６

移輸入額

０
移輸入

率

雇用者所得

１０７

中間投入

２８０

自給率

営業余剰

４１

その他

38 ③

生産額

１１４

祖付加価値

６７

移輸入額

４５

雇用者所得

３８

中間投入

４７

県内生産

８５

営業余剰

１３

その他

１６

消費需要

１３０

移輸入額

１６

②

生産額

３０９

祖付加価値

１７７

移輸入額

５９

雇用者所得

７９

中間投入

１３２

県内生産

２２１

営業余剰

７９

その他

１９

移輸入額

３３

需要

転化率

経済効果纏め

１ .当初需要額Ａ：４６６に対し
生産誘発効果＝①＋②＋③

＝８８９億円 （Ａに対し１．９１倍 ）
所得誘発効果＝３５７

移輸入誘発効果：１５３

億円

一般製材品

出荷額の

増加額

＝

466億円

二次効果

一次効果

直接効果

０．９／２５千億円

≒３．５％高知県ＧＤＰ底上げ
資料：高知県統計課による試算

3-43： 
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第 4章 結論 
 
4－1 提唱モデルのまとめと有効性 
 
 わが国は、戦後から現在に至るまで、均衡ある国土の発展を目的にした、様々な施策を

実施してきた。しかし、その施策が有効でなかった、いわゆる「取り残された地方」が厳

然として存在している。 
本論文は、活性化を願う地方、特に「取り残された地方」に関して、産業・経済活性化

よる地方自立化を実現する普遍性のある新モデルを提唱した。それが「RMP 
INTEGRATION AND V&H OPTIMIZATION MODEL」（図表 4－1）である。 
 この「普遍的モデル」を木材産業に応用して木材産業の新成功モデルを構築し、それを

「取り残された地方」の典型例である高知県木材産業に適用し、実践・検証を県下木材産

業製材所を中心におこないつつある。 
この木材産業への新成功モデル適用によって期待される効果は、高知県の直面する諸課

題、つまり、1．失業問題と中山間問題への対処 ２．地方経済の拡大と活性化 ３．地方
財政の健全化 が実現できる可能性の提示であり、その結果としての地方自立の実現であ

る。 
 
４－１－１ 地方産業活性化の新モデル 
 

32

地方産業活性化への産業活性化新モデル
ＲＭＰ ＴＲＩＡＮＧＬＥ ＡＮＤ Ｈ＆Ｖ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ ＭＯＤＥＬ

地方産業活性化 地方経済自立化

INTEGRAＴＥＤ SUPPLY ＣＨＡＩＮ

ＣＯＳＴ
Ｖ
Ｅ
Ｒ
Ｔ
Ｉ
Ｃ
Ａ

Ｌ

ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ

Ｈ

Ｖ

ＤＩSINTEGRATＥＤ SUPPLY ＣＨＡＩＮ
― ＨＯＲＩＺＯＮＴＡＬ ―

ＲＭＰ ＴＲＩＡＮＧＬＥＨ＆Ｖ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ ＋

川
上

製
品
生
産

部
品
生
産

素
材
生
産

原
材
料
生
産

消
費
川
下

流
通
・物
流

M
経営

P
産業
政策

R
資源

内部経済活性化型
地方産業活性化ＲＭＰ ＴＲＩＡＮＧＬＥ

ＶＥＲＴＩＣＡＬ ＆ ＨＯＲＩＺＯＮＴＡＬ
ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ
ＭＯＤＥＬ

 

図表 4-1： 
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この新モデルは、これまで試みられた地方自立化方法の有効性を比較検討し、内部経済活 
性化型が有効であり、その実現には、地方保有資源の再発見、それを生かす経営の創出、

そして、この二者と協働する地方政府の産業政策の統合的運用が有効であることを提唱し

た。 
更に、ここで言う地方産業活性化における経営モデルを明らかにしなければならないが、

それがは、図表 4－2の通りである。  
これを「H＆V OPTIMIZATION MODEL（水平・垂直最適化モデル）」と呼ぶが、そ 

の内容は、H：水平方向に広がる産業のサプライチェーンの機能効率化（短縮・一貫化）と、 
V：垂直方向の各サプライチェーン構成要素ごとの総原価引き下げを、H＆V両方向に関し 
て、同時展開することによって最適化を実現し、事業の収益力強化による競争力を確保し、 
収益力向上による地方産業活性化を指向するというものである。 
 
４－１－２ 木材産業の新成功モデル 
 
 地方産業活性化の新モデルを木材産業に適用し、木材産業が今後の環境条件を前提にし

て、成長しうる新成功モデルを提唱した。 
 下図は、V＆H OPTIMIZATION MODELの木材産業への適用である。サプライチ

ェーンの短縮・一貫化と製造原価の低減によりサプライチェーンの短縮・一貫化と製造原

価の低減により、現状の総原価を 46％削減し外材に対する価格競争力を獲得する。 
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図表 木材産業活性化モデル
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VERTICAL
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生産性（設備・人的稼働率）

向上

木材利用率向上

品質管理活動

顧客ニーズに即応した
原木調達

原木調達ルート
の多様化と大口化

品質差別化・副産物
の事業化･
製造方式革新

のためのR＆D展開
損益管理･生産管理
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製造費用

38,300円
（ ５３％ ）

＝

＋

ＳＣ の 機 能 統 合 による 効率化

製
造
費
用
効
率
化

6,750円
（９％） ０

6,750円
（９％）

32,420円
（４５％）

39,170円
（５４％）

＝＋

総費用

72,050円
（１００％）

32,880円削減
（ ▲４６％ ）

物流費用

19,930円
（ ２８％ ）

ＳＣ費用

33,750円
（ ４７％ ）

図表 Ｈ＆Ｖ ＯＰＴＩＭＩＺＡＴＩＯＮ の 展 開 → 国内木材産業競争力の強化

販売費用

経費利益

13,820円
（ １９％ ）

 

更に、上記の方式で実現された価格競争力に加え、外材との競争条件で最重要な安定・

大量供給力確保の方法を組み込んだ木材産業の新成功（好循環）モデルを提唱した。 
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顧客が求めていること
（成功モデルの条件）
外材との競争要件

コスト競争力

納期競争力

安定供給力

大量供給力

品質競争力

商品競争力
（例：難燃木材）
商品差別化

図表 木材産業の新成功(好循環）モデル
木材産業の新成功モデル
（好循環モデル）

１．製材業の
生産流通一貫化・合理化による原価低減

→価格競争力獲得→利益形成
＝製材業の革新が出発点

２．素材の安定・
大量確保
体制の構築

２－１．利益の山元への
配分余力構築による

山元の木材産出意欲形成

２－３．直接伐採部隊の構築

２－２．立･原木等素材調達
ルートの多様化

４．工場生産性の
継続的改善

７．製材製品に於ける
市場占有率の拡大
（外材市場への浸透）

５．量産効果による
製材･乾燥･物流単価

の低減

６．顧客（工務店等）への
競争可能価格による

高品質･安定･大量供給体制構築

８．好循環による
木材事業会社・木材産業の活性化
→ 地方経済自立化への展望

３．木材関連Ｒ＆Ｄ投資
による差別化

品質･生産性向上・
副産物高付加価値化・
木材利用率改善

 

４－２ 木材産業活性化による地方経済自立化の実現＝地方自立化の方法論成立 
 
 高知県木材産業へ新成功モデルを適用した結果、地方経済自立化にどの程度寄与するか

考察した。 

4-3： 

4-4： 
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図表 林業・製材業活性化による経済規模拡大と雇用の増加

一般製材業

の競争力強化

一般製材業

の活性化

木材の安定調達

原資確保

林業産出額

の増加

人員

金額

人員

金額

人員

金額

１９１４人

＊３．８５倍 ２７５億円

７３７０人

２０４億円

５４５６人

２３３３億円

不詳

７１．４億円

木材生産額（‘０３）

１０６６人

６３０億円

４１００人

４６６億円

３０３４人

７９３９億円

５２０３０人

１６４億円

一般製材品出荷額

２９８０人

９０５億円

１１４７０人

６７０億円

８４９０人

１０３７７億円

―

２３５億円

合計

現 状

Ａ

活性化後

Ｂ

増 加

Ｂ－Ａ

高知県

全国

（参考） 人員

金額現 状

Ａ

出典：林業産出額＝農水省資料、一般製材品出荷額＝経産省工業統計

「好循環の形成」

 その結果、雇用増加、中山間問題への対処、地方経済活性化、そしてそれに伴う地方

財政健全化の可能性を提示した。 

 高知県木材産業への新成功モデル適用による経済波及効果を算定すると、GDP を 3.5％
底上げできる可能性があり、木材産業活性化による高知県経済の活性化と、その結果とし

ての経済自立化の展望が拓かれた。 
また、この地方自立化モデルは、高知県と同様、地方経済活性化による自立化が問われ

ている地方に適用が可能であり、日本における「取り残された地方に関して均衡ある国土

の発展というわが国、積年の課題に応えうる有効な道具を提供することが可能となった。 
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図表 4 -6：高 知県木材産業活性化による経済波及効果分析
－産業連関分析－

単位変更用 （※入力 ）

1金額の除数

85県内需要

130消費需要

221県内需要

16〃 （二 ）

19〃 （一 ）

38その他 （直 ）

13〃 （二 ）

79〃 （一 ）

41余剰 （直 ）

38〃 （二 ）

79〃 （一 ）

107雇用者 （直 ）

67〃 （二 ）

177〃 （一 ）

186粗付加 （直 ）

47〃 （二 ）

132〃 （一 ）

280中間 （直 ）

16〃 ⑤

45〃 ④

33〃 ③

59〃 ②

0移輸入①

114〃 （二 ）

309〃 （一 ）

466生産 （直 ）

466需要

Ａ

当初需要

４６６

①

生産額

４６６

祖付加価値

１８６

移輸入額

０移輸入

率

雇用者所得

１０７

中間投入

２８０

自給率

営業余剰

４１

その他

38 ③

生産額

１１４

祖付加価値

６７

移輸入額

４５

雇用者所得

３８

中間投入

４７

県内生産

８５

営業余剰

１３

その他

１６

消費需要

１３０

移輸入額

１６

②

生産額

３０９

祖付加価値

１７７

移輸入額

５９

雇用者所得

７９

中間投入

１３２

県内生産

２２１

営業余剰

７９

その他

１９

移輸入額

３３

需要

転化率

経済効果纏め

１ .当初需要額Ａ：４６６に対 し
生産誘発効果＝①＋②＋③

＝８８９億円 （Ａに対し１．９１倍 ）

所得誘発効果＝ ３５７

移輸入誘発効果 ：１５３

億円

一般製材品

出荷額の

増加額

＝

46 6億円

二次効果

一次効果

直接効果

０．９／ ２５千億円

≒ ３．５％高知県ＧＤＰ底上げ
資料 ：高知県統計課による試算

4-5： 
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